
令和２年度 第２回一関市総合計画審議会 

日 時：令和２年９月２日（水） 

 14 時～15 時 30 分 

場 所：一関保健センター 多目的ホール 

次  第

１ 開 会 

２ あいさつ 

３ 議 題 

(１) 一関市総合計画後期基本計画の策定について 

   ①第１部重点プロジェクト（案）、第３部まちづくりの進め方（案）について 

   ②第２部分野別計画（案）について 

(２) 一関市総合計画前期基本計画「主な指標」の令和元年度末時点の状況について 

４ その他 

５ 閉 会 



令和２年９月２日開催

№ 役　職 氏　名 備　考

1 市長公室長 石川　隆明

2 市長公室次長兼政策企画課長 菅原　稔

3 市長公室政策企画課　政策推進係長 鈴木　敏宏

4 市長公室政策企画課　主査 小野寺　知之

5 市長公室政策企画課　主事 熊谷　尚孝

令和２年度第２回一関市総合計画審議会　市出席者名簿



№ 氏　　名 ふりがな 地区

1 阿部　新一 あべ　しんいち 一関 一関商工会議所

2 砂金　文昭 いさご　ふみあき 一関 公募

3 伊藤　一樹 いとう　かずき 一関 公募

4 太田　久美 おおた　くみ 千厩 職業訓練法人 東磐職業訓練協会

5 大沼　佐樹子 おおぬま　さきこ 一関 （株）一関ケーブルネットワーク

6 小山　亜希子 おやま　あきこ 川崎 ＪＡいわて平泉川崎青年部、川崎まちづくり協議会

7 菅野　佳弘 かんの　よしひろ 大東 元上下水道部長、一関商工会議所

8 小岩　邦弘 こいわ　くにひろ 一関 土地家屋調査士 会長

9 佐藤　弘子 さとう　ひろこ 千厩 千厩町自治会協議会

10 東海林　訓 しょうじ　さとし 一関 公募

11 菅原　君代 すがわら　きみよ 川崎 農業農村指導士、岩手県食の匠

12 菅原　敏 すがわら　さとし 一関 （社福）一関市社会福祉協議会

13 菅原　行奈 すがわら　あんな 東山 一関市観光協会東山

14 菅原　正弘 すがわら　まさひろ 一関 公募

15 須藤　壽弘 すとう　としひろ 花泉 一関地方校長会

16 千田　久美子 ちだ　くみこ 大東 猿沢地区振興会

17 千田　博 ちだ　ひろし 藤沢 藤沢町住民自治協議会

18 千葉　哲夫 ちば　てつお 一関 公募

19 辻山　慶治 つじやま　けいじ 一関 一関市行政区長会連絡協議会

20 徳谷　喜久子 とくたに　きくこ 一関 一関地球温暖化対策地域協議会 副会長

21 中尾　彩子 なかお　あやこ 一関 修紅短期大学

22 畠山　育美 はたけやま　いくみ 藤沢 公募

23 原田　哲 はらだ　さとし 花泉 会社員

24 三浦　幹夫 みうら　みきお 室根 室根まちづくり協議会

25 水谷　みさえ みずたに　みさえ 一関 男女共同参画サポーター

26 吉田　正弘 よしだ　まさひろ 東山 ＮＰＯ法人防災サポートいちのせき

27 若山　義典 わかやま　よしのり 一関 公募、広報モニター

備考

一関市総合計画審議会委員名簿　（任期：平成31年３月８日～令和３年３月７日）
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一関市総合計画後期基本計画（案） 

第１部 重点プロジェクト 

○ 重点プロジェクトとは 

基本構想を実現するためには、各分野の枠組みにとらわれず横断的に対処しなければ

ならない課題に対し、重点的かつ戦略的に取り組んでいくことが必要です。 

そこで、次の３つを重点プロジェクトとして掲げ、施策の考え方、進め方を示し、具体

的な施策を展開します。 

○ 重点的かつ戦略的に実施すべきテーマ 

【プロジェクト１】まち・ひと・しごとの創生

我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけ

るとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確

保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくことを目的に、平成 26 年 11 月

にまち・ひと・しごと創生法が制定されました。 

本市においても、今後は、高齢化率の上昇や生産年齢人口と出生数の減少に伴う総人口

の減少が進行することが見込まれ、地域の活力の低下など多方面に大きな影響が及ぶこ

とが懸念されています。 

人口減少社会の中にあって、地域の活力を維持していくためには、市民一人ひとりが夢

や希望を持ち、豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成（まち）、地域社

会を担う個性豊かで多様な人材の確保（ひと）、及び地域における魅力ある多様な就業機

会の創出（しごと）を一体的に推進することが重要です。 

このため、本市では、まち・ひと・しごと創生法を受けて、「一関市人口ビジョン」及

び「一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、少子高齢化及び人口減少に対応

していくこととしており、まち・ひと・しごとの創生を重点プロジェクトに掲げるもので

す。 

【プロジェクト２】ＩＬＣを基軸としたまちづくり 

 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）は、全長 20～50km の地下トンネルに直線状に加速器

を設置し、電子と陽電子の衝突実験を行う施設であり、ビッグバン（宇宙誕生）直後の状

態をつくり出すことによって、宇宙創成の謎、時間と空間の謎、質量の謎などの解明に迫

るものです。 

 ＩＬＣの建設には、直線のトンネル（20～50km）に精密機器を設置するための、硬い安

定岩盤が条件となっており、安定した花こう岩の岩盤が南北に分布する北上高地は、平成

25 年８月、国内の研究者で組織するＩＬＣ立地評価会議によりＩＬＣの国内建設候補地
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に選定されました。その後、文部科学省のもとに設置された有識者会議での議論を経て、

平成 31 年３月には、日本政府が初めてＩＬＣ計画への関心を表明、令和２年１月には、

日本学術会議「マスタープラン 2020」の学術大型研究計画に選定され、さらに令和２年

６月に承認・公表された欧州素粒子物理戦略において ILC 計画に対する欧州の協力姿勢

が示されるなど、ＩＬＣ実現への機運が高まっています。 

 ＩＬＣの実現により、最先端の技術や高度な人材の集積が見込まれるほか、世界中から

多くの研究者等とその家族が居住、滞在し、国際学術研究都市が形成されることが見込ま

れています。また、ＩＬＣの建設と運営による経済波及効果だけでなく、教育や文化、産

業をはじめとするさまざまな分野において大きな波及効果が期待されます。 

 少子高齢化や人口減少、新型コロナウイルス感染症による経済活動等への影響が懸念

される中、ＩＬＣは本市の未来を大きく変える可能性を持った夢のあるプロジェクトで

あるとともに、東日本大震災からの真の復興の象徴となるプロジェクトです。 

 このため、ＩＬＣを基軸としたまちづくりを重点プロジェクトに掲げるものです。 

【プロジェクト３】東日本大震災からの復旧復興 

平成 23 年３月 11 日午後２時 46 分、三陸沖を震源とする国内観測史上最大のマグニチ

ュード 9.0 の大地震が発生し、本市では震度６弱を観測しました。この地震により発生し

た巨大な津波は、太平洋沿岸を襲い東北地方を中心に壊滅的な被害をもたらしました。そ

の後も余震が断続的に発生し、同年４月７日、本市は再び震度６弱の大きな揺れに襲われ

住家などに甚大な被害を受けました。

この東日本大震災では、原子力発電所での原子力事故に伴う放射性物質による汚染と

沿岸津波被災地の復旧復興支援という課題に直面しました。 

東日本大震災からの復興は、10 年の歳月が経過しようとする現在も復興は完遂してお

らず、今後も最優先で取り組んでいく必要があります。 

震災前の市民生活の基盤と安全安心を取り戻すこと、市域や県境を越えた沿岸地域と

の生活、経済交流を震災前にも増して活発にすること、そして経験と教訓を生かし市民

と行政が一体となって災害に強いまちづくりを一層進めていくことが重要です。 

このため、東日本大震災からの復旧復興を重点プロジェクトに掲げるものです。 



【資料№24-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

3 

○ 重点プロジェクトの展開 

【プロジェクト１】まち・ひと・しごとの創生  

１ 現状と課題 

① 本市の総人口は、近年、年１％を超える減少率となっており、年齢３区分別に見る    

と生産年齢人口及び年少人口は減少している一方で、老年人口は増加しています。 

② 近年の人口減少は、社会減に比べ、自然減の影響が大きくなっています。死亡数に

比べ、出生数が著しく少なく、年間の出生数も平成 20年からの 10 年間で約 300 人

が減少しています。 

③ 15 歳から 49 歳までの女性人口は、減少傾向にあり、特に 24 歳から 34歳にかけて

の女性人口が著しく減少しています。 

④ 出産年齢の高齢化が進んでおり、合計特殊出生率は、以前は全国や岩手県を上回っ

ていましたが、近年では同水準まで低下しています。 

⑤ 男女ともに 10代後半から 20代後半までの転出が多く、東京圏、仙台市に対して転

出超過は大きく、特にも女性はその傾向が強くなっています。 

⑥ 出産・子育てに関する市民アンケートでは、出産や子育てに支障や不安になること

として、出産・子育てにお金がかかること、出産に伴う離職による減収、仕事と子

育て・生活の両立などが挙げられています。 

⑦ 市内の中高生を対象にしたアンケート調査では、様々な種類の仕事やまちのにぎわ

い、趣味や娯楽を楽しめる機会や環境を求める意見が多くありました。 

⑧ 高齢単身世帯や高齢夫婦世帯数が、年々増加しています。 

⑨ 今後、人口に関する動向が現在のまま推移すると、令和 22 年（2040 年）には総人

口が８万２千人程度になるものと見込まれます。老年人口は、令和３年（2021 年）

をピークに減少しますが、ほかの世代の人口が減少することから、令和 22年（2040

年）には高齢化率が 42.5％となります。また、75 歳以上の高齢者の人口は、今後

増加し、令和 12 年（2030 年）にピークを迎えます。 

⑩ 年少人口、生産年齢人口の減少により、地域経済、地域医療、介護、教育、地域文

化、生活利便性及び行財政などへの影響が考えられます。 

２ 基本目標 

当市では、経済、雇用、労働環境など様々な要因によって若者の転出と出生数の減少

とともに高齢化率の上昇が進み人口構造の変化と人口減少を引き起こしています。 

将来にわたって持続可能な地域とするためには、地域内の稼ぐ力を高め、地域内で循

環する経済の流れを拡大するとともに、ここで住みたい、訪れたいと思える豊かな暮ら

しや働き方を実現し、環境と共生しながら、健康で安心して暮らせるまちをつくること

が重要です。 

以下の基本目標を掲げ、地域課題を解決する施策を進めることによって、世代による
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人口の均一化を図るとともに人口減少を抑制し、令和 22 年（2040 年）に８万９千人程

度の人口を確保します。 

【基本目標Ⅰ】 産業の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が

集うまちを目指します。 

【基本目標Ⅱ】 結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な

人が子育てに関わり、次代を担う子どもを育むまちを目指します。 

【基本目標Ⅲ】 生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる

持続可能なまちを目指します。 

３ 施策を進めるうえで重視する視点 

ＳＤＧｓの理念の具現化 

持続可能な地域社会を構築していくためには、多様なステークホルダーと共に

「誰一人取り残さない」社会を目指すＳＤＧｓの理念や、経済・社会・環境の３

側面から、複数の地域課題を同時解決していくＳＤＧｓの手法を実践に移してい

きます。まち・ひと・しごと創生を進めていく当たり、様々な分野においてＳＤ

Ｇｓの目標達成につながる取組を進めていくことが重要です。 

協働・公民連携 

住民主体の住みよい地域を形成していくためには、市民、企業、行政が公共的、

公益的な活動を継続的な話し合いによる合意を基に協力して行動していくこと

が重要です。 

また、様々な課題を解決するとともに、質の高いサービスの提供や多様化する

市民ニーズに応えていくためには、行政の力だけではなく、新たな公共の担い手

として民間と連携し、稼ぐ地域や豊かな暮らしをつくっていく視点が重要です。 

Society5.0 の推進 

    AI やロボティクスなどに代表される未来技術は、様々な課題を解決・改善す

るとともに、産業の生産性や暮らしの利便性を高めていく可能性があります。未

来技術の活用を様々な施策分野において検討し、取組を進めていきます。 

４ 施策の展開 

人が集うまちづくり 

  ～産業の稼ぐ力を高め、仕事と豊かな暮らしを創出し、市内外から人が集うまち 

を目指します～ 

① 地域経済の強化 

○働く世代の減少とともに需要量が減少していく中、地域の資源や特色を生か

した付加価値の高い商品、サービスやコンテンツを生み出すことが重要であ
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り、市内企業・産業間連携の促進を図ります。 

○市内の研究機関や教育機関の協力などで、イノベーションを進め、新たな商品

開発や技術開発を図ります。 

○新型コロナウイルス感染症発生による消費行動の変化に対応するため、ネッ

ト市場など新たな流通チャネルによって市内外の顧客へアプローチし、販売

促進を図っていく取組や人材の育成を支援します。 

② 働く場の創出 

○若者や女性が希望する職種の企業誘致、時間や場所に縛られない新たな働き

方の定着を進め、雇用の場の創出を図ります。 

○自ら起業・創業したいというチャレンジングな若者を支援します。 

○魅力ある市内事業所の理解促進やＰＲを図るとともに、暮らしと両立した働

き方改革や雇用・労働環境の改善を推進し、市内外からの地元企業への若者の

定着を図ります。 

○産業の担い手となる人材の確保や事業継承を進めます。 

③ まちのにぎわい創出 

○中心市街地などのまちなかへ訪れたくなる新たなコンテンツを生み出す人材

を発掘、育成し、公共空間や遊休資産の活用によって、豊かに過ごせる空間を

創出します。 

○まちなかの魅力向上によりエリアの価値上昇を図り、複数の魅力あるエリア

間を歩いて回遊することが楽しめるまちづくりを進めます。 

④ 新しい人の流れの創出 

○当市に興味、関心を持った市外の人との接点をつくり、離れていても一関市を

応援する人々を増やすとともに、コミュニケーションを深め、外部の視点やノ

ウハウを取り入れた地域活性化を目指します。 

○スポーツや文化などで一関市を訪れる人を増やし、交流を深める中で、一関市

との「関わりしろ」を増やしていきます。 

○一関市での暮らしや働き方を体験する機会を増やし、ＵＩＪターンなどの

移住を促進します。 

次世代を担う子どもを育むまちづくり 

  ～結婚、出産、子育ての希望や生活と調和した働き方を実現し、様々な人が子育て

に関わり、次代を担う子どもを育むまちを目指します～ 

① 結婚の希望を実現 
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○市内にとどまらず、近隣自治体と連携した広域での出会いの機会を創出しま

す。 

○結婚に限定せず、若者同士が交流を通じて人とつながる場、出会いの場を作る

とともに、結婚の希望を持つ人の背中を後押しする取組を実施します。 

② 出産の希望を実現 

○出産における健康面や経済面での不安を解消できるよう、情報提供や相談し

やすい場や機会をつくります。 

○出産に伴う医療費等の経済的な負担を軽減するとともに、出産の高齢化が進

む中、不妊治療に対する情報発信を進めます。 

③ 子育ての希望を実現 

○子育てにおける不安を解消し、子育て中の親が孤立しないよう、情報提供や相 

談しやすい場をつくるとともに、親同士のネットワークづくりや家庭、地域、

社会で子育てを支える仕組みを構築します。 

○出産から成人に至る各ライフステージにおいて、切れ目のない支援を面的に

拡大していきます。 

○世界とつながるインターネットや、ＡＩなどの未来技術と共存していく子ど

もたちが、人生 100 年時代に起こる変化に対応し、生き抜く力を身に付けて

いく教育を推進します。 

④ 仕事と生活の調和 

○子育て世代の親が仕事か生活の二者択一ではなく、どちらもやりがいを持っ

て暮らせる働き方に対する理解を家庭のみならず、事業所においても深めま

す。 

○働きながらも子育てや介護に携わりやすい柔軟な働き方への取組の支援や、

取組を進める事業所の情報発信を推進します。 

将来にわたり安心して暮らせるまちづくり 

  ～生涯にわたり健康で、環境と共生しながら、安心して住み続けられる持続可能な 

まちを目指します～ 

① 健康長寿の推進 

○高齢になってもいきがいを持ち、心身ともに健康で暮らせるよう、健康づくり

の推進や社会参加の機会を創出します。 

○地域における介護予防活動が住民主体で継続し、コミュニティ形成につなが

るよう支援します。 

○検診や医療データの活用により、保健事業と介護事業の一体的な実施を進め、

生活習慣病の重症化リスクを低減します。 

② 暮らしの維持・向上 
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○これまで家庭の中で維持できていた日常生活が困難となっている高齢者世帯

や一人暮らし高齢者世帯を支える仕組みの構築を進めます。 

○高齢により自家用車を運転できなくても、また、車を保有しなくても生活の足

を確保できるよう、利便性の高い移動手段の実証を進めます。 

○行政のデジタル化を進め、時間や場所の制約にしばられない行政手続きの効

率化や行政サービスの向上を進めます。 

③ 地域コミュニティの維持 

○地域内の共助を支えてきたコミュニティ組織の存続や地域文化の継承が困難

になっており、地域課題を解決する事業を進められるような人材の育成や新

たな支え合いの仕組みづくりを進めます。 

④ 資源・エネルギー循環型まちづくりの推進 

○森林資源など地域にある資源を再生可能なエネルギーとして捉え、収益を上

げながら有効活用する仕組みの構築を進めます。 

○廃棄物の減量、資源物の再使用、再生利用を進めるとともに、生活の質を向上

させながら、エネルギー消費を抑制する省エネルギー型の暮らしの普及を進

めます。 

○化石燃料由来のエネルギーの消費から、環境負荷の少ない再生可能エネルギ

ーへの転換を促進するとともに、地域で生み出したエネルギーを地域内で使

用するエネルギーの地産池消を進めることで、地域内所得が地域外へ流出す

ることを抑えると同時に脱炭素社会に向けた取組を進めます。 
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【プロジェクト２】ＩＬＣを基軸としたまちづくり 

１ 現状と課題 

① ＩＬＣが実現すれば、わが国初の国際プロジェクトとなり、世界中から多くの研究者・

技術者とその家族が居住、滞在する国際学術研究都市が形成され、この地域が世界に

開かれた国際的な科学技術の拠点となることが期待されます。 

② 政府が国際プロジェクトを主導する立場として、各国との資金の分担や研究参加に関

する国際調整等の早期合意を確実に進めることを、県をはじめとする関係機関と連携

して、働きかけていく必要があります。 

③ ＩＬＣ計画の動向や関心事項を市民に対し情報提供し、ＩＬＣの実現に向けた機運の

醸成を図っていくことが重要であり、次代を担う子どもたちをはじめ、幅広い世代に

ＩＬＣの価値や意義を正しく理解してもらう取組が必要です。 

④ 本市に広がる豊かな風土や美しい自然、伝統ある特有の文化などの魅力を市民が再認

識するとともに、その魅力を国内外に広く発信していく取組が必要です。 

⑤ 関係機関と連携して、世界中から訪れる研究者等とその家族が安心して生活できる環

境の整備を進めていくことが必要です。 

⑥ 加速器関連技術を用いたプロジェクトが東北地方に展開・計画されており、その波及

効果を産業面などに最大限に生かしていく取組とＩＬＣに関わる各種産業への展開

支援が必要です。 

２ 基本目標 

  ＩＬＣは世界で一つだけ建設される世界最先端の研究施設であり、この地に建設され

れば、本市の未来に大きな希望を与えるとともに、この地域は、世界遺産「平泉」とＩＬ

Ｃという世界に誇れる二つの宝物がある地域となります。 

  本市の未来を大きく変える可能性を持った夢のあるプロジェクトであるＩＬＣの早期

実現を目指すとともに、子どもたちが夢と希望と誇りを持って活躍できる地域、50 年先、

100 年先までを見据えた持続可能な国際学術研究都市の形成を目指し、ＩＬＣを基軸とし

たまちづくりを進めます。

３ 施策の展開 

 ＩＬＣの早期実現に向けた取組 

① 政府がＩＬＣの実現に向け、国際プロジェクトを主導する立場として、各国との

資金の分担や研究参加に関する国際調整等の早期合意を確実に進めるよう関係機

関と連携して働きかけます。 

② ＩＬＣの建設に向け研究者などが実施する地域の具体の調査に協力します。 

③ 研究者コミュニティ及び関係機関と密接に連携し、ＩＬＣ建設に必要な取組を進

めます。 
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 東北ＩＬＣ事業推進センター等の関係機関との連携 

① ＩＬＣ建設候補地周辺の環境整備及び研究施設建設等に関し、地域主導で取り

組むべき課題について、関係機関と連携して検討を進めます。 

② 研究者やその家族、地域住民が暮らしやすい社会の実現に向けた検討を進めま

す。 

③ ＩＬＣを中心にサスティナブル（持続可能）な地域の実現を、関係機関と連携

して進めます。 

 市民の理解増進と市内外への情報発信 

① ＩＬＣに対する市民の関心事項について、専門家による解説セミナーや講演会

などを実施して市民の理解増進を図ります。 

② 市広報やホームページ等でＩＬＣ計画の動向や地域の取組などを情報発信し

ます。 

③ 国内外の研究者等に対し、美しい自然や伝統ある特有の文化など、北上高地の

魅力を情報発信します。 

 人材育成、次世代教育                              

① 次代を担う子どもたちが科学技術に対する興味や関心を持つよう、中学生最先

端科学体験研修や中学校・高校等でのＩＬＣ授業などを実施します。 

② 子どもたちが世界中から訪れる研究者等に対して、地域の歴史や文化をはじめ

とする本市の魅力を発信できるよう、地元学を学ぶ取組を進めます。 

③ ＩＬＣを核とした国際研究拠点に携わるさまざまな分野の人材育成のための取

組を進めます。 

 国際色豊かで暮らしやすい生活環境の整備 

① 国内外の研究者やその家族等が快適に生活できるよう情報通信基盤や交通ネッ

トワーク環境の整備を進めます。 

② 世界中から訪れる研究者等とその家族が安心して生活できるよう、教育や医療、

子育てをはじめとする情報の多言語化や公共施設等における多言語対応など、

国際化に対応した環境整備及び支援体制整備を進めます。 

③ 次代を担う子どもたちが、英語力や国際感覚を身に付ける取組を進めます。 

④ 国籍や民族、文化、言語などの違いを認め合い、支え合って暮らせるよう、多文

化共生のまちづくりを進めます。 

 新しい産業・イノベーション拠点の形成 

① 加速器関連技術を用いたプロジェクトに企業が参入できる機会の創出に取り組

むとともに、産学官の交流、連携の機会の創出を図ります。 
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② ＩＬＣの要素技術を活用した研究開発が進むよう各種産業への展開支援に取り

組みます。 

③ ＩＬＣ建設に関わる土木、設備関連をはじめ、ＩＬＣの各種部品・装置製造や制

御技術などの先端技術を担う専門人材の育成に取り組みます。 
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【プロジェクト３】東日本大震災からの復旧復興  

１ 現状と課題  

① 本市は、東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質に

よる汚染が発生し、甚大な被害を受けました。 

② これに伴い、放射性物質汚染対処特別措置法に基づく汚染状況重点調査地域の指定を

受け、震災からの復旧復興を最優先の課題として取り組んできました。 

③ 放射性物質による汚染問題については、「市民が日常から受ける追加被ばく線量を年

間 1ミリシーベルト以下となること」を目標と掲げていた生活空間の面的除染が終了

し、ホットスポット（一般住宅・事業所）の再測定調査が完了したため、除染実施計

画が終了しました。農林業系廃棄物処理では 8,000Bq/kg 以下の牧草についての処理

が終了しました。しかし、側溝土砂の早期処理、稲わらなどの農林業系廃棄物の処理、

農林業の生産基盤の再生、損害賠償の迅速化など、解決しなければならない多くの課

題を抱えており、引き続き最優先の課題として取り組んでいく必要があります。 

④ 放射性物質による汚染問題については、除染実施計画に基づく放射線低減対策により

目標値（日常生活で受ける追加被ばく線量年間１ミリシーベルト以下）を達成し、ま

た、原木シイタケやタケノコの出荷制限が一部解除されるなど明るい兆しもあります。

しかしながら、汚染された側溝土砂の早期処理、牧草や稲わらなどの農林業系汚染廃

棄物の処理、被害農家等の経営再建、損害賠償の迅速化など、解決しなければならな

い多くの課題を抱えており、最優先の課題として取り組んでいく必要があります。 

⑤ 隣まちである陸前高田市、宮城県気仙沼市などの沿岸被災地では、一歩ずつ着実に復

旧復興が進められていますが、生活基盤の復旧はもとより、産業、保健、医療やコミ

ュニティなど、さまざまな面での一日も早い復興が望まれるところであり、できる限

りの支援を行っていく必要があります。 

２ 基本目標 

地域経済の再生と健康不安の解消を図り一日も早く原子力発電所事故前の環境を取り

戻すとともに、被災者の生活再建支援と災害に強いまちづくりを進め、また、沿岸被災地

への後方支援や県境を越えた連携の強化により、内陸部と沿岸部が一体となった生活圏、

経済圏としての振興に結び付けるなど、市民生活が震災前にも増して活力あふれるもの

となることを目指します。 

３ 施策の展開 

 放射性物質による汚染問題への対策 

① 学校、保育所の給食及び給食食材の放射性物質の測定、測定結果の公開、放射線測定

器の貸し出しを継続し、健康不安の解消に努めます。

② 市民一人ひとりが安心して日々の暮らしを送ることができるよう、放射線等に関す



【資料№24-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

12 

る正しい知識の普及に努めます。

③ 側溝土砂の処理について、国に対して、具体的な処理方針を示すよう強く申し入れて

いきます。

④ 農林業系汚染廃棄物の処理については、近隣自治体の動向を注視し、一関地区広域行

政組合と連携して国、県と協議しながら取り組んでいきます。

⑤ 市独自に農林産物の放射性物質の測定を実施し、食の安全安心を発信することによ

り、風評被害の払拭に努めます。

⑥ 県内有数の原木シイタケ産地を守るため、関係者とともに生産意欲の向上と産地再

生に取り組みます。

⑦ 東京電力からの損害賠償については、県や市長会と連携して早急な対応を求めてい

きます。

 被災者の生活再建支援と災害に強いまちづくり 

① 被災者の生活再建に関する相談体制を継続するとともに、災害公営住宅に入居して

いる被災者の地域住民とのコミュニティ形成を支援します。 

② 地震による住宅被害を軽減するため、耐震診断や耐震改修工事を促進します。ｘ 

③ 防災行政情報システムのほかコミュニティＦＭ放送、防災メール等を活用し、災害

情報の迅速かつ確実な伝達に努めます。 

④ 大規模災害に迅速に対応するため、関係機関や相互応援自治体との連携強化を図り

ます。 

⑤ 市民の防災意識の高揚を図るとともに、自主防災組織の結成の促進と訓練の充実、

防災リーダーの育成強化に取り組みます。 

⑥ 自分で行う災害に対する備えや災害発生時の基本行動など、必要な防災知識の普及

に努めます。 

 近隣自治体との連携による復旧復興の推進 

① 陸前高田市及び宮城県気仙沼市は隣まちの「近所」であり、市域や県境を越えた古く

からの交流により築かれてきた、住民同士、行政同士、企業同士のお互いさまの関係

のもと、近い所が助ける「近助」の精神により、沿岸津波被災地の一日も早い復旧復

興に向けて後方支援を続けていきます。 

② 国道 343 号新笹ノ田トンネルなど、沿岸津波被災地の地域産業の再生と発展に寄与

する復興支援道路の整備促進及び早期事業化を働きかけていきます。 

③ 内陸部と沿岸部の一体的な振興を目指し、互いの地域資源の活用や多様な交流の推

進を図るとともに、交通ネットワークの充実強化をはじめ各分野における連携を強

化します。 
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一関市総合計画後期基本計画（案）  

第３部 まちづくりの進め方

１ ＳＤＧｓの推進  

○ 現状と課題 

① 2015 年９月に開催された国連サミットにおいて、ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：

持続可能な開発目標）が採択されました。ＳＤＧｓは、2000 年の国連サミットで合意されたＭ

ＤＧｓ（Millennium Development Goals：ミレニアム開発目標）に代わる、2030 年までに持続

可能でよりよい世界を目指すための国際目標であり、17のゴールと 169 のターゲット（具体目

標）から構成され、地球上の「誰ひとり取り残さない」という理念を掲げています。 

② 日本では、2016 年５月に内閣総理大臣が本部長を務める「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推

進本部」を設置し、同年 12 月には「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」を策定しまし

た。この実施指針では、地方自治体に、各種計画や戦略方針の策定や改訂に当たって、ＳＤＧ

ｓの要素を最大限反映することを奨励するなど、自治体の積極的な貢献を期待しているほか、

2017 年６月には「自治体ＳＤＧｓ推進のための有識者検討会」を設置し、自治体レベルでＳＤ

Ｇｓに取り組むための方策が検討されています。 

③ 当市においても、これまで「バイオマス産業都市構想」や「みんなのメダルプロジェクト」な

どＳＤＧｓの理念を取り入れた施策に取り組んできました。しかし、人口減少・少子高齢化や

地域経済縮小などの地域課題を解決していくためには、行政だけではなく、市民や企業などの

多様な主体がＳＤＧｓの目標を共有し、より一層連携して課題解決に取り組んでいくことが求

められています。 

④ そのためにも、市民や企業へのＳＤＧｓの浸透はまだ限定的であるため、ＳＤＧｓの正しい理

解の普及に努める必要があります。 

○ 施策の展開 

（１）「ＳＤＧｓ日本モデル」宣言への賛同によるＳＤＧｓの推進 

① 2019 年１月に開催された「ＳＤＧｓ全国フォーラム 2019」において、93自治体の賛同のもと、   

人口減少・少子高齢化など社会的課題の解決と持続可能な地域づくりに向けて、日本の「ＳＤ

Ｇｓモデル」を世界に発信する「ＳＤＧｓ日本モデル」が宣言されました。当市は、この「Ｓ

ＤＧｓ日本モデル」宣言に賛同し、ＳＤＧｓの推進に取り組み、自治体間の連携を進めるとと

もに、地域に活力と豊かさを創出します。 

② また、ＳＤＧｓの達成に向けて、社会的投資の拡大や革新的技術の導入など、民間ビジネスの   

力を積極的に活用し、地域が直面する課題解決に取り組みます。 

（２）企業へのＳＤＧｓの普及推進

① 企業、特に中小企業へのＳＤＧｓの浸透は、十分とは言えない状況でありますが、一方で、既

にＳＤＧｓの視点と同様の活動を実践している事例も多数あります。その活動とＳＤＧｓとの



【資料№24-2】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

2 

関連付けを企業に呼びかけることにより、ＳＤＧｓの社会への効果や企業の事業継続との関係

についての理解を深め、官民連携のもとでのＳＤＧｓへの取り組みを推進します。

（３） 市民一人ひとりへのＳＤＧｓの普及推進

① 市民のＳＤＧｓへの理解を深める機会を創出し、市民一人ひとりの日々の行動がＳＤＧｓの達

成に関係しているという意識を持つことを呼びかけることで、ＳＤＧｓを意識し、協働による

ＳＤＧｓへの取り組みを推進します。

○ 主な指標 

（１）市民、企業へのＳＤＧｓの普及

→ＳＤＧｓ講演会等開催回数、広報回数 



【資料№24-2】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

3 

２ （仮）「新しい日常」への対応 

○ 現状と課題  

① 新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－19）は、令和元年 12 月に中華人民共和国湖北省武漢市

で発生が報告されて以来、世界各地で急速に感染が拡大し、令和２年３月には世界保健機関（Ｗ

ＨＯ）がパンデミック（世界的大流行）を宣言しました。

② 国内では令和２年１月に厚生労働省が初の感染者を確認したと発表、２月には政府が新型コロナ

ウイルス感染症対策の基本方針を決定し、国や地方自治体、医療関係者、事業者、そして国民が

一丸となり様々な対策を講じてきましたが、感染拡大は収束せず、４月には政府が緊急事態宣言

を発出しました。緊急事態宣言は５月に解除されましたが、その後も首都圏を中心に第２波とも

思える感染拡大が続いています。

③ 新型コロナウイルス感染症は、国内外の個人消費や企業収益、雇用情勢の悪化を招くなど経済に

も大きな影響をもたらしており、この先も厳しい状況が続くことが予想されます。また、外出自

粛や休業要請等に伴う消費の低迷、観光客の減少、イベントの中止などにより、飲食業や宿泊業

をはじめとして地域経済に大きな影響を与えており、長期的な視点に立った経済対策や雇用対策

が求められています。

④ このような状況の中、政府は「新しい生活様式」への移行と実践・定着を提唱しています。

⑤ 「新しい生活様式」とは、「３つの密（密閉、密集、密接）を徹底的に避ける」、「手洗いや人と人

との距離の確保など基本的な感染対策を続ける」、「テレワーク、時差出勤、テレビ会議などによ

り人との接触機会を削減する」等の生活様式を示すものであり、市民もこの「新しい生活様式」

を日常生活の中で実践し、感染拡大の防止と社会経済活動の維持を両立させていく必要がありま

す。

○ 施策の展開

（１）新型コロナウイルス感染症の拡大防止と正確な情報発信の実施 

① 「新しい生活様式」を実践し、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に取り組むほか、感染者が

発生した場合に備えた対策を常に意識して施策を実施します。また、感染者、濃厚接触者や医療

従事者の人権を尊重し、差別や風評被害等を防止するための意識啓発や、感染症に関する正確な

情報発信に取り組みます。

（２）経済対策、雇用対策の実施 

① 経済対策として、各種給付金の支給、企業向け支援事業、学生向け支援事業等を実施していると

ころですが、今後も状況に応じた経済対策を実施します。 

② また、ハローワーク等の関係機関と連携し、離職者等に対する早期再就職支援や新卒者に対する

就職支援を実施します。 

（３）新しい技術や新しい視点を活用した「新しい日常」の推進 

① 今回の感染症をきっかけに、以前の生活様式を振り返り、新しい技術や新しい視点を活用した先

進的な取組を推進していくほか、市民の取組に対して積極的に支援し、これからの「新しい日常」
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を推進します。

○ 主な指標 

（１）経済対策、雇用対策 

→対策に係る累計事業数 

（２）新しい技術や新しい視点を活用した先進的な取組 

→実施件数、支援件数 
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３ 協働のまちづくりの推進 

○ 現状と課題  

① 社会構造の大きな変化に伴う、住民ニーズの多様化、高度化が進み、市民、各種団体、企業、行政

など多様な主体が相互理解のもとに、共に行動する「協働のまちづくり」は現代社会における地

域課題の把握、解決に欠くことのできない施策として認知されてきています。

② 「協働のまちづくり」においては、市民などと行政とが相互理解に基づいて各事業を展開してい

くことが必要であるとともに、市民などが市政運営に積極的に参画できる仕組みを構築し、企画

から実施、評価まで、すべての段階で協働による取組が展開されることが重要であり、各種計画

の策定、実践、評価において、まちづくりスタッフバンクの活用や公募などにより、市政への市

民参画の機会をより拡充していくことが必要です。

③ 協働による地域づくりには、市民、地域組織、市民活動団体、民間事業者（企業）などそれぞれの

主体による役割分担のもとに、「自分たちの地域は自分たちで守り、創る」を基本に、市民一人ひ

とりが当事者となり、地域のことを考え、その発想を自らが実践する、自主自立の取組が不可欠

です。

④ 市民主体の地域づくりを進めるために、最も身近な組織である自治会等の活動を基本としながら、

地域協働体が推進役となり、身近な課題の解決や地域の特性を生かした活動を地域ぐるみで実践

するための取組が必要です。

⑤ 前期基本計画の計画期間の５年間で、地域協働体の設立が進み、市内ほぼすべての地域で地域協

働体が設立され、地域づくり計画に基づいた取組が展開されています。地域協働体と行政とがま

すます連携し、市民センターを拠点とした地域づくり活動を行うことにより、地域の特色を生か

した住民起点のまちづくりが展開されることが期待されます。

⑥ ＮＰＯや民間事業者（企業）などの民間活力によるまちづくりを担う団体や組織を育成するとと

もに、相互の連携を推進することが必要です。

○ 施策の展開

（１）地域協働の推進 

① 地域協働体が中心となり、地域課題の解決や地域の特性を生かした地域づくりを進めるため、地

域と行政が、相互理解と役割分担を前提として、当事者として共に協力、行動することを目指し

ます。

（２） 地域協働の実践 

① 地域の将来像を地域住民みんなで共有し、身近な地域課題の解決や地域の特性を生かした地域づ

くりを進めながら、その実現を目指します。

（３）協働による市政の推進 

① 地域協働の推進には、地域と行政が相互理解のもとに連携することが重要です。行政は、地域協

働体による市民主体の地域づくりを推進し、それらの活動に対してさまざまな支援を行います。

また、地域協働体が策定した地域づくり計画の実践を支援します。
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② 市民と行政との協働を推進するため、一関市協働推進会議を開催し、協働を進めるための情報共

有と意見交換を行います。

③ 協働のまちづくりを円滑に進めるため、市民活動センターなどの中間支援組織による自治会や地

域協働体、市民活動団体への支援や団体相互の連携を促進します。

④ 「市長へひとこと」など市民の意見、要望を市政に反映させる広聴機能の充実を図るなど、市民

参画や市民との協働体制を確立します。

⑤ 各種審議会等への市民の参画を図り、市民の多様な知識や技術等を市政に反映させるため、まち

づくりスタッフバンクの活用を推進します。

⑥ 各種計画の策定など検討段階から市民参画を進めるとともに、パブリックコメントの実施、ワー

クショップの開催などにより、市民参画の機会の充実に努めます。

⑦ 地域住民と行政との創意工夫と協働により、地域の元気につながる事業に取り組みます。

⑧ 各種計画の事業進捗管理への市民参画機会の確保に努めます。

⑨ 市民によるまちづくり活動への市職員の参加を促進します。

⑩ 民間事業者（企業）も地域の一員として、専門性を生かした多様な地域貢献が可能であることか

ら、さまざまな分野での協働の取組を要請します。

○ 主な指標 

 （１）市民センターにおける地域を対象とした事業への参加者数（人/年）
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４ 健全な行財政運営 

○ 現状と課題 

① 市民に最も身近な基礎自治体として、住民ニーズを的確に把握し、質の高い行政サービスを提供

していくことが求められています。

② 人口減少・少子高齢化社会の中で、市税等の自主財源の増加は見込めず、また、地方交付税等の

依存財源の動向も不透明であることから、新たな住民ニーズに対応する財源の確保は厳しい状況

にあります。

③ 社会情勢の大きく変化する中、新たな行政課題に迅速に対応できる行財政運営を行うためには、

従来の制度や施策、組織等の執行体制を常に見直し、個々の施策に優先順位を付けたうえで、効

果的かつ効率的に予算を配分し執行していく必要があります。

④ 厳しい財政状況の中、過去に建設された多くの公共施設の老朽化に対応するためには、大規模改

修や建替え等にかかる費用を抑えるとともに、中・長期的な視点による施設の再編成・管理に取

組む必要があります。また、人口減少・少子高齢化や多様な市民ニーズに対応するためには、適

正な施設の総量や規模、機能の再編成を検討する必要があります。

⑤ 市有財産のうち、遊休資産となっている土地や建物については、有効活用の観点から売却処分を

進めていく必要があります。

⑥ 全国の地方公営企業に共通する課題である人口減少に伴う水道料金収入及び下水道使用料の減少、

老朽施設の更新等への対応が不可欠です。また、下水道については、接続費用の捻出や後継者の

不在などを理由に、整備した下水道への接続に至らないケースが多いことも課題です。

⑦ 市民の市政に対する理解と信頼を深め、市民が市政に参加し、市民と行政との協働を実践するた

め公文書の情報公開制度の適切な運用や審議会等の会議の開催状況を公開する取組により、透明

性の高い行政運営を進める必要があります。

⑧ これまで、広報紙やホームページ等さまざまな媒体を通して、行政情報を発信してきたところで

あり、情報収集手段の多様化に即した効果的な広報活動を展開していく必要があります。

○ 施策の展開

（１） 行政サービスの充実 

① 常に市民を起点とした、質の高い行政サービスの提供に努めます。

② 職員研修により、高度で専門的な知識、技術等を体系的に学習し、職員の政策形成能力や専門的

な行政能力の向上を図りながら、職員の職務遂行能力の向上を図ります。

③ 限られた人的資源の中で、職員の能力を最大限に生かしながら、行政サービスの向上を図ります。

また、職員の意識改革を図りながら、士気を高め合い職場の活性化に取り組みます。

④ 市民の満足度を高めるため、業務の継続的改善に取り組み、行政サービスの向上を推進します。

⑤ ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した電子申請やキャッシュレス決済など行政手続のオンライン化

により行政サービスの向上に努めます。

（２）効率的な行政運営の確立 

① 総合計画を基本とする計画的な行政運営を図るため、施策の進捗管理を行うとともに、毎年度、
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ローリングにより実施計画の策定を行い、計画の実行性を高めます。

② 各種計画の策定に当たっては、市民にとってわかりやすい計画となるよう、事業や施策の到達す

べき目標を定量的に指標化した計画の策定に努めます。

③ 行政改革大綱及び集中改革プランによる取組を推進し、改革の進捗状況について、民間委員で構

成する行財政改革推進審議会に報告し意見を求めるとともに、広報紙やホームページにより広く

市民に公表して情報を共有します。

④ 事務事業について、住民ニーズに対する有効性や効率性等の評価を行い、費用対効果が低い事務

事業は見直しを行います。

⑤ 民間の専門性や効率性が発揮されることで、住民サービスの向上や行政コストの縮減が図られる

事務事業は、積極的に民間活力の活用を図ります。また、住民ニーズを的確に把握し、反映でき

るよう努めます。

⑥ ＩＣＴ（情報通信技術）を積極的に活用し、内部事務の削減や組織体制の見直し等、効率的な行

政運営に努めます。

⑦ 多様化する住民ニーズや新たな行政課題に的確かつ迅速に対応できるよう、組織機構と事務執行

体制の見直しを進めます。また、定員適正化計画を策定し、職員数の適正化を図り人件費総額の

抑制に努めます。

（３）財政運営の健全化 

① 自主財源の確保に努めるとともに、歳出の徹底的な見直しにより、財政の健全化を推進します。

② 市税については、課税客体の的確な把握とあわせ、自主納税の推進や効率的な滞納整理の実施

などにより収納率の向上に努めます。

③ 分担金、負担金及び使用料、手数料などについては、適正な受益者負担の水準を確保するとと

もに、各部署の連携のもと、収納率の向上に努めます。

④ 市債については、将来負担を考慮して借入を行うとともに、財政状況に応じ繰上げ償還等に努

めます。

⑤ 公共工事をはじめとした行政事務の執行に当たっては、常に品質、コストを意識し、経費の節

減を図ります。

⑥ 補助金や負担金については、その目的や費用対効果、経費負担のあり方を検証し、見直しを行

います。

⑦ 各年度の事業の計画や実施に当たっては、中・長期的な視点に立った財政見通しを踏まえて、

財源の重点配分や将来負担等について、十分な検討を行います。

⑧ 第三セクター等については、事業内容や経営状況を常に把握し、継続的な指導監督を行います。

（４）公共施設等総合管理計画の着実な推進と市有財産の有効活用 

① 公共施設の管理については、将来にわたり施設を利用した住民サービスを安全かつ持続的に提

供するため、安全性の確保、機能と数量の最適化、長寿命化、財政負担の縮減・平準化等、公

共施設等総合管理計画の取組を着実に進めます。

② 市有財産については、有効活用の観点から遊休資産の売却処分を進め、財産収入の確保に努め
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ます。

（５）地方公営企業の健全化の推進 

① 地方公営企業の健全な運営を目指し、企業としての経済性を常に発揮するとともに、公共の福

祉を増進することを念頭に置き事業を推進します。

（６）透明性の高い行政運営と行政情報の積極的な提供 

① 情報公開制度は、公開が原則であることを踏まえ、適切に運用していきます。

② 審議会等の会議は原則公開とし、会議の開催予定を周知します。また、会議録及び会議資料を

担当課窓口及び市のホームページにおいて公表し、審議の概要をお知らせします。

③ 広報紙、ホームページ、コミュニティＦＭなどの活用により、行政施策や行政活動の積極的な

情報提供に努めます。

④ 広報紙は市民と行政のパイプ役との認識に立ち、分かりやすく親しみやすい広報紙を目指し、

紙面の充実に努めます。また、ホームページについても知りたい情報が的確に検索できるよう

充実に努めます。

○ 主な指標 

 （１）電子申請に対応している条例に基づく行政手続の数 （種類）

（２）経常収支比率（％）

（３）実質公債費比率（％）

（４）市の公式 Facebook のリーチ数（人）

（５）市の公式ツイッターのフォロワー数（人）
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５ 広域連携の推進  

○ 現状と課題 

① 住民や企業等の生活圏、経済圏は市町村のエリアを越えて広域化しており、また、人口減少と高

齢化が進行する中で、行政に対するニーズも多様化、高度化してきていることから、現在の行政

サービスのあり方を広域的な視点に立った時代に合ったものに変えていくことが求められていま

す。

② 住民の日常生活の範囲が広がりを見せている中にあって、産業経済、医療、福祉、教育や防災、

交通ネットワークなど、あらゆる分野において、一つの施策や一つのサービスがその自治体では

完結せず、隣接する自治体と連携した取組が欠かせないものとなっています。

③ 県境に位置している本市をはじめ、県境付近の自治体においては、県の中央部に国の機関の集約

が進むなど、多くの共通課題を抱えている状況にあり、共通する課題を持つ関係自治体が、新た

な連携に取り組んでいくことが必要です。

④ 特にも本市では、岩手県内の自治体との連携に限らず、県という枠組みを越えて、「中東北」とし

ての拠点都市形成に向け、道路網の整備、地域医療や観光などさまざまな分野において県境を意

識しない発想で課題解決に取り組んでいくこととし、その取組がはじまっています。

⑤ 当地域の民間団体においては、農業協同組合、森林組合などが市町の枠を越えて合併し、スケー

ルメリットを生かし、それぞれの産業分野の振興に取り組んでいます。

⑥ 人口減少などの社会構造の変化に伴い、それに対応した施策の展開や地域の発展のためには、保

健、医療や通勤、通学などの住民生活や経済活動における圏域というくくりの中で、雇用の創出、

結婚、出産への支援、人口減少対策などに取り組んでいくことが、真の意味での地方創生につな

がるものと捉え、隣接自治体をはじめ、広域的な連携のもと、取り組んでいくことが必要です。

○ 施策の展開

（１） 定住自立圏構想の推進 

① 一関・平泉定住自立圏共生ビジョンに基づき、適切に役割分担をしながら、魅力ある定住自立

圏域の形成に向けた具体的な取組を連携して推進します。

② 圏域の住民ニーズに対応できるよう、一関地区広域行政組合や両磐地区広域市町村圏協議会が

行う事業を推進します。

③ 世界遺産「平泉」を核とした地域づくりを関係自治体と一体となって進めます。

（２）県境を越えた連携の推進 

① 人口減少などの社会構造の変化に対応した施策の展開や地域の発展を図るため、経済圏、生活

圏、医療圏、文化圏、さらには通勤通学エリアというくくりの中で、関係自治体同士が連携し

て多様な取組を推進します。

② 北上川や栗駒山系など、地域固有の条件で結びつく市町村と多様な連携交流を図ります。

③ 共通する地域資源や歴史、文化等を有する市町村との広域的な交流連携を図り、産業振興など

地域の活性化につなげる取組を推進します。
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（３）国、県、関係機関との連携 

① 本市の課題解決に向け、本市の実情を国、県へ情報発信していくとともに、施策の実現に向け

て積極的な要望提案を行います。

② さまざまな関係機関と連携協力を図りながら、本市のまちづくりを展開していきます。

③ 国、県の事業については、本市のまちづくり、地域づくりに生かされるよう、その事業導入を

働きかけていきます。

○ 主な指標 

 （１）広域連携事業数（件） 
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一関市総合計画後期基本計画（案） 

第２部 分野別計画 

１．地域資源をみがき生かせる魅力あるまち

１－１ 農林水産業 

○ 現状と課題 

①本市の農業は、自然条件と地域特性を生かし、水稲、畜産、園芸、果樹等が複合的に経営されて

おり、年間を通じて多彩な農産物が生産されております。

②農業経営については、農業従事者の減少と高齢化により、個別経営体は専業化が見られる一方で、

兼業農家数が大きく減少しています。

③また、集落営農の組織化が進んでいるものの、担い手が不足し、生産額の減少、農地の遊休化が

進んでいます。畜産については、企業が規模を大きくしています。

④本市の農業の維持発展を図るためには、これからの農業を担う人材や組織を育てていく必要があ

ります。そのためには所得の確保が必要であり、生産技術や経営管理の能力向上のほか、担い手

への農地の集積、スマート農業の導入など生産性の効率化が求められています。

④本市の農業の維持発展を図るためには、これからの農業を担う人材や組織を育てていく必要があ

り、そのためには所得の確保が重要です。所得の確保のため、生産技術や経営管理の能力向上の

ほか、担い手への農地の集積、スマート農業の導入など生産性の効率化が求められています。併

せて6次産業化や農商工連携による高付加価値をつけた商品の開発や販路の拡大など販売面での

支援も求められています。

⑤また、新規学卒者など若者に対する就農支援の充実や雇用機会の拡大を図るとともに、農業後継

者の円滑な農業経営の継承を推進する取組が必要です。

⑥水田の整備、農地の集積については、基盤整備事業の導入や、農地中間管理機構を活用した集積

が進んでいますが、平地に比べて、中山間地域は取組が遅れています。

⑦農村地域においては、高齢化、少子化による労働力の低下が懸念されております。

⑧このなかで、地域と農業を守るためには、農業の生産基盤を整理し、集落営農組織化を図り、低

コスト、持続可能な営農形態を構築するとともに、地域の特性が生かされる農産物の生産振興や

高齢者、女性の労働力を活かす営農が必要です。

⑨農業生産活動は、洪水や土砂崩れを防ぐ、美しい風景や生き物のすみかを守るといった広く国民

全体に及ぶ効果、多面的機能があります。また、共同活動は、農村コミュニティの維持に大きく

貢献してきました。

⑩これら活動については、担い手を中心として、地域の多様な人たちの共同等によって支えられて

いますが、農村地域の高齢化や人口減少により、活動の継続が難しくなってきています。

⑪地域と農業を守るための活動を支援し、農村地域の構造の変化に対応した地域資源の保全管理を
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推進していくことが必要です。

⑫経済・生活の現代化や人口減少により、農村コミュニティの維持が懸念されています。農村地域

が有する豊かな自然環境や伝統文化など、農村資源の素晴らしさを再認識し、その活用を図って

いくことが求められています。

⑬そのため、地域資源を活かした 6 次産業化や地域の特色を生かした教育旅行の受入・着地型観光

の取組を中心とした交流人口の拡大の取組を進めることが必要です。

⑭また、県外の都市部から、地域おこし協力隊員等の外部人材を受け入れ、地元住民が気づかない

魅力の発掘やモチベーションの向上も、これからの農村コミュニティの活性化には必要です。

⑮本市の主要な農畜産物としては、米、肉用牛、生乳、トマト、なす、きゅうり、ピーマン、小菊、

りんどう、りんご、しいたけなどがあり、各品目とも東北有数の産地となっています。

⑯農業は人々の命と健康を支える「食」に関わる産業として極めて重要であり、安全な農産物を安

定的に供給する必要性からも、農業振興に力を注ぎ、生産性の高い農業経営を確立していくこと

が必要です。

⑰担い手が不足している現状から、効率的な生産体制を構築することが必要であり、水稲について

は低コスト生産技術の確立と売れる米づくりの推進、野菜・花きについては、施設整備助成など

による専作農家の育成、肉用牛、酪農については飼育頭数の維持、増加への支援が必要です。

⑱木材需要は増加傾向ですが、木材価格の低迷が続いています。収益性の向上が見通せないため、

森林所有者の経営意欲が減退し、放置される森林が増加しています。

⑲また、高齢化や、後継者不足などにより林業従事者が減少し、適正な管理が行われず、荒廃した

森林の増加が問題となっています。

⑳一方で、昭和 30 年代に植林した針葉樹等が成熟期を迎えており、これらの森林資源の積極的な

利活用を推進しながら、「伐ったら植える」の森林サイクルの円滑な循環により、森林を更新さ

せながら健全な森林の育成を図る必要があります。

当市は豊かな森林資源を有していますが、間伐などで生じた木材の多くは、現在の価格では搬出

して販売してもその搬出コストを賄えないことも多く、未利用材として山林内に放置されていま

す。

持続可能な地域づくりの意識の高まりを受けて、これまで利用されてこなかった未利用材を地域

の資源エネルギーとして活用し、エネルギーの地域内での循環により、経済効果や雇用創出によ

る地域振興を図ることが求められています。

森林は、木材等の資源を生み出すとともに、水源のかん養や国土の保全、地球温暖化防止など、

多様な公益的機能を有しています。森林を地域の資源として活かすとともに、森林が有する多様

な機能が十分に発揮されるよう、広く市民の理解と認識を深めながら、有効活用と環境保全に努

めることが必要です。

また、水資源を育む水源となる奥山の森林保全とともに、市民の森林学習や意識啓発にもつなが

る身近な里山の自然に親しむ環境づくりが必要です。
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○ 施策の展開

魅力ある農林業と担い手づくり 

①新規就農者の確保のために、研修事業や生活基盤、生産基盤の確保に向けた支援を行います。

②関係機関と連携し、新規就農者や認定農業者、集落営農組織等に対し、研修の機会を設けながら

経営能力や栽培管理技術の向上を支援し、農業所得の向上を図ります。 

③地域農業マスタープランの話合いの機会などを活用しながら、担い手への農地集積を図ります。 

④様々な機会を通じて本市の農林業の魅力を市内外にアピールし、市内農家出身者はもちろんのこ

と、首都圏等からの移住や非農家出身者などの雇用就農を含む新規就農者の確保を図ります。 

⑤次世代の担い手確保のため、児童、生徒から学生等に至るまで、段階的に農業の魅力を体感する

機会や、農業の果たす役割・大切さを伝える機会の創出に努めます農業が魅力ある産業として他

産業と同様に職業として選択されるよう、生業としての就農の推進に努め、農業経営指導員等に

よる経営指導、栽培管理技術の向上、低コスト対策などの研修の機会を設け、意欲的な営農に向

けての支援と農業所得の向上を図ります。

農業生産基盤の整備と担い手育成  

①恵まれた自然環境を生かしながら、農業を支える生産基盤の整備と併せ、地域農業を持続的に支

える担い手の育成を図ります。 

②農業の競争力強化や農村地域の国土強靱化を図るため、大区画化や水路のパイプライン化、老朽

化した農業水利施設の長寿命化を進めることにより、水路管理の省力化、大型機械の導入による

作業性の向上を図ります。 

農業の有する多面的機能の発揮 

①農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動を支援します。 

②水路の泥上げ、農道の維持、植栽など農村環境の整備、水路などの補修や修繕に対し、地域の共

同の取組を推進します。 

③環境保全のため行う緑肥の作付け、堆肥の施用や、有機農業を推進します。 

農村コミュニティの活性化  

①農地保全への取組と併せ、地域の多様な資源を生かした取組を推進し、農村コミュニティの活性

化を図ります。 

②人が集い相談や共同作業を行うとともに、地域の特色を生かした教育旅行の受入・着地型観光の

取組を中心とした交流人口の拡大を図りながら、農村の持続と活性化を図ります。 

③県外の都市部等から、外部人材を受け入れ、新たな魅力の発見や新しい風を吹き込んで農村コミ

ュニティの活性化を図ります。 

農林水産物の生産、販売支援 

①食の安全・安心を基本としながら、農業者の知恵と工夫をもとに、地域の特色を生かした農畜産



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

4 

物の生産振興を図ります。

②産直活動や特産品の生産、販売など地産地消の取組を進めます。

③地域資源を活かした６次産業化や農商工連携事業に取り組む農業者や商工業者を支援します。

④地産地消・地産外商を推進し、販路拡大に向けた生産者のビジネス展開につながる支援などによ

り、地域の豊かなめぐみが育む一関ブランドの確立を目指します。

森林の適正管理と利活用 

①林業の生産性向上を図るため、高性能林業機械の導入などによる林業経営体の育成や担い手の確

保、森林施業に必要な林道等の適切な維持・管理に努めます。 

②森林の持つ水源のかん養、生物多様性の保全等の公益的機能を発揮できる健全な森林づくりを目

指し、適切な間伐等の森林整備の実施とともに、荒廃した森林が増加しないよう伐採後の再造林

を推進し、森林資源の循環を図ります。 

③森林環境譲与税の活用、森林経営管理法による新たな森林管理システムの推進により、多様で健

全な森林への誘導による森林の保全、木材利用の促進や普及啓発を図ります。 

地域木材の資源エネルギーとしての活用

①未利用材を、地域内の公共施設や民間施設で木質バイオマスとして有効活用する取組を推進する

ことにより、林業の振興やエネルギーの地産地消の推進に努めます。

②市民の参画のもと、山林内から未利用材を搬出して燃料用チップや薪などに活用する取組を推進

し、新たな価値の創出により、持続可能な取組につなげていきます。

③薪ストーブの普及と地域内で生産される薪の安定的な取引の場を構築し、地域に根差した木質バ

イオマスの利用を促進します。

森林と市民との関わりの創出 

①森林生態系保護地域など、生態系や自然環境の維持に資する優れた森林の保全を推進し、子ども

たちが自然を学び、心身をリフレッシュする場の創出に努めます。

②きれいな水、潤いのある水辺、水資源を育む水源を守るため、地域住民やボランティア団体と協

力しながら、森林の機能維持を目指します。

③里山をはじめとする身近な森林は、人と自然とのふれあいの場やレクリエーションの場として、

その魅力と機能の維持増進を図り、保全に努めます。

④地域住民や緑の少年団等を対象にした植樹活動の機会を通じて、木を植えることの大切さと循環

する地域資源としての理解を深めます。

○ 主な指標 

  新規就農者数(人) 

  認定農業者新規認定者数（人）

  農業法人数（件） 
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  農用地の利用集積率（%） 

水田整備率（%） 

  農業振興地域内の農用地（ha） 

  ニューツーリズム実践件数（人・組織）

  ニューツーリズム等による交流人口（人）

  振興作物（野菜）の出荷量（t/年） 

 振興作物（花き）の出荷量（千本/年） 

 和牛子牛出荷頭数（頭/年） 

 ６次産業化事業化件数（件）

 間伐実施面積（ha） 

 再造林面積（ha） 

 燃料用木材生産量（BDt/年） 

 森林体験者数（人）

○ 市民の参画

魅力ある農林業と担い手づくり 

※新規就農や定年後の農業経営への参画、農作物の栽培に挑戦しましょう。

※自分達の地域の将来の農業について話し合う、地域農業マスタープランの話合いに参加しましょ

う。

農業生産基盤の整備と担い手育成  

※集落営農の組織化の会議など集落の話し合いに参加しましょう。 

※女性の労働力を活かし、６次産業化の活動を推進しましょう。 

農業の有する多面的機能の発揮 

※地域内の農道、用排水路や宅地まわりを中心に活動組織の構成員として参加し、積極的に草刈り

や泥上げに協力しましょう。

農村コミュニティの活性化  

  ※農業・農村体験などを起点とした体験型イベントに参加しましょう。

農林水産物の生産、販売支援 

※農業の 6 次産業化や農商工連携により新商品を開発し販路拡大に取り組みましょう。

※地元産農畜産物、地元産木材を活用し地産地消に取り組みましょう。

※地元産農畜産物を活用した料理の工夫と普及に取り組みましょう。

※農産物直売所などを利用し、農業者と消費者の交流が図られるイベントなどへ参加しましょう。

森林の適正管理と利活用 
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※伐採後は、木を植え、森林を更新しながら、「伐ったら植える」という森林資源の継続的な

循環を図りましょう。 

地域木材の資源エネルギーとしての活用  

 ※山林内に残されたままとなっている間伐材などの未利用材を、バイオマスエネルギー資源として

活用していきましょう。

※薪ストーブなどの木質バイオマ スを利用する暖房器具の良さを見直しましょう。

森林と市民との関わりの創出 

※森林や身近な里山に親しむため、森の恵みを再発見する体験型イベントに参加しましょう。 

※緑化推進活動や、緑の募金に協力しましょう。
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１－２ 工業

○ 現状と課題 

①本市は、盛岡市と仙台市の中間に位置し、東北のほぼ中央、さらに沿岸部と内陸部をつなぐ結節点

にあり、県境や市町村境にとらわれることのない中東北の拠点都市として岩手県南から宮城県北の

経済や文化及び教育の中心となっているとともに、北上川流域の製造業が集積したエリアに位置し

ており、この優位性を生かした工業振興施策の展開が求められています。

②本市の製造業の特徴は、情報通信機械器具、電子部品、デバイス・電子回路、食料品製造業を中心

に、電気機械器具、パルプ・紙・紙加工品、はん用機械器具製造業など幅広い業種の企業が操業し

ており、現在、市内で操業している製造業に分類される企業は 250 事業所（令和元年工業統計）と

なっています。

③経済のグローバル化の進展、ものづくり産業の空洞化、環境問題への対策や人口減少・少子高齢化

の到来など、社会経済の環境が急速に変化する中で、本市の工業の課題も大きく変化してきていま

す。

④市内企業の大部分を占めている中小企業では、ものづくりを支える人材の確保・育成が継続した課

題であり、さらには、今まで以上に高い技術、品質と生産性の向上が必要とされています。また、

活力ある産業の振興を図るためには、新産業・新事業の創出、育成に向けて積極的に取り組んでい

くことが重要です。

⑤（公財）岩手県南技術研究センターや（独）国立高等専門学校機構一関工業高等専門学校を活用し

た産学官金の連携及び支援体制の充実による人材育成、地域企業の技術力・経営力の強化が必要で

あり、本市工業の裾野をより広げるため、地域内企業の連携と活動の一層の促進を図るための様々

な形での支援が求められています。

⑥ものづくり産業を支え、地域の活性化を図るためには、中小企業の持続的発展が不可欠となってい

ます。新たな市場や事業開発につながる経営資源の相互活用や補完、製品開発力・技術開発力の向

上などの効果が期待できる企業間連携が求められています。

⑦地域内発型の産業を興すためには、継続的、総合的な支援が求められていることから、関係機関の

連携強化と、内発型産業を促進するための支援体制の構築が課題となっています。

⑧企業においては、人手不足や生産効率の向上、販路拡大などの様々な経営課題に対応するため、Ｉ

ｏＴをはじめとする新しいＩＴ技術の導入、活用により、経営力の強化・生産性の向上に積極的に

取り組むことが課題となっています。

⑨「中東北の拠点都市」として、恵まれた立地状況と優遇制度の優位性を最大限に活用し、企業誘致

活動を進めるほか、空き工場や産業用地の情報提供や岩手県との連携による企業立地の支援など、

企業ニーズに柔軟に対応した施策展開により競争力のある産業育成が重要となっています。

⑩本市を中心とした北上高地が国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の国内建設候補地とされていること

から、岩手県を始め関係機関と連携を密にし、情報収集する必要があります。また、国際リニアコ

ライダー誘致によって、新たな産業の創出や関連産業の集積が見込まれることから、誘致の動向を

見極めながら、工業団地や貸し工場など、企業の立地環境の整備を計画的に行っていくことが必要
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です。

○ 施策の展開 

工業の振興 

①工業振興計画を策定し、本市における工業の目指すべき方向性や施策を明らかにするとともに、

社会動向に即応した施策・事業の展開を図ります。

②高品質・高付加価値なものづくりのため、産業支援機関などと連携し、技術講習や品質管理検定

の開催による品質管理・分析技術などの技術・技能習得を支援するとともに、技術員による技術

相談、分析や分析結果への対応等のサポート体制を強化します。

③企業の技術力、経営力を強化するため、技術開発・共同研究・高品質化への取組や、新事業活動

による経営革新・取引拡大などを支援します。

④新たな取引市場の開拓を支援するため、産業支援機関と連携を図り、各種最新情報の提供に努め

ます。

ものづくり人材の確保と育成  

①関係機関と連携を図りながら就職ガイダンスや企業説明会、企業見学バスツアー、企業情報交換

会を実施するなど学生、社会人等と企業の交流や情報交換の機会の充実を図ります。

②技術、技能習得を目指した研修の充実を図り、高品質で付加価値の高いものづくりを支援すると

ともに、高専、理工系高等教育機関や産業支援機関などと連携を図りながら、企業ニーズの高い

品質管理や加工技術などの研修を実施し、地域企業の人材育成に取り組みます。

③新入社員等の若手社員のスキルの向上を図るとともに、時代を担うリーダーを育成するための研

修を行います。

④企業情報交換会や市広報などを通じて、地域企業の製品や技術力などの魅力を広く情報発信し、

販路拡大や市場の開拓を図るとともに、地域住民への理解を深めるよう PR に努めます。

地域内発型産業の振興 

①産学官金の連携を図り、企業間連携や共同研究への取り組みなどによる新製品、新技術の開発及

び事業化を支援します。

②両磐インダストリアルプラザなど工業関係団体と連携し、地域の企業間の交流を活発にしながら、

新たな事業展開や起業に向けた取組を支援します。

③他地域における企業間連携や農商工連携・6 次産業化などの先進事例、成功事例の普及啓発を行

い、内発型産業の機運の醸成を図ります。

④IoT に関する普及啓発や、地域経済分析システム（RESAS）の活用、企業間ネットワーク構築を

促進するため、各種セミナーを開催します。

企業誘致の推進 

①企業が立地しやすい環境整備と企業誘致活動を積極的に展開します。
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②企業ニーズを的確に捉えた立地環境の整備を進めるとともに、企業立地に対する県等の助成制度

の活用を図りながら、企業誘致に積極的に取り組みます。

③企業の立地動向を的確に把握し、企業ニーズに合った工業団地の整備を検討します。

④自動車関連産業、半導体関連産業の集積の流れや国際リニアコライダー（ILC）誘致の動向など

を注視するとともに、ICT・IoT といった情報関連産業や企業の研究開発部門など、将来を見通

した誘致活動を展開します。

○ 主な指標  

  （公財）岩手県南技術研究センター試験分析件数（件/年）

 製造業の製造品出荷額（億円/年）

 品質管理検定受験者数及び合格者数（人）

 市が行う人材育成事業の受講者数（人）

 （公財）岩手県南技術研究センター等との共同研究数（件/年）

 誘致企業数（社）

○ 市民の参画 

工業の振興 

 ※工業をはじめとする地元産業への理解を深めるため、工場見学や市内企業が出展する展示会など

に参加しましょう。 

ものづくり人材の確保と育成  

※技術や技能を取得するため、検定受験に取り組むとともに、産業支援機関などが行う各種講座に

参加し、高品質で付加価値の高いものづくり産業の圏域をつくりましょう。 

地域内発型産業の振興 

※（公財）岩手県南技術研究センターや（独）国立高等専門学校機構一関工業高等専門学校などの

学術研究機関を活用し、新製品や新技術の開発に挑戦しましょう。 

※産学官金による情報交換や企業の取組等を知ることができる産学官イブニング研究交流会へ参

加し、企業間の連携強化に取り組みましょう。 

企業誘致の推進 

※企業や市が行う情報発信を通じ、市内に立地した企業や産業支援機関等の活動について理解を深

めましょう。 

※空き工場や産業用地として活用が見込める遊休地などの情報を発信しましょう。
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１－３ 商業・サービス業

○ 現状と課題 

①市内企業の大部分を占める中小企業においては、市場開拓力、資金調達力などの確立のほか、情報

受発信力や地域内企業ネットワークの形成、経営を担う人材の育成が必要です。

②高齢者など、商店まで買物に行くことに対し不便を感じる市民（買物弱者）が増えており、自宅で

買物などができる仕組みが求められています。

③商店街を再生し賑わいを創出していくためには、商店街の各店が個性を発揮し、郊外店舗との差別

化を図ることを基本に、魅力ある商品、個店ならではのサービス提供、担い手の育成など、地域コ

ミュニティに根差した商店街づくりが必要です。

④本市の商業の状況をみると、商店数、従業員数、年間販売額ともに減少傾向が続いています。また、

郊外型の大型店等の出店やインターネット通販により、各地域に形成された既存の商店街や地域に

密着して立地する中小の商店の経営は厳しい状況に置かれています。さらには、経営者が高齢化し、

後継者不足も課題です。

⑤一関地域市街地活性化施設「なのはなプラザ」は、平成 25 年４月１日のオープン以来順調に利用

され、毎年およそ 40 万人の入館者がありますが、今以上の周辺商店街への経済的な波及効果が求

められています。

⑥消費者ニーズの多様化から高度な情報収集能力が必要となっています。

⑦各地域の特色を生かした特産品は、販売だけではなく愛好者の地域への集客にもつながり新たな商

業展開も見込まれることから、今後も継続的な支援を行うことが必要です。

⑧商店街の振興をはじめとする地域経済の活性化には、女性や若者などを中心とした起業や事業承継

が大きな役割を果たすことから、起業しやすい環境づくりが求められています。

○ 施策の展開 

商業、サービス業の振興 

①中小企業に対し事業資金の低利融資、利子補給等を行い経営を安定させ、市内中小企業の振興を

図ります。 

②商工会議所等の関係団体への活動を支援し、個々の中小企業への巡回指導、窓口指導の充実を図

るとともに、これら関係団体と連携し、定期的に創業希望者や中小企業におけるさまざまな課題

を解決するための相談窓口等を開設し、市場開拓や情報受発信力の向上などの専門的な分野につ

いても支援を行い、起業創業支援や中小企業の経営合理化、効率化を促進します。 

③利用者の自宅まで、食品や日用品の宅配を行ったり、床屋などの役務を提供したりする事業者の

情報を取りまとめ、市民に周知を行うことで、買物弱者の買物の利便性の向上を図るとともに、

商業、サービス事業者の新たな顧客づくりを支援します。 

商店街の活性化 

①商店街組合等が主体的に行う事業を支援し、商店街としての結束力を高めながら、集客につなが
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るイベント開催などを展開し、商店街の賑わい創出と地域コミュニティの形成を図ります。

②空き店舗の活用を促進し商店街への新規参入を誘導するため、空き店舗への入居支援を行います。

③商工会議所等関係団体の事業承継事業を支援し、空き店舗を増やさない取組を行います。

④なのはなプラザを会場とした各種イベントの開催や誘致を図り、中心市街地の活性化を図るとと

もに、商店街の賑わいを創出します。

活力ある商業の振興 

①消費者ニーズに対応した品揃えやサービスの提供のため、商工会議所等と連携し、セミナーの開

催、経営指導や従業員研修、情報交換等を支援し、個店の魅力づくりを促進します。

②特産品が育まれた風土や製法等へのこだわりも含めたＰＲを図るため、見学体験を織り交ぜた特

産品販売の取組を支援するとともに、新たな特産品開発を促進します。

③女性や若者などが、起業しやすい環境づくりを支援します。

○ 主な指標  

  市等制度資金利用件数（件/年）

 商工会議所の巡回窓口相談等件数（件/年）

 関係団体による定期的な相談窓口での相談件数（件/年）

 宅配等事業者の件数（件）

  商店街空き店舗率（％）

 市補助金を活用したまちなかイベントの来場者数（人）

 商工会議所が実施する事業承継事業への相談対応件数（件）

  市の施策による起業者数（人）

○ 市民の参画 

商業、サービス業の振興 

  ※市内企業の製品や品揃え等について理解を深め地元での消費に協力しましょう。

※市内の宅配等事業者を利用し商業やサービス活動を活発にしましょう。

商店街の活性化 

 ※商店街のイベントに参加するなど、地域の魅力にふれながら商店街の活性化を応援しましょう。 

※市内の商店街を利用し、まちなかの賑わいをつくり出すとともに地域の結びつきを高めましょう。 

活力ある商業の振興 

※本市の特産品の素晴らしさを再発見し、贈答品などに利用して、特産品の魅力を市内外に伝え「い

ちのせき」を売り出しましょう。 

※起業者の活動に対し理解を深め、地域づくりや賑わいづくりを一緒に進める一員として起業者を

迎え入れましょう。
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１－４ 雇用

○ 現状と課題 

①雇用情勢は、多くの業種で人手不足が深刻化しており、特にも建設関連産業、医療、福祉関連産業

を中心に、人材が充足していない状況が続いています。さらに人材確保と地元定着を進めるため、

多様で柔軟な働き方ができる雇用・労働環境の整備を促進し、あらゆる働く意欲のある人の就業促

進や地元定着を支援する必要があります。

②新規高卒就職希望者は 100％の就職率となっているものの、地元就職率は 50％を下回って推移して

います。また、早期に離職する若者も多い状況です。

③国、県の関係機関と連携し、働き方改革運動を推進し、就労条件や働きやすい環境の整備など、勤

労者福祉の充実を図る必要があります。

④多くの業種において人材不足が継続しており、ものづくりの技術者、後継者においても減少してい

ます。職業訓練施設での長期在職者訓練の受講者数も減少傾向にあり、ものづくり人材の育成と確

保、さらには、ものづくりの技術、技能の伝承が課題となています。

⑤求職者等を対象とした短期訓練では、早期就職をめざし、スキルアップに取り組むため、事務系や

介護系の訓練を実施しています。

○ 施策の展開 

関係機関との連携による就業支援

①求職相談・職業紹介や求職者訓練、中東北就職ガイダンス・面接会の開催等を通じて、求職者の

早期就業とＵＩＪターン就職希望者の支援に取り組みます。

②関係機関と連携し、キャリア教育の支援等に取り組みます。

③セミナーを開催し、就業定着と人材育成を支援するとともに、関係機関と連携して働き方改革を

推進し、就労条件や働きやすい環境の整備など、勤労者福祉の充実を支援します。

能力開発と人材育成 

①関係機関との連携により企業ニーズにあった職業訓練事業等を実施し、在職者及び求職者の知識

や技術習得を支援するとともに職業能力開発の促進に努めます。

②ものづくりに関する技術、技能の伝承を支援し、ものづくり産業の振興に努めます。

③各種研修会等を実施し企業の人材育成を支援します。

○ 主な指標 

新規高卒者の管内就職率（％）

職業訓練施設における訓練受講者数（人/年）

○ 市民の参画 

関係機関との連携による就業支援 
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※地元で働くことについて家庭や学校でも理解を深め、若者の地元就職や就業定着を応援しましょ

う。 

※働き方改革を推進し、働きやすい職場づくりへの理解を深めましょう。 

能力開発と人材育成 

※市内企業が出展する展示会を見学し、ものづくり技術や技能の伝承への理解を深めましょう。 

※職業訓練や研修に参加し、学んだ専門的な知識や技術を活かしていきましょう。
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１－５ 観光

○ 現状と課題 

①本市の観光入込客数は、各観光地の合計で 262 万人回に達しています。主な観光資源は、栗駒国定

公園、厳美渓、猊鼻渓、夫婦石、室根山、一関温泉郷、みちのくあじさい園、花と泉の公園、館ヶ

森高原エリアなどです。主なイベントとしては、歴史ある室根神社特別大祭、一関市・大東大原水

かけ祭り、かわさき夏まつり花火大会、藤沢野焼祭、近年では、全国もちフェスティバル、全国地

ビールフェスティバル、一関・平泉バルーンフェスティバル、せんまや夜市、唐梅館絵巻などが代

表的です。このように本市にはそれぞれの地域に特色ある景勝地や行楽地、温泉等の観光地が数多

くあるとともに、四季を通じて、多彩な祭りやイベントが開催され、国内外から観光客が訪れてい

ます。 

②観光地や祭り、四季を通じたイベント等は、本市を全国に情報発信する上で重要な資源であり、地

域活性化を図る上で欠かすことのできない重要な要素の一つです。また、観光による交流人口や関

係人口の増加を図ることは、新たな産業の創出にもつながるものと期待されます。 

③より多くの観光客に来訪してもらうためには、本市全体のブランド価値を高めることが必要ですが、

観光資源の発掘と活用、観光拠点の整備、イベント等の開催とともに、近隣市町村と連携した誘客

の推進が重要です。また、岩手県南、宮城県北の多くの観光地や観光資源をつなぐ観光ルートの開

発や特産品、温泉、もち食などの本市の特性を生かした魅力ある新たな観光施策の展開を図ってい

くことも大切です。 

④一関・平泉バルーンフェスティバルを開催するほか、本市のオリジナル熱気球「黄金の國一関・平

泉号」による係留体験搭乗会を市内外で開催するなど、熱気球を活用した観光客の誘客に取り組ん

でおり、さらなる誘客の促進が求められています。 

⑤新型コロナウイルス感染症の影響により、観光入込客数は例年と比較して著しく減少しています。

収束後の早急な回復を図れるよう、戦略的な誘客への取組を検討する必要があります。 

⑥中高生の修学旅行を含めた学習旅行などの体験型観光の需要は高まってきています。また、岩手宮

城内陸地震、東日本大震災や近年全国各地で相次いで発生している自然災害に備えていくためにも、

防災教育が注目されており、沿岸被災地等との連携を図っていく必要があります。 

⑦ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食：日本人の伝統的な食文化」の伝統食の例示として一関

のもちが紹介されており、「もちの聖地いちのせき」の情報発信の充実に努めています。 

⑧観光客の受け入れには、道路や駐車場、案内標識等の交通基盤整備を進めるとともに、観光関係団

体との連携強化、観光ボランティアの育成等の受入態勢の整備など「おもてなし」を充実すること

が求められています。 

⑨新型コロナウイルス感染症の収束後に向けたインバウンド誘客回復への取組を着実に推進する必

要があります。 

⑩マスクの着用や手洗いの徹底、ソーシャルディスタンスの確保といった、新しい生活様式に対応し

た受け入れ態勢については、事業者と連携して整備する必要があります。 

⑪県、関係市町と連携し、世界遺産関連資産としてのＰＲ活動等を行っていますが、観光客の増加に
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は至っていません。 

⑫新型コロナウイルス感染症対策の取組みを行いながら、ガイダンス施設である骨寺村荘園交流館

（若神子亭）を核とした事業の展開や情報発信、講演会等の開催を継続して行い、骨寺村荘園遺跡

の価値や魅力について広くＰＲする必要があります。 

○ 施策の展開 

観光資源の発掘及び活用

①観光振興計画を策定し、本市の観光施策の具体的な方向を示すとともに、その推進に努めます。

②ふるさと名物応援宣言したもち食、日本酒・地ビール類、秀衡塗、熱気球の普及や支援に努める

とともに、観光資源の掘り起こしや磨き上げをし、自然景観や温泉、郷土食や伝統芸能、地域の祭

りなど特色ある観光資源と結び付け、ＰＲに努めます。

③岩手県南及び宮城県北の広域圏をはじめ、栗駒山麓周辺市村や交流都市等との観光ネットワーク

を形成し、平泉町など周辺市町村と一体となった滞在型観光振興を図ります。また、滞在型観光の

拠点として、美しい景観と温泉情緒が味わえる一関温泉郷のＰＲに努めます。

④「一関の物産と観光展」などを通じて、特産品や魅力ある歴史や風土、優れた景観など、一関ブ

ランドの発信に努めます。

⑤一般社団法人一関市観光協会の観光案内所を本市の観光情報サービスの総合窓口として位置付

けるとともに、観光案内機能の充実により観光客の視点に立ったサービス提供に努めます。

⑥一関三大フェスティバル（全国もちフェスティバル、全国地ビールフェスティバル、一関・平泉

バルーンフェスティバル）の充実と周知を図り、観光客の誘致を推進します。

⑦情報通信技術を活用した観光情報の発信や観光案内機能の充実に努めます。

⑧アウトドア資源を生かした地域活性化の推進に努めます。

体験型観光の振興 

①いちのせきニューツーリズム協議会と連携した農家民泊や農業体験、さらには特産品や伝統的工

芸品などを制作する体験学習など、ここでしか得られない価値を創出するさまざまな体験型観光

の充実と世界遺産「平泉」や祭畤の災害遺構の見学による震災教訓の伝承、沿岸被災地の防災教

育と連携した教育旅行の誘致を推進します。

②ユネスコ無形文化遺産「和食」の中で伝統食文化として紹介された一関地方のもち食文化のブラ

ンド化を図り、市内外への情報発信をするとともに、もちによる体験型観光の構築を図ります。

受け入れ態勢の整備 

①市民一人ひとりが「おもてなし」の心を持つよう意識の醸成を図るとともに、市民主体の観光ボ

ランティア活動を支援し、観光客の受入態勢の充実に努めます。また、新たな観光ボランティア

の養成・確保を図ります。

②わかりやすい観光案内板の設置や多言語化による情報発信、観光施設の充実を図ることにより、

訪れる人、訪れたい人の視点に立った観光客の誘客に努めます。
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③観光客の円滑な移動手段の確保のため、公共交通機関との連携を図ります。

④インバウンド誘客の回復のため、魅力あるモデルコースの充実とWi-Fi環境の整備の促進を図り、

外国人観光客の利便性を高め、受入態勢や環境整備に努めます。④外国人観光客の受け入れ態勢

を整え、外国人観光客の誘客に努めます。

骨寺村荘園遺跡の活用 

①岩手県世界遺産保存活用推進協議会等と連携し、骨寺村荘園遺跡を活用した観光客の誘致を推進

します。

②骨寺村荘園遺跡の魅力を発信し、受け入れ態勢の充実を図ります。

②市民に骨寺村荘園遺跡の価値や魅力を伝えるため、ガイダンス施設である骨寺村荘園交流館（若

神子亭）を核とした事業の展開や情報発信等を行います。

○ 主な指標 

  観光入込客数（万人回／年）

 宿泊者数（万人回／年）

 一関温泉郷入込客数（万人回／年）

教育旅行入込客数（人回/年）

 観光ボランティア登録者数（人）

 外国人観光入込客数（人回/年）

骨寺村荘園交流施設利用者数（人/年）

○ 市民の参画 

観光資源の発掘及び活用 

※住む場所や観光地周辺の清掃活動に取り組みましょう。 

※各種イベントへ参加しましょう。 

※郷土料理や伝統芸能の継承に努めましょう。 

体験型観光の振興 

※体験型観光やプログラムの企画立案に協力しましょう。 

受け入れ態勢の整備 

※観光ボランティア活動に参画しましょう。 

骨寺村荘園遺跡の活用 

※骨寺村荘園交流施設等で行われるイベントに参加しましょう。

※骨寺村荘園遺跡への理解を深めましょう。
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２．みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち

２－１ 都市間交流、国際交流 

○ 現状と課題 

①本市の姉妹都市は、福島県三春町、和歌山県田辺市、オーストラリア連邦セントラルハイランズ市、

友好都市は埼玉県吉川市、宮城県気仙沼市となっています。各自治体とは市民交流を継続的に行っ

ています。

②芭蕉や忠臣蔵、千葉氏など歴史的な繋がりのある自治体間で、各種サミットを構成し、交流事業や

観光事業などに取り組んでいます。

③交流を全市域への広がりに結びつけ、双方の経済交流に結びつくような市民交流の促進に努める必

要があります。

④在住外国人や外国人観光客が増加し、外国人や外国文化と接する機会も増えています。一関市国際

交流協会と連携し、多文化共生および国際交流の推進を図る必要があります。

⑤本市の平成 31 年 3 月末現在の外国人の人口比率は、0.7％となっており、国籍別では、フィリピン、

中国、ベトナム、韓国が多くを占めています。学校教育、市民生活、災害時の対応等において、文

化や言語の違いでコミュニケーションがうまくいかないなどの課題があり、地域の国際化、多文化

共生の推進が求められています。

⑥国際交流団体が行う日本語教室等が市民と外国人との交流の場の一つとなっています。国籍に関わ

らず同じ地域に暮らす市民として良好な人間関係を築くことが大切であり、国際交流団体の活動支

援を通じ、国際理解の啓発に努めることが必要です。

⑦国際リニアコライダー（ＩＬＣ）誘致実現後における外国人研究者とその家族の受け入れ等への対

応については、国際交流団体が主体的に役割を果たせるよう支援を行うとともに、しっかりと連携

を図っていく必要があります。体制を整備するとともに、在住外国人の生活支援について、一関市

国際交流協会と連携を図って対応していくことが必要です。

○ 施策の展開 

多様な交流活動の推進 

①姉妹都市、友好都市については、これまでの交流の経過を大切にし、さらなる市民交流の促進を

図るとともに、相互の産業振興につながる事業に取り組みます。

②歴史的な繋がりのある全国の自治体と連携した交流事業や観光事業などを行い、一関市の魅力発

信と賑わいの創出に取り組みます。

③市民を主体とする多様な国際交流、多文化共生事業を展開することにより、市民の国際化意識の

醸成と国際理解を深め、多文化共生社会の形成を図ります。

④市民と外国人が共に安心して暮らせる環境の整備に努めていくため、一関市国際交流協会の外国

人相談窓口や通訳補助などの業務を支援します。

⑤国際ボランティア活動への支援、協力について、市民の自主的な取組を促進します。
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⑥小中学校における総合的な学習や特別活動の時間を活用するとともに社会教育事業を通じて子

供たちの国際理解を深めます。

外国人に優しいまちづくり 

①一関市国際交流協会の運営を支援し、連携を図りながら、在住外国人向けの日本語教室の開催や

生活相談窓口の設置開設、市民と在住外国人との交流の場をの提供することなどによりを通じ、

ともに安心して暮らせる環境の整備に在住外国人の声やニーズを汲み上げ、まちづくりに反映で

きるよう努めます。

②在住外国人向けの日本語教室の開催、案内板の外国語表記や、やさしい日本語での情報提供を図

るなど、在住外国人にとって、安全安心な生活ができる環境の整備に努めます。

○ 主な指標 

姉妹都市、友好都市等の交流回数（回）

  一関市国際交流協会の相談を含めた利用件数（外国人含む）（件）

 一関市国際交流協会での日本語教室の開催地域数（地域）

 多文化共生事業への参加者数（人）

○ 市民の参画 

多様な交流活動の推進 

※国内外の交流活動に積極的に参加しましょう。

※セントラルハイランズ市や交流団体の学生等のホームスティ受け入れに協力しましょう。

外国人に優しいまちづくり 

※市民と在住外国人との交流活動に参加、協力しましょう。 

※多文化共生事業に参加しましょう。
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２－２ 道路

○ 現状と課題 

①本市は、1,256.42  と県下第２位の面積を有しており、高速道路をはじめ、国道（７路線）、主要

地方道（９路線）、一般県道（30 路線）などにより骨格的な道路ネットワークが形成されています。

②国道４号は、朝夕の交通渋滞が慢性化しており、４車線化による整備が課題となっているほか、国

道４号を補完する、渋滞緩和及び災害時の避難・支援ルートの確保を図る新たな南北の幹線道路の

整備も課題となっています。

③近年、全国的に風水害等が多発しており、災害時の迅速な救援活動や救急活動のためには、東西に

広がる市域を横断し、沿岸部と内陸部を結ぶ国道 284 号や 343 号、さらに、本市から宮城県へ通じ

る国道 342 号、456 号、457 号の急カーブ・急勾配の解消や狭隘部の改良など、安定した車両の通

行が確保できる道路の早期整備が課題となっています。

④道路整備は市民の安全確保と利便性向上を図るとともに、災害時の輸送等を支える上からも、各地

域において一体的な整備、改良を推進する必要があり、地域間を結ぶ広域的な幹線道路や地域に密

着した市民生活にとって関わりの深い生活道路の整備が必要となっています。

⑤歩行者の安全確保のための歩行空間の整備、防護柵、カーブミラー、交通標識等の設置などの交通

安全施設の整備、さらに、ユニバーサルデザインに配慮した歩道のバリアフリー化や街並みの整備、

保存などにも努めていく必要があります。

⑥良好な道路環境を維持管理していくためには、老朽化した道路施設の長寿命化や適正な維持管理に

より市民の安全安心と快適な道路環境の維持を図るとともに、地域住民の協力を得ながら協働での

取組を進めることが必要です。

○ 施策の展開 

広域ネットワークの充実 

①東北縦貫自動車道、三陸縦貫自動車道、東北横断自動車道、みやぎ県北高速幹線道路とのアクセ

ス向上を図ります。

②市内の拠点地区を結ぶ国道、主要地方道、一般県道の利便性・快適性の向上を図ります。

③国道４号は、高梨交差点から一関大橋北交差点までの交通事故対策事業の早期完了、高梨交差点

以南の交通事故対策区間の延伸、大槻交差点から平泉バイパス南口交差点までの渋滞解消を図る

早期拡幅整備などを関係機関に働きかけます。

④国道 284 号は、石法華地区の早期完成などを関係機関に働きかけます。

⑤国道 342 号は、白崖地区の早期完成、花泉バイパスから宮城県境までの早期整備、大槻交差点か

ら一関東工業団地を経て、金沢地区までのルート変更などを関係機関に働きかけます。

⑥国道 343 号は、新笹ノ田トンネルの早期事業化、渋民地区の早期完成などを関係機関に働きかけ

ます。

⑦国道 456 号は、大東・千厩・藤沢地域における改良整備などを関係機関に働きかけます。

⑧国道 457 号は、一関市萩荘地区における道路改築などを関係機関に働きかけます。
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⑨県道は、主要地方道一関北上線（山目駅前釣山線の事業完了区間以北の早期事業化）、一関大東

線（東山町柴宿から大東町摺沢までの抜本的な改良整備等）、花泉藤沢線、弥栄金成線、本吉室

根線などの整備促進、一般県道の整備促進並びに国道４号を補完する西側ルートの整備などを関

係機関に働きかけます。

一関市・気仙沼市間の地域高規格道路の早期実現を関係機関に働きかけます。

市内ネットワークの拡充 

①市道や都市計画道路は、市民生活の利便性の維持、向上と安全で円滑な交通を確保し、災害時に

おいても地域拠点と集落の輸送等を支えるため、地域の実情を踏まえつつ、効率的、効果的な整

備を図ります。

②市内の地域間を結ぶ広域的な幹線道路やＪＲの各駅、東北自動車道インターチェンジ、病院、消

防署、公共施設、工業団地などの拠点を結ぶ主要な道路は、交通量や緊急度、道路網としての位

置付け等を総合的に検討し整備に努めます。

③地域に密着した生活道路は、交通量、道路幅員、危険箇所の解消等の緊急度などを総合的に検討

して、地域ごとに整備計画を作成し、計画的な整備に努めます。

安全安心で快適な道路環境づくり 

①歩行者や自転車、車いす利用者の安全を確保するため、歩道や歩行者通行帯の整備、段差解消、

勾配緩和等を進めるとともに、通学路や未就学児が日常的に集団で移動する経路等の安全対策の充

実に努めます。

②橋梁、トンネル、道路附属物等の点検、診断を定期的に行い、計画的な修繕、更新により道路施

設の長寿命化を図るとともに、道路環境の適正な維持管理や交通の安全確保を地域住民等との協働

により努めます。

③誰もが見やすくわかりやすい交通案内標識の設置など、利用しやすい交通環境の整備に努めます。

④冬季間の交通機能を確保するため、適切な除雪に努めます。

○ 主な指標 

  市道改良率（％）

市道舗装率（％）

歩道設置済市道延長（㎞）

○ 市民の参画 

広域ネットワークの充実 

※広域的な幹線道路の整備促進を要請する活動に協力しましょう。 

市内ネットワークの拡充 

※道路整備に当たっては、地域内の合意形成づくりや、用地・工事などの事業実施に協力しましょ
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う。 

安全安心で快適な道路環境づくり 

※冬期の安全な交通を確保するため、道路の除雪に協力しましょう。 

※道路清掃や草刈などを行い、道路環境の整備を図りましょう。
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２－３ 公共交通

○ 現状と課題 

①事業所や公共機関、教育機関など市内の主要な施設・都市機能は一関地域に集中しており、一関地

域と市内各地域を結ぶ公共交通ネットワークは生活に不可欠な社会基盤となっています。

②利用者の減少による収益の悪化や、運行事業者における運転手不足により、民間路線バスの廃止や

減便が生じています。

③市民の生活圏が、隣接する平泉町、気仙沼市、登米市、栗原市のほか、仙台方面にまで及んでおり、

市域を越えた移動手段として、鉄道や民間路線バス、高速バス等が利用されています。

④世界遺産「平泉」をはじめ各地の観光地を訪れる観光客に対応するため、首都圏とのアクセス向上、

速達化を図るなどさらなる一ノ関駅の拠点性の向上が求められています。

⑤特に、一関駅周辺は、観光情報等を発信するインフォメーション機能の整備や観光客が利用しやす

い二次交通の整備が望まれています。また、外国人来訪者に対するための環境整備が必要です。

⑥地域内を運行する市営バス、なの花バス、廃止路線代替バスの利用者数は年々減少傾向にあります。

⑦バス利用者の減少に伴い、行政の財政負担が増加傾向にあります。

⑧高齢化社会の進展により、自宅からバス停までの移動が困難な高齢者が増加したことで、デマンド

型乗合タクシーなど、ドアツードアの運行形態に対する需要が高まっています。

⑨高齢者の運転免許証自主返納者の増加に伴い、自家用車を運転できない市民が増加しており、日常

生活における移動を支える公共交通の重要性が高まっています。

⑩平成 30 年度に実施した住民ニーズ調査では、「バスを利用する上での困りごと、バスを利用しない

理由」として、回答者の約 45％が「乗りたい時間にバスが運行していない。また、便数が少ない。」

と回答しているほか、「通院や買い物等の日常的な移動の時間帯とバスの運行時間を合わせて欲し

い」といった要望が寄せられています。

⑪住民ニーズ調査において、公共交通を利用しない理由として、「公共交通の利用方法が分からない」

「目的地まで間違いなく移動できるか不安である」といった回答が多くあり、公共交通の利用に係

る情報提供に課題があります。

⑫一ノ関駅を中心にバス路線が放射状に経路設定され、隣接する市町と結ばれており、また、仙台へ

の高速バスの運行、東北新幹線、ＪＲ東北本線、ＪＲ大船渡線といった鉄道網と合わせ、一ノ関駅

周辺のまちなかは交通の拠点となっています。

⑬自家用車の普及や、これに伴う大型商業施設の郊外への出店、さらには消費者ニーズの変化などに

より、都市機能が集積する一ノ関駅周辺等のまちなかの賑わいが低下しています。

⑭主要観光地においては観光地間を結ぶ路線バス等が運行されていますが、その他の観光地において

は、十分な移動手段が確保されておらず、移動手段の充実が課題となっています。

⑮今後、増加が見込まれる外国人を含めた観光客のニーズに対応するため、観光と交通が連携した事

業の展開が課題となっています。

○ 施策の展開 
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公共交通機関の充実 

①一関、花泉、大東、千厩、東山、室根、川崎、藤沢の各地域において、病院や商店、公共機関が

集積しているような地域の拠点となるエリアを「拠点エリア」と位置づけ、それぞれの拠点エリ

アを結ぶ、地域を越えた交通ネットワークの維持、確保を図ります。 

②各拠点エリアにおいては、鉄道とバス、バスとバス等を乗り継ぐための交通結節点や乗継ポイン

トを定め、待合環境の向上や交通情報などの提供を行うとともに、ダイヤの見直し、乗り継ぎ時

間の改善を行い、利便性の向上を図ります。 

③バス運転士の確保を支援するため、各種就職ガイダンスなどに係る運行事業者への情報提供や、

バス乗り方教室などを通じ、バス事業に対する市民の理解促進を図ります。 

④隣接市町との連携を強化し、市域を越えた公共交通の確保と利便性の向上を図ります。 

一ノ関駅周辺の整備 

①駐車場の利便性の向上を図るとともに、駅周辺の利便性の向上が図られるよう検討を進め、まち

なかの賑わいの創出を目指します。 

②一ノ関駅の東西入口周辺へのインフォメーション機能の充実を図るなど観光情報等の発信に努め

ます。 

③一ノ関駅の東西を歩行者等が自由に往来できる東西自由通路の必要性等について、関係事業者と

の検討を進めます。 

生活交通の維持確保 

①病院や商店、公共機関などが集積している各地域の拠点となるエリアと、それぞれの集落や自宅

を結ぶ公共交通ネットワークの維持確保を図ります。 

②通院、通学、買い物など利用目的に配慮したダイヤ編成やルート設定、フリー乗降区間の設定、

需要に応じた情報提供など、利便性の向上により、公共交通機関の利用促進を図ります。 

③市営バス、廃止路線代替バスの 1便あたり平均乗車人数 2.0 人未満の路線については、デマンド

型乗合タクシーへの再編により、運行の効率化を図ります。 

④バス利用者の減少と財政負担の増加の現状を踏まえ、利用促進に努めながら、需要に応じた効率

的な運行を行い、財政負担の増加を抑えます。 

  交流や観光などまちの賑わいを創り出す公共交通ネットワークの形成

  ①市民がまちなかを気軽に移動できる移動手段、観光客などの来訪者が利用しやすい移動手段とし

て市街地循環バスの導入に取り組みます。 

②商店街や商業施設において、ベンチの設置、時刻表や路線図の表示、アナウンス実施など、待合

環境を整備することで、買い物利用等でのバスの利便性向上を図ります。 

③外国人を含む観光客が、公共交通を利用して目的地までスムーズに移動できるよう、各種メディ

アを利用した情報提供や、バス停表示をはじめとしたバス情報の多言語化に取り組みます。 
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○ 主な指標 

  拠点間を結ぶ路線バスの路線数（路線）

 拠点間を結ぶ路線バスの乗車人数（人/年） 

 乗継時間の改善（ダイヤの見直し）を行う地域数（地域） 

  一ノ関駅乗車数（１日当たりの乗車数）（人/年） 

  市営バス、廃止路線代替バス、デマンド型乗合タクシーの利用率（％）

 市営バス、廃止路線代替バスの１便あたり平均乗車人数 2.0 人未満の路線数（路線） 

 デマンド型乗合タクシーが導入されている地域数（地域）

 一ノ関駅を中心とした循環型バス路線数（路線）

 商店街や商業施設等における待合所の整備箇所数（か所）

 主要観光地を結ぶ路線バスの路線数（路線）

○ 市民の参画 

公共交通機関の充実 

※積極的に公共交通を利用し、維持、確保を図りましょう。 

※住民懇談会などを参加し、情報と課題の把握、共有を図りましょう。 

 一ノ関駅周辺の整備

※一関の玄関口として多くの人が集まる一ノ関駅周辺の環境美化に取り組みましょう。 

生活交通の維持確保 

※積極的に公共交通を利用し、維持、確保を図りましょう。 

※住民懇談会などを参加し、情報と課題の把握、共有を図りましょう。 

 交流や観光などまちの賑わいを創り出す公共交通ネットワークの形成

※積極的に公共交通を利用し、維持、確保を図りましょう。 

※住民懇談会などを参加し、情報と課題の把握、共有を図りましょう。 
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２－４ 地域情報化

○ 現状と課題 

①情報通信技術（ICT)のサービスは、日常生活や経済活動に活用されており、ICT を活用した働き方

改革などの取組が行われています。

②超高速大容量通信サービスが普及していく中で、光ブロードバンドサービスの提供エリアやスマー

トフォン等による通信エリアは、市内全域をカバーされていません。エリア拡大のため、通信事業

者へ働きかけていく必要があります。

③地上デジタルテレビの視聴については、山間部などの地形的に不利な地域が多く、テレビ難視聴の

解消のため、テレビ共同受信施設は必要であり、継続して維持管理等を支援していく必要がありま

す。

④地上デジタルテレビ放送をワンセグ波による受信を余儀なくされている世帯が市内に点在してい

ることから、引き続き抜本的な解決について国、県等に要望していく必要があります。

⑤市ホームページの閲覧は 50％以上がスマートフォンなどのモバイル端末からであることから、さま

ざまな媒体に即した行政情報の発信に取り組む必要があります。

○ 施策の展開 

情報通信基盤の整備と活用 

①超高速ブロードバンドサービスの基盤となる光ファイバーの未整備エリアの解消を進めます。

②携帯電話の不感地帯の解消となるよう事業者に働きかけます。

③地上デジタルテレビ放送のワンセグ波によらない受信対策を国、県に働きかけ、またテレビ共同

受信施設組合に支援を継続します。 

情報の受発信と共有の促進 

①協働のまちづくりに資するよう市民と行政、市民と市民のコミュニケーションの基礎となる情報

の受発信と共有を促進します。

②コミュニティ FM 放送やソーシャルネットワークサービス（SNS）などを活用し、地域に密着し

た身近な情報提供や緊急時、災害時の情報伝達を行います。

③広報紙をはじめ、ホームページ、SNS など多様な媒体を活用し、行政情報を分かりやすく提供し

ます。

○ 主な指標 

テレビ共同受信施設組合の施設改修（光ファイバー化）の件数（件）

 市の公式 Facebook のリーチ数（人）

 市の公式ツイッターのフォロワー数（人）
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○ 市民の参画 

情報通信基盤の整備と活用 

※テレビ共同受信施設の維持・運用を継続して行います。

情報の受発信と共有の促進 

※市民と行政、市民同士のコミュニケーションの基礎となる情報を発信し、さまざまな情報を共有

しましょう。
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２－５ 地域づくり活動

○ 現状と課題 

①現在３３の地域協働体が設立されておりますが、市内のすべての地域に地域協働体が設立されるこ

とが望まれます。

②平成 28 年度から市民センターの地域管理が進んでおり、地域協働体による指定管理が行われてい

ます。令和２年 4 月時点では２３の市民センターが地域管理に移行しておりますが、３４すべての

市民センターが地域管理に移行し、地域づくりの拠点としてこれまで以上に活用されることが望ま

れます。

③住みよいまちづくりを進めるため、地域コミュニティの基盤となる自治会等の果たす役割がより重

要となってきております。

④しかしながら、少子高齢化や価値観の多様化、ライフスタイルの変化など、地域社会の環境の変化

は、構成員の高齢化や人員不足、後継者不足、活動の低迷など自治会運営にも影響を与えている現

状にあります。

⑤今後、地域コミュニティ活動を活性化するためには、地域コミュニティの基盤である自治会等の組

織の強化充実を図るとともに、地域コミュニティの連携組織である地域協働体などによる地域協働

の取り組みが重要となります。

○ 施策の展開 

地域づくり活動の啓発と意識醸成 

①全地域での地域協働体の設立と、活動の活性化に向けて、地域協働体支援事業費補助金や地域協

働体活動費補助金の充実を図ります。

②市民センターの地域管理化を段階的に進め、全ての市民センターが地域協働体による指定管理に

移行するよう、地域への働きかけを行います。

③地域住民や市民活動団体が、積極的に地域づくり活動に参加する機運を高めます。③市民憲章の

精神を生かした活動の展開に向けて、市民憲章の普及啓発に努めます。

コミュニティ活動の充実 

①地域コミュニティの基盤である自治会等の活動やコミュニティ活動の拠点となる自治集会所等

の整備を支援します。

②自治会等が取り組む自主的な地域づくり活動を支援します。

○ 主な指標 

 地域協働体の設立数（団体）

 地域管理に移行した市民センター数（件）

自治会等登録団体に占める自治会等活動費総合補助金活用団体数（団体） 
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○ 市民の参画 

地域づくり活動の啓発と意識醸成

※地域づくりの当事者として、地域協働体に参加、または地域協働体の事業に参加しましょう。

地域づくり活動の支援 

※地域のことを知り・学び、地域課題の共有と解決策の話し合いを行い、コミュニティ意識を高め

ていきましょう。・活力ある地域づくりのため、地域のイベントに参加しましょう。 

※市民一人ひとりが心をあわせて活力あるまちづくりを進めるため、地域が協力して美しい環境を

つくるなど、市民憲章の精神を実践する活動に取り組みましょう。 
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２－６ 移住定住、関係人口、結婚支援

○ 現状と課題 

①人口減少に伴う地域活力の低下や生産性の低下などに対処し、活力ある地域社会を維持していくた

め、本市への移住定住を促し、人口の定着を図っていくことが必要です。

②さまざまな移住定住施策を展開してきましたが、移住人口の増だけではなく、一関市と継続的な関

わりを持つ関係人口を確保するための取り組みが必要です。

③地域コミュニティの維持と活性化を図るため、住民同士あるいは移住者や関係人口との交流を進め

ることが必要であり、新たな人材を地域で受け入れるための環境整備が必要です。

④人口減少が進む中にあっても、住んでいる市民が「住みつづけたい」、「いい市だ」と思えるように、

移住者や関係人口などの新しい視点を取り入れながら地域を盛り上げるための仕組みづくりが必

要となっています。

⑤人口減少や少子化の要因の一つとして、未婚率の高さや晩婚化の問題が考えられる。人口減少を少

しでも緩やかにするため、結婚活動支援が求められています。

⑥一関市結婚活動サポートセンターを運営して結婚活動をサポートしているが、市単独ではなかなか

結婚に結びついていないため、近隣自治体の連携し、広域的な事業展開を図る必要があります。

⑦結婚活動に対する個人意識が多様であり、独身男女が結婚に対し積極的になるような出会いの場の

提供が求められています。

○ 施策の展開

移住定住の促進 

①人口減少の流れに歯止めをかけ人口減少に伴う影響を少なくするため、移住定住及び関係人口創

出の促進と、地域住民と行政の協働による移住者や関係人口の受け入れ環境づくりを進め、地域

活力の維持増進を図る必要があります。

②人材不足の課題に対処するため、若者のＵターンや子育て世帯の受入強化を図る必要があります。

③移住希望者のニーズに対応した地域情報に加え、豊かな自然、交通の利便性、各施策など本市の

魅力の積極的な情報発信に努めます。

④空き家バンクの充実による住まいの支援、移住定住者を支援する各行政サービスの充実を図りま

す。

⑤いちのせきファンクラブ会員や一関市ふるさと応援寄附者（ファン予備軍的位置づけ）などに関

係人口として本市に深く関わってもらうための取組が重要です。

結婚活動の支援 

①自分みがき講座の開催などを通じて若者の自己啓発の助長や社会性の増長を図るなど、結婚に対

する意識や考え方を社会とのつながりの中で捉えられる機会の創出を図ります。

②地域行事、地域活動への参加や自己啓発のための交流活動を通じ、人とのつながりの場、出会い

の場を地域や市全体でつくり上げていく環境づくりに努めます。
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③結婚に対する個人の意思を尊重しながら、出会いの場の提供や結婚を希望する独身男女の相談等、

イベントの開催や縁結び支援員事業等開催し対象者のサポートに努めます。

④結婚活動への支援は、4 市町合同婚活事業等近隣自治体と連携し、広域的な事業展開を図ります。

○ 主な指標 

  移住定住環境整備事業等を活用して移住した移住者数（人）

 いちのせきファンクラブの新規会員数（人）

 結婚祝金交付件数（件）

 マッチング数（件）

○ 市民の参画 

移住定住の促進 

※一関市に移住して生活したい人のために、利活用可能な空き家を「空き家バンク」に登録し、有

効活用しましょう。 

※移住者の受入環境整備のため、行政と地域住民等との支援体制をつくりましょう。 

※各種支援制度を有効活用しましょう。

結婚活動の支援 

※独身男女の出会いの場となるイベント等開催に協力しましょう。 

※４市町合同婚活イベントに参加しましょう。 

※結婚活動に関する支援制度の活用を進めましょう。
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３．自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち

３－１ 子育て 

○ 現状と課題 

①少子高齢化、核家族化、地域のつながりの希薄化により、出産や育児に対して身近な親族や近隣等

の協力が得られにくくなっており、子育て経験者、高齢者、子育てボランティア等と子育て関係機

関の連携を強化し、地域の人たちが子育てへ関心を持ち、理解を深めて、地域全体で子育て家庭を

支えていくことが必要です。

②また、妊娠、出産、育児についての総合的な情報提供や活動、相談ができる子育て支援の拠点とな

る施設や環境が求められています。

③子どもの貧困をめぐる状況は様々で、経済的要素だけではなく、子どもが希望や意欲をそがれる要

因も多様化しています。現在から将来にわたって、全ての子どもたちが前向きな気持ちで夢や希望

を持つことのできる社会の構築を目指して、経済的な支援のみならず、地域や社会全体で課題を解

決するという意識で取り組むことが重要となっています。

④核家族や地域コミュニティの希薄化に伴い、子育てへの不安やストレス、子育ての孤立感を持つ親

が多く、市では平成 28 年に一関保健センター内に一関子育て支援センターを開設し、子育ての相

談や子育てひろば、支援が必要な子どものための各種支援教室を開催し、子育てをする親の支援を

行っています。今後も、子どもの育ちとともに親自身も成長し、子育てが楽しく感じられるような

親支援を行う必要があります。

⑤幼児教育や保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う上で重要であることから、質の高い幼児教

育や保育を地域のニーズに応じて、総合的に提供することが必要です。幼児教育･保育の無償化の

実施による保育需要の増加を踏まえ、仕事と子育てを両立できる環境の整備が必要です。

⑥女性の社会進出の増加とともに働き方も多様化しており、教育・保育や子育て施策に対するニーズ

も多様化し、それに応えられるサービスや提供体制が求められています。

⑦少子高齢化、核家族化、地域のつながりの希薄化により、子育て家庭の孤立化や家庭の育児力の低

下、子供の虐待が大きな社会問題となっています。子どもの健全な発育･発達を促すためには、疾

病予防や健康管理だけでなく、育児不安や負担感の軽減等のきめ細かな支援や地域全体で子育て家

庭を支えていくことが必要です。

⑧就学前児童に対する教育、保育サービスに引き続き、保護者の就労等で昼間、放課後等において家

庭に保護者のいない児童に対し、安心で安全な居場所を提供する必要があります。

○ 施策の展開 

妊娠、出産、子育て支援の充実と環境づくり 

①妊娠、出産、子育てに関する総合相談窓口の設置し、切れ目ない支援に努めるとともに、効果的

な情報発信に努めてまいります。

①ファミリー・サポート・センターの利用を促進します。
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②妊娠、出産、子育てに係る相談、支援の強化を図るとともに、子育ての孤立感を払拭できる安定

した居場所（子育てひろば）を充実し、安心して子供を生み育てられる環境づくりを目指します。

③発達相談により、早期療育支援につながるよう努めるとともに、保護者支援に努めます。

 地域で子育てを支える仕組みづくり

①地域の人たちが子育てへの関心・理解を深め、地域全体で子育て家庭を支えることができるよう、

教育・保育施設において地域行事への積極的な参加、文化伝承活動を取り入れながら、地域ぐる

みでの子育てに関する意識の啓発に努めます。

②ファミリー・サポート・センターの利用を促進するとともに、赤ちゃんの駅への登録や地域の居

場所づくりを推進します。

③子育て家庭の積極的な地域行事等への参加を促進するため、様々な団体等が行っている活動に関

する情報提供の充実を図ります。

母子の健康保持の推進 

①妊婦が心身ともに良好な状態で出産を迎えることができるよう、妊娠期間中に必要とされる 4回

の健康診査を行うとともに、歯科健診についても行い、歯科疾患の早期発見、早期治療につなげ

ます。 

①妊産婦健康診査や乳幼児健康診査、予防接種などの母子保健事業を通して、母子の健康保持や育

児不安の解消に努めます。 

②産後 2週間及び 1か月の健康診査費用の助成を行い、経済的負担の軽減を図るとともに、産後の

初期段階における母子のリスクの早期発見、早期支援につなげます。

  低所得世帯の子どもへの支援の充実

①子どもの貧困対策においては、第一に子どもに視点を置いて、切れ目ない施策を実施するととも

に、貧困の状況が社会的孤立を深刻化させないように配慮していきます。 

②支援情報が十分に対象者に届くよう情報発信や相談体制も含めて支援の充実に努めるとともに、

「個別支援」と「対象者を限定しない支援」の両輪で取り組んでいきます。

幼児教育及び保育環境の充実 

①保護者等のニーズを的確に捉えた上で幼稚園施設と保育施設の設置状況などの地域の実情を踏

まえ、認定こども園への移行等保育環境の整備を推進します。 

②延長保育、一時保育、障がい児保育、休日保育、病後児保育など、さまざまな保育ニーズへのき

め細かな対応に努めます。

児童育成支援の環境整備 

①地域のニーズを的確に捉え放課後児童クラブ等による子どもたちの安全・安心な居場所の確保を

図るとともに、事業運営を行う団体などに必要な財政支援等を行います。また、放課後子ども教
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室との連携などにより、地域との交流を図ります。

②児童虐待のない地域づくりに向け、発生予防、早期発見、早期対応、相談対応機能の充実及び再

発防止のために関係機関との連携強化を図ります。

○ 主な指標 

ファミリー・サポート・センター会員登録者数（人） 

妊婦健康診査受診率（％） 

産婦健康診査受診率（％） 

子育てひろば利用人数（人/年） 

認定こども園数（園） 

待機児童数（人） 

放課後児童クラブ設置数（件） 

○ 市民の参画 

妊娠、出産、子育て支援の充実と環境づくり 

地域で子育てを支える仕組みづくり 

 母子の健康保持の推進

 低所得世帯の子どもへの支援の充実

幼児教育及び保育環境の充実 

児童育成支援の環境整備 
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３－２ 義務教育・高等教育等

○ 現状と課題 

①自ら学び、考え、行動する「生きる力」の育成に向け、児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指

導や体験的、問題解決的な活動の充実などにより確かな学力の育成を図るとともに豊かな人間性を

育むための心の教育を一層推進していくことが求められています。 

②ことばの力やコミュニケーション能力、情報活用能力や国際感覚、児童生徒の職業観や勤労観など、

社会を生き抜く力の育成が求められています。 

③不登校やいじめ、児童虐待などへの対応については、学校と家庭、地域社会が、より緊密に連携し

た取組が求められており、地域に開かれた学校運営を進め、たくましく元気な子どもの育成に向け

た、地域ぐるみの活動を展開していくことが重要です。

④また、子どもが事件や事故に巻き込まれないよう、登下校時の安全確保が求められています。

⑤児童生徒数の推移を踏まえ、地域の合意形成を図りながら、より良い教育環境の確保に向けた学校

規模の適正化に取り組む必要があります。また、老朽校舎の改修、バリアフリー化など、学校施設

の整備が求められています。

⑥高等学校、高等教育機関は、地域の産業、経済、教育、福祉、文化など、幅広い分野の振興に大き

な役割を果たしています。地域に根ざした特色ある教育機関として発展していくため、地域にある

自然や施設、人材などの資源を有効に活用する一方で、研究成果や情報などの知的資源の地域への

還元や公開講座の開催など、地域と高等教育機関がお互いに支え合う関係の構築が求められていま

す。

⑦また、創造力豊かで人材の育成やものづくりの技能を習得できる施策の展開など、特色ある取組が

求められています。

○ 施策の展開 

教育内容の充実 

①子どもたちの個性を大切にしながら、社会の変化に対応できる確かな学力とたくましく心豊かな

人間性を培い、社会を生き抜くことのできる人づくりを目指します。 

②市独自の学力検査や国、県が実施する学力調査を分析し、児童生徒一人ひとりへのきめ細かな指

導により確かな学力の育成に努めます。 

③授業の到達目標を児童生徒が共有し、意欲を持って学び、基礎的、基本的な知識や技能を確実に

身に付けるため研究実践を通して授業改善を図ります。 

④道徳の時間や自然体験、社会体験などの体験活動の充実を図りながら、学校教育活動全体を通し

て、豊かな心の育成に努めます。 

⑤美しい日本語との出会い、ことばの響きやリズムを楽しむ「ことばの力」を育む学習活動を推進

します。 

⑥学校における新型コロナウイルス感染症対策を講じるとともに、「新しい生活様式」を意識した
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中で教育課程の着実な実施及び学習活動の充実を図ります。

地域の連携強化と学校運営の充実

①登下校時の安全確保を図るため、スクールガードリーダーの配置や地域ボランティアなどの協力

を得て地域社会全体で、子どもたちを見守り育てていく環境づくりを進めます。 

②地域の人材をゲストティーチャーや学校支援ボランティ ア として活用し、地域の力を生かした

学校運営や学習活動の充実に努めます。 

③不登校やいじめなどの相談に適切に対応するため、スクールカウンセラーや適応支援相談員を配

置するなど、学校の教育相談体制の充実を図るとともに、適応支援教 室 での指導、相談を行い、

学校復帰に向けて支援します。  

④児童生徒指導連絡会議やいじめ問題対策連絡協議会を開催し、関係機関等との連携のもと、いじ

めや非行の早期発見、未然防止に努めます。

教育環境の整備充実 

①校舎や屋内運動場等の施設の長寿命化を見据えた改修を行うなど、学校施設の安全安心の確保を

図ります。 

②ユニバーサルデザインの観点から施設のバリアフリー化に努めます。 

③望ましい教育環境のあり方を考慮した上で、地域の実情を勘案しながら、小中学校の統合等によ

り学校規模の適正化に努めます。 

④学校統合に伴う遠距離通学児童生徒には、スクールバスの運行などにより通学手段を確保すると

ともに、老朽化したスクールバスの更新を図ります。 

⑤スクールバスが利用できない遠距離通学児童生徒に対して、遠距離通学費補助金等による支援を

行い、通学に要する費用負担の軽減を行います。 

⑥スクールガードリーダーの巡回指導や地域の見守り活動の協力をいただき、登下校時における児

童生徒の安全確保に努めます。 

⑦情報通信技術（ＩＣＴ）の習得に必要となる機器の整備や教育設備備品、図書の充実など、学校

教材等の充実を行います。 

⑧体育、文化等の活動において、優れた成績を収めた市内の学校に在学する児童、生徒、学生を顕

彰し、意欲の向上を支援します。 

⑨調理業務の民間委託など効率的な運営と徹底した衛生管理による安全安心な学校給食の提供を

行います。 

⑩経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者の負担を軽減し、子どもたちの就学を支援しま

す。

高等教育機関等の充実 

①将来を担う若者たちが優れた専門能力や豊かな人間性を培うことができるよう、高等教育機関等

における教育環境やものづくりの技能の習得などの教育内容の充実を支援するとともに、産業振
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興や地域の活性化に寄与する取組を支援します。

②高等教育機関が有する専門的な知識、技術を地域社会に生かすため、学校の公開講座等の開催を

支援します。

③産業の活性化に向けた産学連携の取組をはじめ、生涯学習や地域活性化など、様々な分野での地

域との連携を促進し、高等教育機関が有する知的資源のまちづくりへの還元を図ります。

④高等教育機関等が取り組むインターンシップなどの実践教育やシンポジウムなどの研究活動の

啓発を図り、有為な人材の育成を地域ぐるみで行う環境づくりを促進します。

⑤高等教育機関等の充実強化を支援するとともに、市内高校生にとって地元高等教育機関等への進

学が選択肢となるよう、各校の情報提供に努めます。

⑥奨学金制度の充実を図り、経済的理由により修学が困難な学生に対して学業が継続できるよう支

援します。 

○ 主な指標 

 全国学力、学習状況調査の小学校算数 A・B の正答率（％）

 全国学力、学習状況調査の中学校数学 A の正答率（％）

 通信情報技術を活用して学習指導を行った小学校の割合（％）

 通信情報技術を使用して学習指導を行った中学校の割合（％）

 小中学校数（校）

 教育用コンピュータ１台あたりの児童生徒数（人）

○ 市民の参画 

教育内容の充実 

※子どもたちの学習意欲や体力の向上を図るため、家庭では、生活時間や食事など、規則的な日常

生活習慣を身に付けさせましょう。

※子どもたちの豊かな心や社会性を育むため、登下校時などにおいて、子どもたちと笑顔であいさ

つをしましょう。

地域の連携強化と学校運営の充実 

※子どもたちの安全を確保するとともに、いじめや非行などの問題を未然に防ぐため、学校との連

携を深め、登下校の見守り活動などに参加しましょう。 

※学校支援ボランティ ア 等として、学校の学習活動に参加し、豊富な社会経験を生かして自らが

培った技術や地域の文化、社会の仕組みなどを児童生徒に教えましょう。 

教育環境の整備充実 

※良好な教育環境を維持するため、ＰＴＡが行う環境整備や美化運動に参加しましょう。 

※学校規模の適正化など、より良い教育環境を検討する懇談会等に参加しましょう。 
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高等教育機関等の充実 

※高等教育機関が実施する公開講座などに参加し、専門的な知識や技術を学びながら、学生等との

交流を深めましょう。 
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３－３ 青少年の健全育成

○ 現状と課題 

①青少年の価値観は多様化しており、個人志向が強くなっていることから、協調性に欠けることが指

摘されています。

②インターネットやスマートフォンの急速な普及により、簡単に情報が入手でき、他者との関わりが

薄れ、コミュ二ケーション能力が育まれないといった心配のほか、インターネットを通じた犯罪被

害やネット依存･ゲーム依存といった各種依存症などが危惧されています。

③家庭、学校、地域、行政が一体となって、青少年が社会の一員として活躍できるまちづくりに取り

組んでいくことが大切です。

④心豊かで社会に貢献できる青少年を育てていくためには、世代間交流を通じた社会活動への参加を

体験させるなど、地域全体で青少年の健全育成に関わることが必要です。

○ 施策の展開 

青少年健全育成に関するネットワークの整備 

①青少年に関わる問題を的確に捉え、家庭、学校、地域と行政及び青少年関係団体が一体となった

ネットワークを構築し青少年の健全育成を推進します。

青少年の社会参加機会の充実 

①青少年が地域の一員としての自主性や社会性を持ち、個性や能力を発揮することができるよう、

学校等との協力のもと青少年のボランティア活動や地域活動への参加を促進します。

②リーダーシップを磨く研修の実施を通じ、地域における青少年活動の中核を担える人材の育成を

図ります。

③青少年の自立を促し、生きる力を育むため、地域や青少年活動団体等との連携により、自然体験、

生活体験等の機会の創出に努めるとともに、地域の歴史や文化に対する理解を深め、伝統を継承

する機会の確保に努めます。

○ 主な指標 

青少年事業参加者数（人/年）

○ 市民の参画

青少年健全育成に関するネットワークの整備 

青少年の社会参加機会の充実 

※市民センターの青少年事業に参加しましょう。 

※青少年の健全育成に取り組む各種ボランティアに参加しましょう。
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３－４ 生涯学習

○ 現状と課題 

①生涯学習の基本は、市民一人ひとりが意欲と主体性を持って計画し実践することにありますが、高

等教育機関や専門学校、関係団体と連携し市民の自主的で多様な学習活動を助長していくことが求

められます。また、生涯学習を単に学習活動にとどめず、市民の行動につなげていくことによって、

市民の積極的な地域貢献意識を醸成し、地域づくりにつなげていくことが求められています。

②市民センターは、地域の生涯学習の拠点としての機能と地域づくりの拠点としての機能を持ち、学

びと地域づくりを一体化し、地域の特性を生かした地域づくりを進めていくものです。

③市民センターでは、市民に広く開放された各種学習講座が準備され、市民が生涯にわたり学習を行

っていく環境が整備されています。しかし、受講者は高齢者が多く若年層などの参加は少ない傾向

にあります。そのため、市民の学習ニーズを把握しながら、幅広い年齢層に魅力ある講座を提供す

ることが必要です。

④講座の内容は、個人の関心や興味に沿ったもののほか、社会におけるさまざまな課題に対応してい

くための講座も必要です。人口減少や住民意識の多様化により基礎的コミュニティにおける結びつ

きの希薄化が生じていることなど、地域を取り巻く現状を把握し、取り組むべき課題を絞り込み地

域で共有するとともに、課題を解決するための活動に取り組む人材を育成することが必要であり、

地域課題の解決のための人材の育成はこれまで以上に求められています。

⑤市民センターは、地域による指定管理ができる施設であり、地域協働体に対して、研修等により社

会教育事業についての知識や技術の向上を支援することが必要です。

⑥図書館については、生涯学習拠点の 1 つとして、市民の読書や学習、研究等の多様なニーズに応え

られるよう、資料の充実、提供と併せ、市民のニーズに応じた多角的な図書館サービスを提供する

ことが重要です。そのため、インターネットによる情報提供も含め、地域の情報拠点としての役割

を高めていくことが求められています。

⑦読書バリアフリー法の成立に伴い、市民のニーズの変化や図書館への来館が困難な市民に向けたサ

ービスとして、郵送貸出しや電子書籍の貸出など新たな図書館サービスの提供が求められています。

⑧博物館では、地域の歴史・文化にかかわる資料収集と調査研究を進めた成果を常設展や企画展等に

反映させ、市民の学習活動を支援していますが、さらに市民の価値観を敏感に察知し社会のニーズ

に的確に応えることが求められています。

⑨また、市民が世代を超えて自主的、主体的に学びながら交流を深めるために、多様な講座、講演会、

体験学習などを提供していますが、さらに魅力あるプログラムを創出・展開させていく必要があり

ます。

⑩合併後、十数年経過していますが、常設展示は開館当初のまま旧一関市中心の構成となっているた

め、市域の拡大に伴った展示内容の再検討が望まれます。

⑪地域ゆかりの美術作品も収集、調査研究し、企画展等で公開していますが、常設の展示室がありま

せん。

⑫開館してから 20 年余を経過し、収蔵スペースが手狭になるとともに、施設の老朽化が進んでいま
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す。

○ 施策の展開 

生涯学習環境の充実 

①子ども、保護者、学校、地域、行政の連携により生涯の各時期に応じた学習事業の推進を図りま

す。

②市民センターは、地域住民の生涯学習活動の拠点として、地域や民間団体とのさらなる連携を図

りながら、地域ニーズを踏まえた事業を展開し、地域課題の解決に結びつくよう学習内容の充実

を図ります。

③地域協働体が市民センターの指定管理者となる際には、研修等により職員の社会教育に関する知

識や技術の向上を図ります。

生涯学習活動への支援 

①市民との連携を深め効果的な生涯学習の展開に努めるとともに、生涯学習活動を地域づくりの中

心の一つと位置付け、地域づくりに取り組む人材や団体の育成を図ります。

②生涯学習関連施設において、特色ある学習講座を展開するとともに、生涯学習に関する各種の情

報を共有できるネットワークづくりを進め、市民への学習情報の提供に努めます。

③多様なライフスタイルに対応した、生涯学習の活動機会の拡充を図るとともに、その学習環境を

整備し、市民の生涯にわたる自主的な活動の支援に努めます。

④市民が生きがいを持って活動することができるよう、各学習講座の運営協議会等による自主的な

活動の支援に努めます。

⑤市民が生涯学習で得た知識や技術を生かすとともに、まちづくり活動を通して自己を表現できる

環境を整備します。

⑥子どもの発達段階や家庭環境に応じた適切な学習機会や学習情報の提供を行うとともに、子育て

を通じて親自身の成長が図られるよう生涯学習の原点として重要な役割を担っている家庭教育

の充実を図ります。

⑦地域協働体の育成に努め、地域協働体とともに地域づくりに資する事業を行います。

図書館機能の充実 

①図書館の設備や蔵書、専門職員の充実を図るとともに、情報サービスの高度化を図りながら、生

涯学習の拠点となる図書館機能の充実を目指します。 

②市民の学習ニーズに対応したサービスの提供と、各地域の特色を生かした図書館運営を推進しま

す。 

③図書館が地域の情報拠点となり、すべての市民が必要な情報を容易に入手することができるよう、

各地域図書館が地域の歴史や文化を踏まえた特色ある資料の収集に努め、専門職員の充実を図り、

誰もが利用しやすい読書環境の整備に努めます。 

④図書館と学校、博物館などとのネットワーク化の検討を進め、市民の読書推進や自主的な学習活
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動ができるよう情報提供を推進します。 

⑤幼児・児童を対象としたおはなし会の開催やその保護者を対象とした読み聞かせ講習会の開催な

ど、図書館と家庭が連携し、子どもが読書に親しみやすい環境づくりを推進します。学校図書館

との連携を強化し、児童生徒の読書環境の充実を図ります。 

⑥高齢者や体の不自由な方が容易に図書館サービスを受けることができるよう、そのあり方につい

て検討を進めニーズに対応したサービスを提供します。 

⑦図書館資料の配架や環境整備、専門知識を生かしたレファレンスなど、特にもシニア世代の生き

がいづくり構築のため、図書館サポーターを受け入れます。 

博物館機能の充実 

①地域の歴史・文化にかかわる資料収集と調査研究を進め、その成果を反映させるとともに、時宜

を得た展示を行い、市民の学習活動を支援します。 

②多様な講座・講演会・体験学習などを開催し、市民が世代を越えて自主的・主体的に地域の歴史

や文化を学び考えながら交流を深める機会を提供します。 

③出前講座、出前授業により、市民センターや学校等と連携して、市民、児童生徒などが地域の歴

史や文化を学ぶ機会を提供します。 

④合併後の市域拡大や、開館以来蓄積してきた調査研究の成果を反映した常設展示の改修について

検討します。 

⑤国宝や重要文化財を安全に展示できる機能を維持するため、施設の改修について検討します。 

○ 主な指標 

市民センターにおける生涯学習活動利用者数（人/年）

図書館利用者登録率（％）人口に占める割合

  博物館入館者数（人/年）

 博物館講座、講演会等参加者数（人/年） 

○ 市民の参画 

生涯学習環境の充実 

※市民センターで開催される学習講座に参加しましょう。

生涯学習活動への支援 

※生涯を通して自己を高め続けていくため、自主的な生涯学習に取り組みましょう。 

※自己の経験や能力を生かして、生涯学習の講師役やリーダーとなって学び合う活動を進めていき

ましょう。 

※生涯学習に取り組む市民団体、グループに参加して活動しましょう。 

図書館機能の充実 
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※小さな頃から読書に親しむ習慣が身につくよう、子どもへの読み聞かせを勧めましょう。 

※読み聞かせボランティア等市民活動へ参加しましょう。 

※図書館資料の配架や環境整備等、図書館業務に携わる図書館サポーターへ参加しましょう。 

博物館機能の充実 

※博物館の常設展示や企画展示などを観覧し、地域の歴史や文化等を学びましょう。 

※講座・体験学習等を活用し、自主的に学び交流を深めましょう。 
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３－５ 文化芸術、スポーツレクリエーション

○ 現状と課題 

①文化芸術団体においては、構成員の高齢化等により活動が困難となる団体があります。また、団体

に属さない個別の活動も見受けられます。文化芸術団体の活動は地域の人と人とのつながりをつく

る役割を果たしてきており、発表の機会を提供する等の支援が求められています。

②文化施設においては、市民の多様なニーズに対応した各種事業の充実等が求められています。

③生涯のそれぞれの段階において、生きがいや健康づくりなどの目的で気軽にスポーツを楽しむこと

ができる環境の整備が求められています。

④競技力の向上のため、ジュニア期からの一貫した指導、優秀な指導者の養成を図ることが必要とさ

れています。

⑤交流人口の拡大を図り、地域のさらなる活性化を図るため、スポーツイベント等を活用したスポー

ツツーリズムの推進が求められています。

⑥新型コロナウィルス感染症の収束の兆しが見られない中で、スポーツにおいても「新しい生活様式」

の実践が求められている。

○ 施策の展開

文化芸術活動の振興 

①多くの市民が文化芸術活動に取り組み、その活動を通じて人と人との交流が深まるまちを目指し

ます。文化施設では、各種団体等の相互の連携を深めながら、各種講座等の開催や講演、展覧会

事業の充実を図ります。

②地域の特性を生かした文化芸術活動など、団体の自主的な活動への支援と活動を通じた交流が図

られる環境づくりに努めます。

③音楽や演劇、美術など優れた芸術を身近に楽しむことができる環境整備を進めます。

④文化施設においては、市民ニーズに対応した各種事業の充実に努めます。

スポーツレクリエーション活動の推進 

①生涯を通じ、誰もがいつでもどこでも気軽にスポーツに親しめる社会の構築を目指し、生涯スポ

ーツ振興計画を策定し、その推進に努めます。

②ニュースポーツやスポーツレクリエーションの普及を図り、市民の健康づくりやコミュニケーシ

ョンづくりを促進します。

③スポーツの指導者やスポーツ団体を育成し、スポーツの技術力の強化を図ります。

④市、体育協会の広報誌や HP でスポーツ行事等を PR し、市民がスポーツに親しむための情報発

信に努めます。

○ 主な指標 

文化センター利用件数（件）



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

44 

  市が関わるスポーツ教室参加者数（人）

 １人あたりの市営スポーツ施設利用回数（回）

 市外の選手も参加するスポーツ大会参加者数（人）

○ 市民の参画 

文化芸術活動の振興 

※優れた文化芸術を鑑賞するなど、文化・芸術活動に取り組む機会を広げましょう。

スポーツレクリエーション活動の推進 

※日常的にスポーツ活動や体を動かす習慣を身につけるよう心がけ、健康増進、体力向上を目指し

ましょう。 

※健康で楽しく日常生活を送るため、スポーツ教室やスポーツ団体の活動に参加し、親睦と健康づ

くりの輪を広げていきましょう。 
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３－６ 人権・男女共同参画

○ 現状と課題 

①人口減少や少子高齢化の進展、個人の価値観の多様化などの社会環境の変化に伴い、女性、子ども、

高齢者、障がい者、外国人などをめぐる人権問題の解決に向け取り組むべき多くの課題があります。

②人権問題は、社会情勢の変化に伴い、新たな人権問題が発生する可能性があり、さまざまな問題に

ついて認識を深め、関係機関と連携して、人権問題への対応や取り組みを推進していくことが必要

となっています。

③男女共同参画社会の実現は、全ての人々によって必要なものであるにも関わらず、働く女性のみの

課題として認識されることが多い上に、男女の不平等感、固定的な性別役割分担意識が依然として

根強く残っており、また、意思決定過程への男女の参画、仕事と家庭、地域活動の調和について、

意義や効果が十分理解されていません。

④男女共同参画サポーターは、毎年岩手県が主催する男女共同参画サポーター養成講座に派遣し順調

に推移を伸ばしているが、サポーター自身が高齢化となってきており、若者の受講者発掘を進めま

す。

⑤いちのせき男女共同参画プランに基づき効果的かつあらゆる施策に対し男女共同参画の視点を反

映させ、関係機関団体と連携しすべての市民が個性の能力を発揮できるような環境づくりが課題と

なっています。

○ 施策の展開 

人権教育と人権啓発の推進 

①学校や地域などにおける人権教育を推進するとともに、人権相談の充実など人権が尊重される社

会を目指します。

男女共同参画社会の推進 

①男女共同参画の一層の推進のため、いちのせき男女共同参画プランに基づき実効性のある取組を

推進します。

②あらゆる施策に男女共同参画の視点の反映や特に女性活躍及び多様性ＬＧＢＴへの対応等、関係

機関や各種団体と連携し、全ての市民が個性と能力を十分に発揮できる社会となるよう、その環

境づくりを推進します。

○ 主な指標 

小中学校を対象とした人権啓発事業の実施回数（回）

男女共同参画サポーター数（人）

男女それぞれの委員数が委員定数 40％以上である審議会数の全審議会等に対する割合（％）

○ 市民の参画 
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人権教育と人権啓発の推進 

※人権教育と人権啓発を推進するため、子ども、女性、高齢者などが抱えるさまざまな人権問題を

理解し、人権侵害のない社会の実現に努めましょう。

男女共同参画社会の推進 

※固定的な性別役割分担意識をなくし、男女が共に家事や育児、介護等に参画することについて理

解を深め合い、それらを進んで行いましょう。
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３－７ 文化財の保護・地域文化の伝承

○ 現状と課題 

①解説板の設置などで紹介されている文化財は、市内の文化財全体の一部に留まっており、まだ多く

の文化財はその所在地で紹介されていない状態となっています。 

②埋蔵文化財に関しては、自分の土地の下に埋蔵文化財があること知らない市民も少なくありません。 

③文化財の保存、活用を進める上で、その対象となる文化財は、市内のどこに、どのようなものがあ

るのか、まず、市民が現地で分かるように環境を整備することが課題です。 

④地域の文化を代表するものとして民俗芸能等がありますが、民俗芸能の伝承活動を行う多くの団体

は、少子高齢化や人口減少等の要因から、後継者の育成などの課題を抱えています。

⑤また、それぞれの地域や団体を取り巻く状況には異なる面もあり、伝承活動の継続に向けた課題の

解決策も一様ではないと考えられます。  

⑥今後、民俗芸能を伝承するそれぞれの地域の異なる状況を踏まえながら、それぞれの団体が望む課

題解決の方向性に応じた支援のあり方を探っていく必要があります。

○ 施策の展開 

文化財の保存、活用 

①文化財の標柱、解説板を設置して、市民が文化財や地域の歴史、文化について理解を深められる

ように環境整備を図り、文化財の保存や活用に関する地域活動の促進が図られるように努めます。

地域文化の伝承 

①地域文化を代表する民俗芸能に関して、その伝承活動を行う団体からの相談への対応、活動への

助言、活動費助成案内等を通じて、民俗芸能が次世代に継承されるよう、必要に応じた支援に努

めます。 

○ 主な指標 

文化財標柱、解説板設置数（基）

民俗芸能の伝承を行う団体数（団体）

○ 市民の参画 

文化財の保存、活用 

※文化財を始めとする、地域の歴史や文化に対して関心を持ち、理解を深めて行きましょう。

※地域活動では、身近な文化財を見学等で活用して、地域の歴史、文化に触れる事業などを企画し

てみましょう。

※身近にある遺跡などの文化財の保護に協力し、次代へ残して行きましょう。

地域文化の伝承 
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※民俗芸能団体などが行う地域文化の伝承活動に参加、協力しましょう。 

※民俗芸能などの発表機会を通じて地域の文化への理解を深め、次世代に伝えて行きましょう。 

※民俗芸能団体は市民や企業からの応援が必要になったときには積極的に支援を呼びかけましょう。
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３－８ 「骨寺村荘園遺跡」の保護

○ 現状と課題 

①地域住民が地域に誇りを持ち、遺跡や景観の保護、保全等の活動を継続して行っています。 

②本寺地区の人口減少や高齢化により農業後継者が不足し、持続的な保全活動の継続が懸念されてい

ます。 

③新型コロナウイルス感染症対策の取組みを行いながら、地区外からの応援、協力を受け保全活動等

に取り組むことが必要です。 

④県、関係市町と連携し、拡張登録を目指して調査研究を進めていますが、世界遺産としての価値証

明には至っていません。

⑤研究者など専門家の助言をいただきながら、県・関係市町と連携して拡張登録の実現に向けて文献

研究や発掘調査などの取組を進めます。

⑥新型コロナウイルス感染症対策の取組みを行いながら、ガイダンス施設である骨寺村荘園交流館を

核とした情報発信や事業の展開、講演会等の開催を継続して行い、骨寺村荘園遺跡の価値について

普及啓発と拡張登録への気運醸成を図る必要があります。

○ 施策の展開 

骨寺村荘園遺跡の保護 

①骨寺村荘園遺跡の価値を後世に伝えるため、骨寺村荘園遺跡整備活用基本計画及び各種保存管理

計画に基づき、保存と活用に努めます。 

②本寺地区景観計画に基づき、魅力ある日本の原風景を未来へ継承するため、重要文化的景観の保

全に努めます。 

③小区画水田保全活用方針に基づき、地域住民と協働で小区画水田の保全活用に取り組みます。 

④骨寺村荘園交流施設を核とし、世界文化遺産「平泉」の関連資産としての価値とその魅力を市内

外に情報発信します。するとともに、市民等へ伝えるための取組を行います。 

⑤地域住民による骨寺村荘園遺跡を守り伝えるための取組を支援します。 

⑥地域住民のみならず全市民が、骨寺村荘園遺跡を市民共有の財産として認識し、保護していく意

識が醸成されるよう努めます。 

骨寺村荘園遺跡の世界遺産登録 

①世界文化遺産「平泉」の関連資産として、関係機関と協力して拡張登録を目指します。 

②拡張登録実現に向け、調査研究を進め、資産価値を明らかにします。 

③骨寺村荘園遺跡に関する講演会の開催や情報発信により、骨寺村荘園遺跡の価値について市民一

人ひとりの理解と世界遺産拡張登録への気運醸成に努めます。

○ 主な指標 

小区画水田を利用した体験交流会への参加者数（人）
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土水路整備作業への参加者数（人）

  骨寺村荘園交流施設利用者数（人）

○ 市民の参画 

骨寺村荘園遺跡の保護 

※骨寺村荘園遺跡で開催される田植えや稲刈り体験交流会等のイベントに参加しましょう。

※遺産としての価値を守るため、昔ながらの土水路整備作業に協力しましょう。

骨寺村荘園遺跡の世界遺産登録 

※骨寺村荘園交流施設を利用し、遺跡に関する理解を深めましょう。 

※骨寺村荘園遺跡への関心を高めるため、講演会等に参加しましょう。
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４．郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち

４－１ 自然環境・環境保全 

○ 現状と課題 

①類型指定河川における基準値はすべて達成され良好な状態にあり、今後も継続し維持するよう監視

を続けます。

②自然の中にはさまざまな動植物が生息しており、これらの生態系を学び、観察することで自然の豊

かさや貴重さを感じることができます。自然という財産は、人間だけのものではなく、生物全体の

共有の財産と捉える必要があり、これを確かな状態で次代へ引き継ぐことが私たちの責務でもあり

ます。

③太陽光発電事業に伴う林地開発事業に係る環境保全協定の締結が増加しています。

④生活環境に係る騒音・振動の測定及び評価を実施しています。概ね良好な状態にあり、今後も継続

し維持するよう監視を続けます。

○ 施策の展開 

自然の保全と活用施策の充実 

①河川の清らかな水質を保つため、河川や工場、畜舎からの排水の監視を行い、水辺の環境を常に

把握するよう努めます。

②ボランティアや児童生徒が行っている河川の清掃活動や浄化活動を支援します。

③周囲の自然や景観に配慮した親水空間の整備に努めるとともに、整備に当たってはホタルが飛び

交う水辺の再生など、市民が親しみを持てる美しい河川環境に努めます。

④県や動物愛護団体、自然保護団体等と連携し、人と自然の共生する社会の構築を推進するととも

に、かけがえのない自然を次代に引き継いでいくため、希少野生動植物の保護の徹底など、生態

系の保全と再生を図ります。

⑤開発行為等が行われる際には、周囲の自然環境と調和したものとなるよう、事業者への指導の徹

底と誘導を図ります。

環境教育の充実 

①自然とのふれあい活動や環境教育、学習の場の充実を図り、環境に対する正しい理解と環境に配

慮したライフスタイルの啓発を図りながら、環境意識の高いまちづくりを目指します。

②小中学校における環境教育の推進を図り、環境意識の醸成に努めます。

③自然環境の保全に関する啓発を行うとともに、自然環境への理解を深めることを目的とした自然

観察会を実施し、環境教育の機会の充実を図ります。

環境保全対策の充実 

①環境影響評価法の趣旨に鑑み策定した「一関市再生可能エネルギー発電設備の設置に関する指
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針」による規制とともに、環境保全協定の締結による環境汚染の未然防止に努めます。

②道路や鉄道などの騒音、振動の状況を測定するとともに、日常の暮らしから近隣の騒音を抑える

よう啓発に努めます。

③開発行為等が行われる際には、周囲の自然環境と調和したものとなるよう、事業者への指導の徹

底と誘導を図ります。

○ 主な指標 

環境基準の類型指定河川における基準値未達成河川数（BOD 値）（河川）

環境保全協定締結件数（件）

○ 市民の参画 

自然の保全と活用施策の充実 

※生活を営むうえで環境に影響を与えないように注意しましょう。

※学習機会やボランティア活動を通じて自然の保全を図りましょう。

※希少動植物の保護に努めましょう。

環境教育の充実 

※地域や学校等での取り組みを中心に行います。 

※河川の浄化活動や生態系の保全活動など、環境保全に取り組む各種市民団体の活動に参加しまし

ょう。 

※自然観察会などの機会を活用して、郷土の自然について学習しましょう。※自然観察会などの機

会を活用して郷土の自然について学習しましょう。 

環境保全対策の充実 

※日常生活を営むうえでにおいて周辺への配慮を行いましょう。 

※事業者は公害発生原因となりうる機器などについて定期的な整備や管理を行いましょう。 
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４－２ 公園

○ 現状と課題 

①公園は、子どもから中高齢者までの幅広い年代を対象とした多方面のニーズへの対応が求められて

おり、公園を市民の憩いの場としてだけでなくスポーツレクリエーションを通じた健康づくりの場

として機能の充実を図る必要があります。

②地域の中で比較的まとまったスペースを持っている公園は、災害時の一時避難所としても重要な役

割を持っています。

③公園、緑地の管理については、地元自治会等の参画を得ながら誰もが安心して利用できるよう潤い

のある快適な環境を維持していくことが重要です。

④磐井川堤防改修事業を契機として、磐井川を活用した地域活性化が求められています。

○ 施策の展開 

公園、緑地の整備 

①ユニバーサルデザインの考え方のもと、誰もが利用しやすい憩いの場、潤いの場としての公園、緑

地等の機能の充実を図ります。

②公園利用者のニーズに応じて、対象年齢の低い遊具等や健康遊具の導入を図ります。また、既存の

遊具等について計画的に更新を行います。

③新しい公園の整備や既存の公園の改修に当たっては、計画づくりの段階から市民の参画を促進し、

意見やアイデアの反映に努めるとともに、整備後の維持管理は、地元自治会や関係団体など地域と

連携を図りながら、身近な公園、緑地の管理運営に市民が参加できる体制づくりに努めます。

④一関遊水地事業や磐井川堤防改修事業とあわせて、河川管理施設と一体的な「まち」と「かわ」を

結び付けた新たな河川空間の創出と活用を推進します。

緑化の推進 

①日常生活に憩いと安らぎを与える緑化への意識啓発を図り、潤いのある生活環境づくりを進めま

す。

②道路環境を豊かに彩る街路樹の整備をはじめ、公共施設や民有地の緑化、花壇づくりを促進し、

緑豊かで美しい環境づくりを市民とともに進めます。

○ 主な指標 

１人当たりの公園面積（㎡/人）

○ 市民の参画 

公園、緑地の整備 

緑化の推進 
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４－３ 資源・エネルギー循環型社会

○ 現状と課題 

①地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量は年々増加しています。

②温暖化の進行は、豪雨等の災害や熱中症の増加など多くの危険性を抱えており、温室効果ガスの排

出量削減のため、生活の質を考えた省エネ型の生活や産業活動を普及推進していく必要があります。

③地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量削減のため、再生可能エネルギーへの転換が大きな

流れとなっています。

④今後も環境負荷の少ない再生可能エネルギーの利用を積極的に進め、市民、事業者、行政がそれぞ

れの立場で主体的に取り組むとともに、連携、協力して利用促進を図って行くことが必要です。

⑤一般廃棄物減量基本計画の目標に向けて廃棄物減量の取組を行っているが、１人１日当たりの廃棄

物の排出量、リサイクル率ともに横ばいの状態が続いていることから、更なる 3R の推進が課題で

す。

⑥一関地区広域行政組合が策定する一般廃棄物処理基本計画に基づき処理されています。一関地区広

域行政組合が設置及び管理運営する焼却施設等のひっ迫と維持管理費経費の増加が課題です。

⑦従来の大量生産や大量消費、大量廃棄の社会経済活動のあり方を見直し、市民、事業者、行政の協

働により循環型社会づくりに取り組んでいく必要があります。

○ 施策の展開 

地球環境にやさしいまちづくりの推進 

①化石燃料の使用を節約した取組の削減や、低燃費車や電気自動車の利用、アイドリングストップ

などを広め、率先した取組を進めるます。

②太陽光、太陽熱、水力、地中熱などの自然エネルギーの利用を促進するとともに、します。

③一般廃棄物やバイオマスなどをエネルギー資源と捉え、その持続可能な再生可能エネルギーの活

用により、化石燃料の消費及び温室効果ガスの排出を抑えるとともに、ます。

④資源やエネルギーを地域内で循環させる資源・エネルギー循環型社会の構築を目指します。

低炭素社会のシステムづくり 

①公共施設等への再生可能エネルギーの導入、省エネ型の設備への改修を進めます。

②環境負荷低減のための施策の推進や、省エネ意識の向上に努めます。

③温室効果ガスの排出削減に向け、公共交通機関の利用を促進します。

④補助制度や環境団体等と連携した普及、啓発活動により、再生可能エネルギー、省エネ型設備の

導入を推進するとともに、エネルギーの自給自足を推進します。

 廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の推進

①発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）の３Ｒの推進による

廃棄物の減量化を図りつつるとともに、地域における資源回収への取組を支援します。 

②事業所におけるゼロ・エミッションへの取組を促進します。 
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③きれいなまちづくりを目指すため、市民総参加による一斉清掃を促進します。 

④快適な生活環境の確保のため、ポイ捨てや不法投棄をしないよう公衆衛生意識の啓発や監視

の強化を図ります。 

⑤新聞、雑誌やオフィス用紙などの再生利用を目指し促進し、家庭や事業所での古紙リサイク

ルへのに取り組みを促進します。 

⑥生ごみのたい肥化など、家庭での廃棄物減量化への取組を奨励し、啓発に努めます。 

⑦金、銀、銅、レアメタルなどの貴重な有用金属が多く含まれる使用済小型家電を回収し、有

用金属のリサイクルを積極的に推進します。 

 効率的な廃棄物の処理

①施設の長寿命化を図りつつ、一般廃棄物処理基本計画に沿った廃棄物処理の適正化に努めます

②廃棄物を新たなエネルギー資源と捉え、効果的、効率的にエネルギーを生み出すための廃棄物の

分別の方法や処理方式の導入によりエネルギーや資源が循環する「資源・エネルギー循環型まち

づくり」の一翼を担う廃棄物処理システムを確立し、廃棄物の再資源化やエネルギー資源として

の活用を図ります。

③一関地区広域行政組合が設置及び管理運営する一般廃棄物の焼却施設等の更新が必要であり、同

組合が策定している一般廃棄物処理基本計画により、今後の廃棄物処理について計画的な対応を

図ります。

 環境自治体のシステムづくり

①環境基本計画及び一般廃棄物処理基本計画に基づき、資源活用の一層の循環、効率化に努め、環

境に対する負荷の軽減を図ります。

②環境自治体としての体制の確立に向けて、一関市役所地球温暖化対策実行計画を実践するととも

に、環境保全意識の向上を図り、環境施策に率先して取り組みます。

○ 主な指標 

CO2 排出量（ｔＣＯ2/年） 

  太陽光発電システム（10kw 未満）導入件数（件） 

  １人１日当たりの排出量（一般廃棄物）（ｇ/日） 

 リサイクル率（％） 

○ 市民の参画 

地球環境にやさしいまちづくりの推進 

※マイバック、マイボトルの携帯、エコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使用）、自

転車利用などにより、化石燃料の使用を節約する暮らし方を実践しましょう。

※太陽光や木質バイオマスなどの再生可能エネルギーの利用、省エネ生活に取り組みましょう。
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低炭素社会のシステムづくり 

※新エネルギー機器の導入やエコドライブの取組など、環境に配慮した暮らしの実践に取り組みま

しょう。 

※冷暖房の温度調節、電気機器の待機電力の削減、省エネ型の電気機器への交換などに努め、省エ

ネ型のライフスタイルを実践しましょう。 

  廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の推進

※廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用を推進しましょう。 

※ポイ捨てや不法投棄に対する巡視活動や普段の清掃活動を行うなど、不法投棄を許さない環境づ

くりに協力しましょう。 

※地域の一斉清掃活動に参加しましょう。 

※食品ロスの削減のため、30・10 運動に取り組みましょう。 

 効率的な廃棄物の処理

  環境自治体のシステムづくり

※３R 運動による廃棄物の減量化、再資源化への取組とともに、電気、水、ガス、灯油等の節約な

ど、環境に配慮した循環型社会づくりに取り組みましょう。 



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

57 

４－４ 住環境、景観

○ 現状と課題 

①人口減少の進行により空き家等が増加しており、また、少子高齢化により、地域コミュニティの担

い手、特に次世代の担い手となる子育て世帯を中心とした若年世帯を確保することが必要となって

います。

②本市の住宅ストックをみると、昭和 55 年以前に建築された住宅が 4 割を占めており、これらの住

宅のバリアフリー、低い断熱性能、耐震性の不安等機能面で課題があります。高齢者世帯や若年世

帯のライフスタイル、需要等に適合する形でユニバーサルデザイ ンや耐震化が行われ、住宅が長

期間にわたり、活用されるような環境を形成することが求められています。

③市営住宅の役割は、低所得者をはじめとした真に住宅に困窮する世帯への対応が方向付けられてい

ます。市営住宅への入居ニーズに対応するため、他の公的賃貸住宅の事業主体や民間事業者と連携

し、重層的な住宅セーフティネットの構築を図ることが重要です。また、現在管理している市営住

宅は、老朽化により更新や統廃合等の対応を進める必要があります。

④本市の景観は、先人が守り、築き上げてきた豊かな自然と、歴史が息づいており、この貴重な財産

を継承し、それぞれの地域の特徴を生かした魅力ある景観をつくるため、景観計画に沿って取り組

む必要があります。特に、骨寺村荘園遺跡一帯は、世界遺産「平泉」の関連資産として拡張登録に

向け景観に配慮した、積極的な取組を続けていく必要があります。

○ 施策の展開 

良好な住環境の形成 

①市内の住宅関連産業を中心とした地域経済の活性化を図るとともに、市民の居住環境の向上、省

エネ化による CO2 排出量の削減及び市産木材の有効利用の促進など良好な住環境の形成を図り

ます。あわせて、耐震診断、耐震改修を促進し、災害に強いまちづくりを目指します。

市営住宅の適切な管理 

①東日本大震災、少子高齢化など住宅政策を取り巻く状況が大きく変化していることや、大量に存

在する老朽住宅への対応等を踏まえ、市営住宅の適切な維持管理を図るとともに、民間住宅スト

ックを活用した住宅確保要配慮者に対するセーフティネットの形成を図ります。

景観形成の推進 

①規制誘導を図り、良好な景観を形成します。

②多くの人が景観まちづくりに関心を持ち、さまざまな形で関わっていく意識づくりを進めるため、

景観まちづくりなどの普及啓発に努めます。

○ 主な指標 

  長期優良住宅認定率（％）
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  景観まちづくり賞の表彰数（件）

○ 市民の参画 

良好な住環境の形成 

市営住宅の適切な管理 

景観形成の推進 
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４－５ 上水道

○ 現状と課題 

①人口減少に伴い水の需要が減少し、給水収益が減少していくことが見込まれており、一方では老朽

施設の更新の必要性が増していくなど、水道事業を取り巻く環境は、より厳しさを増しています。

②今後、高度経済成長期に整備した大量の水道施設が一斉に更新時期を迎え、大きな財政負担となり

ますが、市民生活に不可欠な水の供給を安定的かつ確実に持続していくためには、計画的な更新と

耐震性能の向上を含む長寿命化を図るとともに、施設の規模や配置の見直しにより、無駄のない施

設利用を進める必要があります。

③また、定期的な水道料金の改定を実施し、負担の平等化を図りながら、今後の施設更新に係る適切

な財源確保に取り組む必要があります。

④未普及地域における生活用水対策は長年の懸案事項となっており、給水区域の拡張について、市と

しての判断を明確にする必要があり、平成 30 年度に再検討しましたが、新たな給水区域の拡張は

極めて困難であるとの結論に達しました。

⑤未普及地域における安全な水の供給は喫緊の課題であることから、新たな支援策として、生活用水

確保対策事業(一般会計４款 保健衛生総務費)を創設し、令和元年度から５年間を集中実施期間とし

て事業の浸透に努めています。

⑥今後の給水区域の拡張については、大規模な住宅開発や定住人口の増加、水道施設整備に対する財

源措置の大幅な拡充等の環境変化が生じた時点で、地域の接続意向を確認した上で再検討します。

○ 施策の展開 

安全な水の安定供給 

①水道事業の将来像と長期財政を見据え、安全な水の安定供給に努めます。

②優先順位を定め、水道施設及び管路の計画的な更新を行います。

③災害に強い水道を目指し、施設の耐震化や適切な維持管理と補修による長寿命化を進めるととも

に、施設の統廃合や規模の縮小による効率的な水の供給に努めます。

④災害復旧の応急訓練を行い、防災意識の向上を図ります。

未普及地域における生活用水確保の推進 

①未普及地域における安全な自家水源を確保するため、水質検査、井戸掘削及び浄水機器等の設置

を支援します。

○ 主な指標 

基幹管路耐震適合率（％）

未普及地域の水質検査受検率（％）

○ 市民の参画 



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

60 

安全な水の安定供給 

※水道広報紙や水道週間行事、地域懇談会などを通じ、市民生活や経済活動に不可欠な水道への認

識を深めましょう。

※応急給水、応急活動訓練に参加し、防災意識を高めましょう。

未普及地域における生活用水確保の推進 

※将来にわたって良好な水質を保持し、安全かつ清浄な生活用水を確保するため、限りある水資源

を大切にしましょう。 



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

61 

４－６ 下水道

○ 現状と課題                                        

①現在、汚水処理人口普及率の目標達成に向けて、宅地化が進行し、事業所や商業施設が密集する地

域における下水道の管路整備を集中的に進めていますが、H28 年度に策定した汚水処理施設整備計

画で設定した整備計画区域の中には、人口減少と高齢化が進んでいることが影響し、費用を投じて

整備を行っても、接続費用の捻出や後継者がいないこと等の理由から接続に至らないことがあるた

め、早期の整備計画の見直しが必要な状況となっています。

②地域ごとに費用対効果や河川の水質保全の必要性等を勘案しながら、公共下水道もしくは農業集落

排水施設で処理を行う集合処理区域と個人設置型浄化槽で処理を行う個別処理区域に再選定し、目

標達成に向けて取組む必要があります。

○ 施策の展開 

処理施設の整備と普及促進 

①地域特性に応じた公共下水道や浄化槽の効率的な整備により、河川等公共用水域の水質保全と衛

生的で快適な生活環境を創出します。

②当市における汚水処理事業は、地域ごとに費用対効果や河川の水質保全の必要性等を勘案しなが

ら、公共下水道と農業集落排水施設で処理を行う集合処理と浄化槽で処理を行う個別処理に区分

し、進めています。

③市広報への記事掲載、ＦＭあすもでのＣＭ放送、出前講座の開催等により、河川等の水質保全の

ためには、下水道や浄化槽による汚水処理が必要であることの周知に努めます。  ⑥災害に強

い下水道を目指し、下水道施設の耐震化を図ります。

○ 主な指標 

汚水処理人口普及率（％）

○ 市民の参画 

処理施設の整備と普及促進 

※河川等の公共用水域の水質保全と衛生的で快適な生活環境を維持するため、公共下水道等の集合処理

が整備された区域の方は速やかに下水道に接続し、また、上記以外の区域の方は、浄化槽を設置し、生

活排水を河川等に流さないよう努めましょう。
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５．みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち

５－１ 医療 

○ 現状と課題                                        

①本市は高齢化率が高く、医療資源の地域偏在も顕著な状況にあり、医師をはじめ限られた医療従事

者の中で、今後増加が予想される医療的ケアが必要な要介護高齢者への対応が求められています。

②将来にわたって適正な医療サービスを提供していくためには、医師や看護師などの医療従事者を安

定的に確保するとともに、医療と介護が連携した包括的なサービスの提供が求められています。

③休日及び夜間の救急医療を確保するため医師会等の関係機関の協力を得て、休日当番医制による診

療や夜間救急当番医制が実施されているとともに、入院や手術が必要な重症患者の二次救急医療に

対応するため病院が協力し輪番制による診療が実施されています。一方で、二次救急医療を担う県

立病院をはじめ医師不足は深刻であり、加えて、比較的軽症な患者の一次救急を担う診療所の医師

も高齢化しています。

④また、いわゆるコンビニ受診などにより医師の疲弊も問題となっています。

⑤医療施設については、高度化する医療への対応や設備の充実が求められるほか、医療資源が集中し

ている中心市街地から離れた周辺地域であっても医療サービスが安定的に確保される必要があり

ます。

○ 施策の展開 

地域医療体制の充実 

①医師会、歯科医師会、薬剤師会や県などの関係機関、関係団体、医療機関等及び保健、福祉、介

護サービス機関との連携強化を図りながら、地域医療体制の充実に努めます。

②市が指定する医療機関に将来従事しようとする医学部の学生に修学資金の貸付を行い、医師確保

を図ります。

③市内の医療介護施設等に将来勤務しようとする者に修学資金の貸付を行い、医療介護従事者の確

保を図ります。

④市民が「かかりつけ医」を持つことの必要性を理解することができるよう、ガイドブックなどの

活用により周知を図ります。

救急医療体制の充実 

①医師会をはじめとする関係機関、関係団体との連携を一層強化し、休日、夜間を含めた救急医療

体制の充実に努めます。

②医療機関の適正受診について市民への意識啓発を図ります。

病院及び診療所の運営 

①地域包括医療体制の充実強化のため、保健、福祉、介護分野との連携を図り、各サービスが適切
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に提供できるよう病院、診療所を運営するとともに、健全な経営に努めます。また、病院と診療

所のさらなる連携を推進します。

②病院事業においては、構成する各事業の垂直統合のメリットを活かし、切れ目のない統合された

サービスによる生活を支える医療の提供と住民参加の推進により安定した経営に努めます。

○ 主な指標 

  医療介護従事者修学資金貸付（人）

○ 市民の参画 

地域医療体制の充実 

※普段から「かかりつけ医」を持ち、早めの受診を心がけましょう。

※医師の負担が過重とならないよう、診療時間内の受診を心がけましょう。

救急医療体制の充実 

※緊急時の重症患者の命を救うために救急車を正しく利用しましょう。 

※休日や夜間に具合が悪くなったときは、休日、夜間当番医の受診を心がけましょう。 

病院及び診療所の運営 

※市民を対象としたフォーラム、病院や診療所等が行う意見交換会などへ積極的に参加することに

より、地域医療の現状を正しく理解し、守り育てる意識を持ちましょう。
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５－２ 地域福祉

○ 現状と課題 

①少子高齢化や核家族化などによる家族形態の多様化により、家庭の中で、高齢者との関わりをもつ

機会が少なくなってきています。また、地域の交流の機会が減少しており、思いやりやいたわりと

いった、お互いを思いやる気持ちを育む機会が少なくなってきています。

②近年、人口減少と少子高齢化の進展が顕著であり、加えて、個人の価値観の多様化、地域での交流

機会の減少など、社会環境の変化に伴い、人と人とのつながりが希薄になり、お互いの支え合いや

助け合いの機能が低下してきています。

③福祉サービスが必要な人に対して、適切なサービスを受けられるように、支援が必要な人を把握し、

地域に適したサービスの構築が求められています。

④社会福祉法の改正により、社会福祉法人の地域における公益的な取組の実施が求められており、地

域の福祉課題を解決するため社会福祉法人間の連携が必要となっています。

⑤災害発生時に自ら避難することが難しく、何らかの支援を要する方（避難行動要支援者）の避難支

援については、対象者を把握し、その情報を地域の行政区長や民生委員などの避難支援等関係者に

提供するなどして、地域で共に助け合い対応していくことが重要となっています。

⑥また、災害時の支援が有効に機能するためには、平常時から地域で防災訓練などに取り組む必要が

あります。

⑦市社会福祉協議会に「いちのせき生活困窮者自立相談支援センター」を設置し、生活に困っている

方の相談支援業務を実施しています。生活困窮者の早期把握と、一人ひとりの状況に応じた支援や

関係機関への情報提供など、自立に向けた相談支援体制の推進が必要です。

⑧本市の生活保護受給世帯数は横ばいの傾向にあり、一人暮らし高齢者世帯と障がい者世帯、傷病者

世帯で全体の約８割を占めています。被保護世帯の自立や安定した暮らしを実現するためには、被

保護世帯の状況に応じた適切な支援が必要です。

○ 施策の展開 

地域福祉を担うひとづくり 

①将来を担う子どもたちが、相手を思いやる気持ちを育んでいくことが重要であり、高齢者や障害

のある人など、支援が必要な人のことを理解する取り組みを推進します。

共に支え合う地域づくり 

①認知症や障がいのある人が、社会的に孤立することがなく、地域とのつながりを持ちながら、

安心して暮らし続けられるように、地域全体での支え合いを推進します。 

②地域福祉の推進を図るため、社会福祉協議会などと連携し、社会福祉法人間のネットワーク

づくりを推進します。

充実した福祉サービスを提供する仕組みづくり
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①避難行動要支援者名簿の作成と避難支援等関係者への情報提供を行い、地域での見守りや要支援

者の状況に応じた避難支援を推進します。

②災害発生時における避難行動要支援者の安全を確保するため、避難行動要支援者ごとに避難支援

の具体的計画を定める個別計画の作成を推進します。

③生活困窮者自立相談支援窓口を設置し、生活困窮者の早期把握や相談支援を行うとともに、生活

保護受給世帯や生活困窮者一人ひとりに応じた就労支援や家計相談支援など、自立に向けた支援

を推進します。

○ 主な指標 

福祉教育に関する講座を実施した小中学校の割合（％）

権利擁護や成年後見制度に関する研修会に参加した人数（人）

 生活保護自立支援プログラムを活用し、就労開始や生活が改善された世帯の割合（％） 

 「いちのせき生活困窮者自立相談支援センター」のプラン策定後の終結者数の割合（％）

○ 市民の参画 

地域福祉を担うひとづくり 

※高齢者や障がい者との交流、社会福祉協議会が行う福祉学習会などに参加し、支え合う心を育み

ましょう。 

共に支え合う地域づくり 

※自治会活動などに参加し、住民同士の交流を深めるとともに、あいさつ、見守り、互いの支え合

いなどを通じ、誰もが安心して生活できる地域づくりに努めましょう。 

充実した福祉サービスを提供する仕組みづくり 

※災害時に支援が必要となる人を把握するとともに、地域で行われる防災訓練等に参加しましょう。

 ※支援が必要と思われる人に対し、民生委員・児童委員や生活困窮者自立相談支援窓口に相談する

よう勧めるとともに、孤立しないよう見守りましょう。
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５－３ 高齢者福祉

○ 現状と課題 

①介護予防は状態が悪くなる前の元気なうちから取り組む必要があるため、普及啓発事業を継続し、

介護予防への関心を高める必要がある。

②平成 29 年度から高齢者の介護予防と日常生活の自立を支援する「介護予防・日常生活支援総合事

業」を実施しており、住民主体による場所づくりの充実に取り組んでいるが、事業への取り組みに

地域差が生じている状況である。

③高齢者がひとり暮らしや要支援・要介護状態になっても、住み慣れた地域で安心して、その人らし

い生活を送ることができるようにするためには,「地域包括ケアシステム」の構築が必要である。

④介護サービスだけではなく、地域の様々なサービスを活用した支援が必要になっている。

⑤高齢者の約８割は介護を必要としない元気な方たちである。元気な高齢者の方たちが生きがいと尊

厳を持ち、いつまでも健康に安心して暮らすことが可能となる社会の実現が求められている。

⑥シニア活動プラザを中心に元気な高齢者の社会参加、社会貢献活動を推進し、自らの生きがいづく

りにつなげていくとともに、健康長寿を実践するため活動が必要となる。

○ 施策の展開 

介護予防の推進 

①介護予防事業は、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防の取り組みを推進する観点から、

住民主体で参加しやすい介護予防の取り組みを推進する。

地域包括ケアシステムの構築 

①保健・医療・福祉・介護の関係機関・団体との連携のもと、医療、介護、予防、住まい、生活支

援サービスを組み合わせて継続的に切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の構築を進め

る。

生涯現役社会づくりの推進 

①明るく活力に満ちた高齢社会を築くため、高齢者自身がこれまで培った知識・技能を発揮し、積

極的な社会活動への参加と地域社会の中で活躍することができる環境づくりを推進していく。

②元気な高齢者が社会貢献活動に参加することで、自らの生きがいづくりにつなげるとともに、健

康の増進を図る。

○ 主な指標 

介護予防事業実施団体数（団体） 

生活支援コーディネーターの配置数（人） 

 認知症サポーターの養成者数（人）

 老人クラブ加入者数（人）



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

67 

○ 市民の参画 

介護予防の推進 

※生涯にわたり元気で暮らせるよう介護予防に取り組みましょう。 

※住民が自主的に運営する通いの場をつくり、参加しましょう。 

地域包括ケアシステムの構築 

※認知症に対する理解を深め、地域での見守り活動に協力しましょう。 

※閉じこもり防止のための声掛けを行いましょう。 

※地域で高齢者との交流の場を持ち、高齢者とのふれあいを通じ、福祉の心を育みましょう。 

生涯現役社会づくりの推進 

※自らの知識や技能、経験を活かし、地域活動や社会貢献活動に参加しましょう。 

※生きがいを持って生活できるよう、趣味やボランティア、老人クラブなどの活動に参加しましょ

う。 

※若者や地域との交流を持ち、自らが培ってきた生活文化を伝えましょう。
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５－４ 障がい者福祉

○ 現状と課題 

①障がい者施策には、障がいを理由とした不利益な取り扱いや虐待を受けることがなく、障がい者の

ニーズに応じた適切な支援を提供する仕組み、特に障がい者の相談支援体制の充実が求められてい

ます。

②特に、相談支援事業所が旧西磐井地区に偏在していることから、旧東磐井地区での相談支援体制の

拡充が必要となっています。

 ③障がいや発達に不安や心配のある子どもに、早期に必要な治療と指導、訓練を行うことにより、障

がいの軽減や生活能力の向上を図り、社会参加につなげていくことが必要です。

 ④障がい者が希望する地域で自立した生活を送るためには、就労の機会を確保し、経済的基盤の安定

を図ることが求められています。一般就労が困難な障がい者には、福祉的就労により生産活動の機

会を提供していく必要があります。

 ⑤障がい者が自ら希望する場所で安心して暮らしていけるよう、福祉サービスの充実及び障がい者の

生活を地域全体で支える体制の充実を図ることが必要です。また、障がい者が災害時においても安

全な生活が送れるよう避難支援体制の充実が求められています。

 ⑥障がい者の自立と社会参加の促進に向けて、ユニバーサルデザインの考え方に基づくまちづくりや、

市民それぞれが互いに尊重し合い相互理解を深めるよう、心のバリアフリーを進め、人にやさしいま

ちづくりを推進していくことが必要です。

○ 施策の展開 

権利擁護、相談支援体制の充実 

①障がいを理由とした差別や権利の侵害を受けることがないよう、成年後見制度等の権利擁護に関

する制度利用について広報、啓発に努めます。

②障がい者が自らの意思により必要とするサービスを安心して利用できるよう、相談支援体制の充

実に努めます。特にも中核的な役割を担う基幹相談支援センターの機能強化を図るとともに、一

関地区障害者地域自立支援協議会や関係機関との連携を推進します。

③自立に向けた必要な相談支援が行われるよう施設スタッフの確保、育成を図ります。

④障がい者虐待防止に関する啓発に努め、関係機関等と連携し障がい者虐待の早期発見と防止を推

進します。

ライフステージに応じた切れ目のない支援の提供 

①障がい児及びその家族に対し、障がいの疑いのある段階から身近な地域で生活できるように、地

域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない

一貫した支援を提供する体制の整備を進めます。

自立と社会参加の促進 
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①障がい者支援施設に入所している障がい者が、希望するアパートやグループホームまたは自宅等

で生活できるよう支援します。

②一関地区障害者地域自立支援協議会を中心として、学校、企業、ハローワーク等と連携し、福祉

施設での就労から一般就労への円滑な移行を推進します。

障がい者が安心して暮らせる地域づくりの促進 

①障がいの有無に関わらず地域で安心して暮らしていけるよう、災害発生時においても、生命、身

体の安全確保が図られる支援体制の整備に努めます。

②障がいの程度や種別に関わらず、障がい者が自立した生活ができるよう各種福祉サービスの充実

を図ります。

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

①障がい者やお年寄りをはじめ、誰もが社会参加できるよう、制度的、心理的なバリアを取り除き

ながら、交流活動を促進するとともに、公共施設のバリアフリー化や住宅改修への相談支援の充

実を図るなど、全ての人が安心して暮らせるユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。

○ 主な指標 

相談支援事業所数（事業所）

児童発達支援サービス利用者の割合（％）

福祉施設から一般就労への移行者数（人）

障害福祉サービス（日中活動系）の利用者数（人）

障がい者福祉まつりの参加者数（人）

○ 市民の参画 

権利擁護、相談支援体制の充実 

※研修会等に参加し、権利擁護や成年後見制度への理解を深めるとともに相談支援事業所等に気軽

に相談しましょう。

ライフステージに応じた切れ目のない支援の提供 

※保健、教育、医療等に関する講演会等に参加し、障がいや障がい者に対する理解を深め、交流の

輪を広げましょう。

自立と社会参加の促進 

※障がい者の自立と社会参加のために、就業機会の提供について理解を深め、協力し合いましょう。

※障がい者就労施設で作られた製品の利用（購入）や施設との交流などを通じ、障がい者の自立と

社会参加を支援しましょう。
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障がい者が安心して暮らせる地域づくりの促進 

※障がい者が地域で生活し社会に参加することができるよう、利用している福祉サービスや災害発

生時の対応等について理解を深め、互いに助け合い支え合う地域づくりを進めましょう。

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

※キャップハンディ体験や障がい者との交流を通じて思いやりの心を持ち、福祉のまちづくりを心

がけましょう。
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５－５ 健康づくり

○ 現状と課題 

①がん検診については、土日の検診や託児サービスの実施など、受診しやすい環境を整えるとともに、

未受診者への再通知（コール・リコール）を実施し、受診率の向上に努めています。しかし、国が

示す目標値の 50％には達していない状況です。

②脳卒中（脳血管疾患）の発症予防のためには、特定健診を受診し、生活習慣病の早期発見・早期治

療につなげることもが重要な取り組みですが、特定健診の受診率は伸び悩み、目標値には達してい

ません。

③特定健診の結果により、特定保健指導の対象者に該当した方には、特定保健指導を案内しています

が、参加者数が少なく特定保健指導の実施率が目標値に達していない状況です。

④脳卒中（脳血管疾患）による死亡率は、県と比較すると高い状況であり、平成 26 年から平成 28 年

にかけて緩やかに減少してきましたが、平成 29 年に上昇しています。

⑤平成 28 年度の特定健康診査の結果をみると、BMI と中性脂肪の有所見者の割合が国や県平均より

も高くなっています。また、血糖の有所見者の割合が増加傾向となっています。

⑥特定健診において、要医療と判定された方には、受診勧奨を実施していますが、未受診の方もある

ことから受診の必要性をわかりやすく説明するなど、受診に向けた保健指導を併せて行う必要があ

ります。

○ 施策の展開 

健康づくりの推進 

①特定健診、がん検診の案内の工夫や受診しやすい環境づくりに努め、受診率向上を目指します。

②特定健診の結果、特定保健指導の対象となった方に、生活習慣を見直し、健康づくりを継続して

取り組めるよう、保健師や栄養士が特定保健指導を行います。

生活習慣病の重症化予防 

①特定健診の結果、要医療と判定された方に対して、確実に医療機関を受診していただくよう、保

健指導や受診勧奨を行い、生活習慣病の重症化予防を推進します。

○ 主な指標 

  特定健診受診率（％）

 胃がん健診受診率（％）

 子宮がん検診受診率（％）

 肺がん検診受診率（％）

 乳がん検診受診率（％）

 大腸がん検診受診率（％）

 特定保健指導実施率（％）
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 特定保健指導の結果生活習慣等が改善した人の割合（％）

 特定健診結果の要医療者における医療機関受診率（％）

○ 市民の参画 

健康づくり活動の推進 

※特定健診やがん検診を定期的に受診し、生活習慣病の早期発見・早期治療に努めましょう。

※特定保健指導に積極的に参加し、生活習慣の改善に取り組みましょう。 

保健指導等の充実 

※検診の結果、要医療または要精密と判定された場合は、医療機関を受診し必要な検査や治療を受

けましょう。 
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５－６ 防災（治水、治山を含む）

○ 現状と課題 

①災害に強いまちづくりと安全で安心な市民生活の実現に向け、住民が円滑かつ安全に避難できるよ

う、消防・防災セミナーや避難所運営訓練などの機会を捉えて住民へ周知を図っていくことが必要

です。 

②避難所、避難場所は、人と人とが密になりやすい環境になることから、さまざまな感染症にかかる

リスクが高くなるため、感染症を考慮した避難所運営を行っていく必要があります。 

③災害が発生した場合でも、その被害を可能な限り抑えることが重要です。安全安心で災害に強いま

ちづくりを進めるため、地域防災計画に基づき、防災資機材や避難場所等を整備充実するとともに、

消防防災体制の充実と防災、減災対策を強化する必要があります。また、防災訓練等を通じて、市

民の防災意識の向上を図る取組も必要です。 

④災害に強いまちづくりと安全安心な市民生活の実現に向け、地域防災計画を見直し、その実効性を

高めるための訓練を継続して実施していくことが大切であり、地域防災力向上のため、災害に関す

る知識、技能を有する人材を育成することが重要です。また、応援協定等による協力体制の確立を

図るため、関係機関等との連携体制が必要となります。 

⑤大規模災害時には、物流が停止し食糧の調達が難しくなるため、食糧の備蓄を行う必要があります。

また、保存用非常食など、保存年限に応じた定期的な入れ替えが必要です。 

⑥自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で防災マップを全戸に配布していますが、内

容の変更などにより更新、配布が必要となります。また、外国人の住民や旅行者等への対応のため、

外国語に対応した災害時情報提供アプリ等の周知が必要です。 

⑦栗駒山の火山災害についての取組は、登山者の安全確保及び火山の異常現象等を早期に把握するた

め、平成 18 年度から火山ガスやその他の火山現象について、現地調査観測を実施しています。今

後も関係機関と連携を図りながら火山防災に対する防災体制を構築していくことが必要です。 

⑧市民に対し、さまざまな媒体により防災知識を普及、啓発することで、自助、共助の精神を養うこ

とが重要であり、市が発信する情報に限らず、住民自ら情報収集し、地域で連携して早期に行動を

起こすような意識の向上を引き続き図っていく必要があります。 

⑨市民に対し、さまざまな媒体により防災知識を普及、啓発することで、自助、共助の精神を養うこ

とが重要であり、市が発信する情報に限らず、住民が自ら情報収集し、地域で連携して早期に行動

を起こすような意識の向上を図っていく必要があります。 

⑩コミュニティＦＭ放送は、開局（平成 24 年４月）から８年が経過。市民を対象に毎年度実施して

いるアンケート調査（抽出調査）によると、聴取率・ＦＭあすも専用ラジオの設置率がともに７割

を超えており、市民生活にも徐々に浸透してきています。 

⑪アンケート調査（抽出検査）結果によると、いまだＦＭあすも専用ラジオを設置していない世帯が

約２割で、さらに災害情報や緊急情報をコミュニティＦＭで放送していることの認識がない世帯が

約３割であったことから、避難行動要支援者や高齢者世帯を中心に、緊急時にも役立つＦＭあすも

専用ラジオの設置とその活用に関する周知、啓発を継続して取り組む必要があります。 
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⑫東日本大震災の発生から年月の経過とともに、大震災等の経験や教訓が忘れられることがないよう

に、また、近年頻発する大型台風や集中豪雨など、災害規模が大規模化、広範囲化していることを

踏まえて、防災講演会やセミナーを通じ、命を守るための行動がとれるよう意識啓発に取り組む必

要があります。 

○ 施策の展開 

災害を防ぐまちづくり 

①避難所、避難場所については、住民が円滑かつ安全に避難できるよう周知徹底するとともに、豪

雨災害等の特性を踏まえた安全性の確保、移送手段の確保及び交通孤立時の適切な対応ができる

よう努めます。 

②さまざまな感染症対策を考慮した適切な避難所運営ができるよう努めます。 

災害に強いまちづくり 

①防災マップの公表や防災訓練の推進に取り組み、市民の防災意識の高揚を図るとともに、円滑な

実践行動につなげます。 

②市全体の危機管理に係る研修や訓練を実施し、危機管理体制の充実強化に努めます。 

③備蓄については、応急的に必要となる非常食等の備蓄と防災資器材の整備に努めます。 

④外国人の住民や旅行者等への対応のため、外国語に対応した災害時情報提供アプリ等の周知を図

ります。 

⑤ 関係機関と連携して栗駒山の火山対策を推進します。 

⑥防災行政情報システムのほかコミュニティＦＭ放送、防災メール等を活用し、市民に対し迅速か

つ確実に情報が伝わるよう努めるとともに、住民自らが情報収集を行い、地域で連携し早期に行

動を起こすよう普及啓発に努めます。 

地域防災活動の充実 

①市民の生命、身体、財産を保護するため、関係機関と密接な連携を図りながら、地域防災計画の

見直しを図り、その計画に基づいた円滑な防災対策の実施に努めます。 

②市民の防災意識の高揚を図るとともに、自主防災組織の結成の促進と訓練の充実、防災リーダー

の育成強化に取り組みます。 

③自分で行う災害に対する備えや災害発生時の基本行動など、必要な防災知識の普及啓発に努めま

す。 

○ 主な指標 

  コミュニティＦＭ放送で災害情報や緊急情報を聴いたことがある世帯（％）

 コミュニティＦＭ放送を聴いている世帯（％）

 専用ラジオを設置している世帯（％）

防災指導員数（人） 
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○ 市民の参画 

災害を防ぐまちづくり 

※家庭や職場における災害時の避難所や避難場所、避難ルートを日ごろから確認しておきましょう。

※感染症に対する知識を深めましょう。

災害に強いまちづくり 

※災害時の行動について、家族で話し合っておきましょう。 

※訓練や講習会に参加し、防災に対する知識を深めましょう。 

※災害に備え、家庭では概ね３日分の食料、飲料水を備蓄しておきましょう。 

※防災マップを活用し、日ごろから災害時の対応について確認しておきましょう。 

※いざという時の防災情報の把握に役立つよう、日頃からコミュニティＦＭ放送等を活用しましょ

う。 

※いちのせきメールに登録するとともに、必要な防災情報を自ら情報収集しましょう。 

地域防災活動の充実 

※市や地域の自主防災組織が行う研修や訓練に参加し、地域防災力の向上に努めましょう。
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５－７ 消防、救急・救助

○ 現状と課題 

①火災に備える体制を整えるため、地域における消防拠点施設の整備、火災の態様に応じた消防車両

や資機材の更新、消防水利の確保等に努め、消防力の強化を図ることが必要です。

②平成 27 年から令和元年までの過去５年間の火災発生状況の平均値は、火災件数 48 件、焼損棟数

48 棟、死傷者 12 人となっています。

③平成 27年から令和元年までの火災による死者は12人で、９人が65歳以上の高齢者となっており、

今後さらに高齢化率が高くなっていくことから、市民の生命、財産を火災から守ることがますます

重要です。

④火災は予防が基本であることから、市民の火災予防の意識を高めるため、防火知識等の普及啓発を

図る必要があり、そのため、自主的な防火組織の育成が必要です。

⑤高齢化の進行に伴い救急需要の増加が見込まれることから、救急業務の高度化に継続的に取り組み、

医療機関との連携を一層強化する必要があります。また、救急車が到着するまでの間の応急手当が

重要であることから、応急手当に対する住民の意識を高め、感染防止対策を講じながら自動体外式

除細動器（ＡＥＤ）を活用した救命講習による救命処置の普及啓発を図ることが必要です。

⑥救急業務の高度化には、救急隊員の教育訓練に加え、高規格救急自動車及び高度救命処置用資器材

の更新整備を推進し、救急体制を充実させることが必要です。

⑦近年、異常気象に伴う大規模な自然災害（豪雨、土砂災害、地震等）の発生や複雑多様化する事案

に対応していくため、救助活動に必要な車両や資機材の充実、隊員の育成を推進し、救助体制の充

実を図ることが必要です。

○ 施策の展開 

消防力の強化 

①複雑多様化する火災等の災害に対応できるよう、消防車両、消防資機材を計画的に整備します。

②消防屯所等地域における消防活動拠点施設の計画的な整備を進めます。

③消火栓や防火水槽など、消防水利の計画的な整備を進めます。

④複雑多様化する災害に対応するため、消防団員等の確保と育成強化を図ります。

予防体制の強化 

①市民の火災予防の意識を高めるため、防火知識等の普及啓発を図ります。

②市民の生命、財産を火災等から守るため、消防団、婦人消防協力隊及び自主防災組織等と連携を

図りながら火災予防に努めます。

③高齢者を火災から守るため、民生委員やホームヘルパー等の協力を得ながら、高齢者等を対象と

した防火指導を図ります。

④住宅火災による死傷者を防止するため住宅用火災警報器の設置促進及び住宅用消火器をはじめ

とした住宅用防災機器等の普及促進など、住宅防火対策の推進を図ります｡
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救急、救助体制の充実 

①メディカルコントロール体制（医師による指導、助言及び教育体制）のもと、救急医療機関との

密接な連携により、救急業務の高度化に努めます。

②救急救命士及び救急隊員の計画的な育成と教育訓練の実施を推進するとともに、高度救命処置を

適切に提供するため、高度救命処置用資器材や高規格救急自動車等の計画的な整備を進めます。

③救命率を向上させるには、バイスタンダー（発見者などその場に居合わせた人）による応急手当

が重要なことから、感染防止対策を講じながら応急手当に関する啓発活動に取り組むとともに、

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を活用した救命講習による救命技術や知識の普及啓発に努めます。

④救助隊員の充実強化のため、専門的な知識や高度な救助技術の習得に向けた、隊員の計画的な教

育訓練を実施します。

⑤複雑多様化する事案に対応するため、救助資機材の計画的な更新整備を図ります。

⑥大規模災害に対応するため、緊急消防援助隊登録隊員の教育訓練を充実し、緊急消防援助隊の受

援と応援体制の整備を図ります。

○ 主な指標 

普通救命講習、上級救命講習及び救命入門コースの修了者数（人） 

○ 市民の参画 

消防力の強化 

※消火栓、防火水槽などの消防水利や消防施設の周りには消防活動の障害となるものを置かないよ

うにしましょう。

※消防団への入団を促進し、消防団活動に協力しましょう。

予防体制の強化 

※防災知識を高め、普段から火災予防を心がけましょう。 

※防災組織の活動に自主的に参加するなど、火災予防に取り組みましょう。 

救急、救助体制の充実 

※心肺蘇生法や自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用方法などの応急手当を身につけるようにしま

しょう。 



【資料№25-1】

令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

78 

５－８ 防犯・交通安全・市民相談体制

○ 現状と課題  

①防犯については、明るく住みよい地域社会の実現に向けて、「自分たちの地域は自分たちで守る」

という意識のもと、防犯意識を普及するための啓発活動や地域安全運動を積極的に推進し、各種犯

罪の防止に努めていくことが必要です。

②女性や子供への声掛け事案や高齢者の被害が目立つ特殊詐欺被害を未然に防ぐため、啓発や見守り

活動が必要です。

③防犯及び交通安全対策については、行政だけでなく防犯協会、交通安全協会、交通安全母の会等住

民組織による活動を助長しながら、市民ぐるみの体制づくりが必要です。

④本市の令和元年の交通事故の発生件数は 158 件、死傷者数は 196 人で年々減少傾向にあり、いずれ

も平成 28 年度に制定された第３次交通安全計画の目標を達成している。しかしながら、高齢者の

交通事故の増加が全国的にも大きな問題となっているなか、本市においても交通事故者数に占める

高齢者の割合が高くなっています。

⑤交通事故を減らすためには交通安全思想の普及が不可欠であり、運転者や歩行者等の交通安全マナ

ーの向上など、交通安全対策を強力に推進することが必要です。

⑥特に、児童生徒への交通安全教育の推進、高齢者の交通事故防止対策の強化を図ることが重要です。

⑦また、重大事故が多発している危険個所の点検や改良など、道路管理者と協議しながら、交通安全

施設の整備充実を図ることが必要です。

⑧社会の急激な変化は、生活環境やライフスタイルを大きく変容させ、これに伴って、市民が直面す

る問題も多種多様となっている。日々の暮らしの中で発生する問題に対し、各種関係機関、関係団

体などと連携しながら、相談ニーズを把握し適切な助言に努め、市民が安心して暮らせる環境づく

りを進める必要があります。

⑨市内においても、悪徳商法や特殊詐欺の被害が発生しており、こうした被害に遭わないため、消費

生活出前講座の開催など消費者教育推進が必要です。

⑩また成人年齢の引き下げに伴い、児童・生徒、若年層への消費者教育の必要性が高まっています。

○ 施策の展開 

防犯体制の整備 

①市民の防犯に対する意識の高揚を図るとともに、防犯体制の強化と地域ぐるみによる防犯活動の

展開を進めながら、犯罪のない、安全なまちづくりを目指します。

②市民一人ひとりの防犯意識を高めながら、市民ぐるみの防犯活動を推進します。

③警察署や防犯協会、防犯ボランティアなど関係機関、関係団体と連携を密にしパトロール活動や

情報交換を行うなど、地域が一体となった防犯活動を展開します。

④非行防止、犯罪防止活動の啓発を図るとともに、防犯教育の実施など、防犯に関する意識の向上

に努めます。

⑤防犯協会が防犯パトロールに使用する青色回転灯装着車の維持管理経費及び車両導入費用の一
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部を補助するなど、防犯パトロール活動を支援し、犯罪のない安全安心なまちづくりを推進しま

す。

⑥自治会等の防犯灯維持管理費用を補助するなど、交通安全と犯罪防止に努めます。

交通安全対策の推進 

①警察署、交通安全協会などの関係機関や団体と協力し、幼児から高齢者までを対象とした交通安

全教室を通じて、交通安全意識の高揚を図ります。

②交通安全協会、交通安全協会分会や交通安全母の会など、交通安全推進団体との連携強化に努め、

交通安全対策を推進します。

③交通安全を繰り返し呼び掛けることにより、市民一人ひとりの交通安全意識の高揚を図ります。

④交通事故等危険個所の把握に努め、信号、交通標識、横断歩道、カーブミラー等の安全施設の設

置や道路整備を進めます。

市民相談体制の充実 

①日常のさまざまな問題解決の糸口として、法律相談、行政相談、多重債務者相談等の市民相談を

行います。

②消費生活センターにおいては、消費生活をめぐるさまざまなトラブルから消費者を保護するため、

相談体制を維持します。

③消費者被害未然防止に向けた講座、講演会などによる啓発活動や学校、地域、家庭等における消

費者教育の推進を目指します。

○ 主な指標 

刑法犯発生件数（件） 

  交通事故発生件数（件）

  消費者講座の参加者数（人） 

○ 市民の参画 

防犯体制の整備 

※防犯への理解を深め、防犯パトロールに参加するなど、地域ぐるみの防犯活動に取り組みましょ

う。

※防犯連絡所を設置し、防犯活動に協力しましょう。

※高齢者や子どもの見守り活動に取り組みましょう。

※特殊詐欺被害防止に係る出前講座などの啓発的取り組みに引き続き対応参加しましょう。

交通安全対策の推進 

※交通ルールを守り、交通安全に心がけましょう。 

※交通安全教室、交通安全協会、交通安全母の会の活動など交通安全への取組に参加しましょう。 
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※交通事故ゼロの運動を地域ぐるみで展開しましょう。 

市民相談体制の充実 

※悪徳商法、特殊詐欺などの被害を未然に防止するため、地域での消費生活講座等に参加しましょ

うの開催などに取り組みましょう。 

※高齢者が被害に遭わないよう、家族や近隣住民が連携し、日頃から声掛けなどに努めましょう。 
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1
第３回

スタッフ会議
意見 農政課 1-1 1-1-1 魅力ある農林業と担い手づくり ○

一番重要な課題としては、農業所得が低いということ。
それに伴って、最も注力すべきことは、農産物のオリジナルブランドの
確立や販路拡大、６次産業化、高付加価値を付けた商品開発を
行って、農業所得を高めることだと思う。
そういった新規就農者を増やすことにつながるような取組をしていくこ
とを施策の展開に盛り込んで欲しい

① ご意見を受けて、1-1-1の「現状と課題」を修正しました。 ○

2
第３回

スタッフ会議
意見 農政課 1-1 1-1-1 魅力ある農林業と担い手づくり

農業に興味を持った人（就農目的や新規就農者だけでなく）、市内外
から農業を行いたい人・興味のある人にとって広く相談できる窓口を
作った方がよい。そのことについて施策の展開に盛り込んでほしい。

③

当面、以下のような既存の枠組みの中で対応していきたい。
　・新規就農ワンストップ相談窓口
　・移住コーディネーターによる農地付空き家の物件紹介
　・ＪＡの園芸に興味がある方の相談会等

3
第１回
審議会

意見 農政課 1-1 1-1-1 魅力ある農林業と担い手づくり

　農林業の振興のため従事者の所得向上が必要との認識は同じで
す。
　そのために、基盤整備、集約化して、最新鋭の機械を導入すること
で労働生産性を向上させる取り組みを行っています。と同時に、消費
者が求める農産品を生産して差別化を図る農業技術開発と技術の
市内農家への普及、ブランド化して販路を構築することで利益率を向
上させる取り組みが必要です。所得の向上が就農者を支え、新規就
農者を呼び込みます。
　所得向上に向け、ＪＡの各生産部会の出荷額を、各部会に所属す
る専業従事者数で割った数値を、所得向上の傾向を捉える指標にで
きるのではないでしょうか。

①

所得に関する指標としては、一定の所得要件のある認定農
業者を増やすことを目標とし、指標としたいと考えておりま
す。
認定農業者新規農業者数を指標項目に追加しました。

○

4
第１回
審議会

意見 農政課　 1-1 1-1-4 農村コミュニティの活性化

「現状と課題」で農村コミュニティの維持が懸念されていて、農村資
源の素晴らしさを再認識し、その活用を図っていくことが求められてい
ることが挙げられている。それに対する施策の中で地域の特色を生か
した交流人口の拡大を図るとあるが、それに対する指標項目が
ニューツーリズム関連しかないのはおかしいのではないか。例として、
農村コミュニティの活性化では、農業用水路の泥上げ作業への参加
率を指標として、参加率を増やしていくことが農村コミュニティの活性
化に繋がるというのもあると思う。具体的な指標項目に考え直しても
良いのではないか。

③
ﾆューツーリズム関連を指標としておりますが、農村コミュニ
ティの活性化の具体的な指標項目として他の項目に考え直
すことについては、今後検討してまいります。

5
第１回
審議会

意見
農政課
地産地消・外商課

1-1 1-1-5 農林水産物の生産、販売支援

一関ブランドの確立には大賛成です。しかし、市場に良品を安定供給
することでのブランド化は出荷価格の安定に向けた効果を予想させる
ものの、価格向上のためにはエンドユーザーを意識した農産物の生産
が必要です。色や形だけではなく、食品成分分析をしながら生産技術
を開発し、他の産地と差別化できる商品を提供できれば農業所得向
上が期待できます。県南技研に新型の食品分析機を導入する予定
だと聞いています。農産品のみならず農商工連携で新商品を開発す
る取り組みにも活用できると思います。
　食品分析による差別化商品開発への取り組み件数を、指標にでき
るのではないでしょうか。

③

現在、６次産業化事業化件数や、研究機関等との共同研
究数を指標にしており、食品分析による差別化した商品開発
への取り組み件数を指標にすることについては、今後検討し
てまいります。

6
第３回

スタッフ会議
意見 農地林務課 1-1 1-1-6 森林の適正管理と利活用

農林水産業とあるが林業に向けての取り組み内容が無い。農地も集
落営農で土地を寄せてみんなで機械を買っているが、林業も山を寄
せて機械を買ってやっていかないと山が放置されたまんまになってし
まう。林業の取組についてもっと施策の展開に盛り込んでほしい。 ④ 1-1-6の「施策の展開」②③で取り組んでいきます。 ○

7
第３回

スタッフ会議
意見 農地林務課 1-1 1-1-6 森林の適正管理と利活用

山形県最上町では、町で山を借り（買い？）上げて森林の管理を行っ
ている。個人では管理が難しくなっているので、一関も山を買い上げ
て、管理（委託）して行ってはどうか。所有者と管理者をマッチングで
きる仕組みがあればよいのではないか。 ④ 1-1-6の「施策の展開」で取り組んでいきます。 ○

1 ページ
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8
第１回
審議会

意見 農地林務課 1-1 1-1-6 森林の適正管理と利活用

　林業も農業と同様に外国産材に押されて国産材の価格が下落し、
新たな資本やコストの投下を見送られ、放置された森林が目立ってい
ます。市面積の60％を占める山林への対策も農業と同様に、基盤整
備と集約化をして最新鋭機械の導入を可能にし、労働生産性を向上
させる策を講じると同時に、木材をカスケード利用して価値を最大化
すること、地元産材の利用拡大策を講じて木造住宅の増加とそれを
造る職人への技術継承をして、建物や景観を一関の文化に高めるこ
とが林業の持続性を高めると考えます。
集約された森林整備を受託する法人や組合の数か従業員数を指標
にできないでしょうか。

③

　これからの林業を考えた場合、当市の林業の競争力を強
化する（培う）とともに、持続可能で安定的な林業経営が重
要と捉えており、そのためには森林整備に取り組む林業経営
体数や従業員数の確保が必要と考えております。
　しかしながら、森林の適正管理の指標としては、その数より
も、林業経営体間の連携と情報共有が生み出す事業量の
拡大が肝心であると思われることから、森林整備を実施した
間伐面積を指標として位置けることが適当と考えるもので
す。

9
第１回
審議会

意見 農地林務課 1-1 1-1-6 森林の適正管理と利活用

現在の森林は前世代の方々の投資により残された資産です。現世代
は次世代に資産を残すためにも、伐採適期を迎えた木を順次伐採し
て再造林して健全な森林環境を維持しなければなりません。その取り
組みが森林の有する多面的機能を最大限に活かすことになり、水害
や土石流などの災害を防止し、地球環境保全や多様な生物の棲み
分けができる環境をつくり出すことになります。
一定面積以上の伐林後には植林を義務付け、森林環境譲与税を活
用して苗代や植林費用を補助する条例を検討いただきたい。
　　間伐実施面積だけではなく、再造林実施面積を指標に加えては
いかがでしょうか。

① 指標項目に「再造林面積」を追加しました。 ○

10
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-2 1-2-1 工業の振興

ワーケーションの取組について一関で何ができるか提案することを施
策の展開に盛り込んでほしい。

⑤
地域おこし協力隊制度を活用し、ワーケーションを推進して
いくため、現在募集活動を進めています。 ○

11
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-2 1-2-2 ものづくり人材の確保と育成

高専・県南技研を活用して、企業連携や内発型の取組を進めていく
ことを施策の展開に盛り込んでほしい。

④
1-2-3
「地域内発型産業の振興」の施策の展開に同内容を含んで
おります。

○

12
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-2 1-2-2 ものづくり人材の確保と育成

小中学生徒に対して、地元企業のＰＲできる場を設けて欲しい。人づ
くり・人材育成が大切なので、小中学生徒に対してＰＲしていくような取
り組みを施策の展開に盛り込んでほしい。 ⑤

以下の事業として現在取り組んでいます。
　○小学生お仕事体験
　○ワクワクWork展

○

13
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-2 1-2-3 地域内発型産業の振興

一関の工場は下請け企業の比率が高い。研究開発型の地場企業を
育成していくような取り組みを施策の展開に盛り込んでほしい。

⑤
以下の事業として現在取り組んでいます。
　○新製品・新技術開発補助事業
　○地域企業経営強化支援事業

○

14
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-2 1-2-4 企業誘致の推進 ○

工業施策に関する専門職の配置が必要ではないか
　企業誘致に特化するだけではなく、地域内発型や企業誘致をすべ
てに検討できるようなバランスの取れた施策を行える専門職を配置し
てほしい。工業関係の専門職（スペシャリスト・コーディネイト・マッチン
グ・マーケティング・アドバイザー）が必要である。長く働ける専門職が
いれば、職員が異動しても問題ない。
工業施策実現に特化した専門職の配置に関して、施策の展開に盛り
込んでほしい。

③
工業施策に関する専門職の配置については、定員適正化
計画及び歳出予算との兼ね合いを図りながら、専門職の配
置の必要性について検討していきたい。

15
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-2 1-2-4 企業誘致の推進

後期基本計画５年間で工業団地の整備を検討するだけではなく、着
手して欲しい。
その点を踏まえた施策の展開にして欲しい。 ④

他の自治体の動向等を注視し、企業誘致の推進について施
策の展開に記載しています。 ○
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16
第３回

スタッフ会議
意見 商政課 1-3 1-3-1 商業、サービス業の振興

高齢化を考えた場合、交通弱者対策を考えたほうが良い。商店街に
いけるような交通体系だけでなく、交通弱者向けの商いや出張販売
なども検討していくように施策の展開に盛り込んでほしい。

⑤
以下の事業により現在取り組んでいます。
・買物支援ガイド作成事業 ○

17
第３回

スタッフ会議
意見 商政課 1-3 1-3-２ 商店街の活性化 ○

最重要課題は、地域商店街の衰退・空き店舗の増加である。人との
コミュニケーションを重視した商い（商店街）の仕組みを作っていくこと
を施策の展開に盛り込んでほしい。 ⑤

以下の事業により現在取り組んでいます。
・商店街活性化事業補助金 ○

18
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-4 1-4-1

関係機関との連携による就業支
援 ○

重要な課題として、高校生や若者の地元就職率（Ｕターン等）が低
い。
子どもたちには、地元企業の活動や取り組みを知る場を設けることが
必要であり、先生・保護者など大人への説明も必要。また、地元企業
がＰＲする機会がが少ないと感じる。そういった知ってもらう場や機会
が必要であるので、地元企業を知っていく場を作っていくこを施策の
展開に盛り込んでほしい。

⑤

以下の事業として現在取り組んでいます。
　○就職ガイダンス
　○大学生等事業所見学バスツアー
　○少人数対応企業見学会
　○中東北専門技術人材確保支援事業
　○いちのせきしごと発見フェア

○

19
第３回

スタッフ会議
意見 工業労政課 1-4 1-4-1

関係機関との連携による就業支
援

ＰＲする企業側も企業説明がうまい人や興味持つような話し方も必要
ではないか。企業のプレゼンなどの人材育成をしていくような取組を施
策の展開に盛り込んでほしい。 ⑤

以下の事業として現在取り組んでいます。
　○情報発信力向上勉強会 ○

20
第３回

スタッフ会議
意見 観光物産課 1-5 1-5-１ 観光資源の発掘及び活用

自然を生かした観光地だけではなく、文化を生かした観光地を作って
いくため、新しい観光資源（文化・偉人）を創造していくことを施策の展
開に盛り込んでほしい。

④ 1-5-1の「施策の展開」の②に同内容を含んでいます。 ○

21
第３回

スタッフ会議
意見 観光物産課 1-5 1-5-１ 観光資源の発掘及び活用

冬の一関の観光地を検討するわけではなく、創造して欲しい。その観
点で、施策の展開に盛り込んでほしい。

④ 1-5-1の「施策の展開」の②に同内容を含んでいます。 ○

22
第３回

スタッフ会議
意見 観光物産課 1-5 1-5-1 観光資源の発掘及び活用

一関検定などがあれば良いのではないか。

⑤

平成27年度から、一関もち食推進会議にて「もちマイスター
検定」を実施しています。
そのほかの観光資源についても実施できるかどうか検討を行
います。

○

23
第３回

スタッフ会議
意見 観光物産課 1-5 1-5-3 受け入れ態勢の整備 ○

重要課題は、観光地での環境整備（Wi-Fi）である。
観光地へのＷｉ-Fi整備を施策の展開に盛り込んでほしい。

⑤
以下の事業を現在実施しています。
　・「インバウンド推進Ｗｉ－Ｆｉ整備事業」 ○

24
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-1 2-1-1 多様な交流活動の推進 ○

姉妹都市、友好都市など交流自治体と、一層の連携強化を図ってい
くことを施策の展開に盛り込んでほしい。

④ 2-1-1の「施策の展開」の①②に同内容を含んでいます。 ○

25
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-1 2-1-2 外国人にやさしいまちづくり ○

外国人にやさしいまちづくりとして、市内在住の外国人のニーズ（困っ
ていること）を吸い上げる仕組みをつくることや、直接聴く機会を設ける
ことを施策の展開に盛り込んでほしい。

① ご意見を受けて、2-1-2の「施策の展開」の①を修正しまし
た。 ○

26
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-1 2-1-2 外国人にやさしいまちづくり ○

国際交流関係団体との連携を強化し、異なる文化を持つ人々との共
生を推進していくこと施策の展開に盛り込んでほしい。

④ 2-1-2の「施策の展開」の①に同内容を含んでいます。 ○
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27
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-1 2-1-2 外国人にやさしいまちづくり

国際交流に係る具体的な施策や実施にあたっての目標は、国際交
流協会の活動のベースを基準に策定してはどうか。

④ 2-1-2の「施策の展開」の①に同内容を含んでいます。 ○

28
第１回
審議会

意見 まちづくり推進課 2-1 2-1-2 外国人にやさしいまちづくり

「現状と課題」にＩＬＣ誘致後の外国人の受け入れについて、国際交流
団体が主体的に役割を果たすとあるが、国際交流団体だけでは荷が
重いのではないか。国際交流団体は、主に外国人とのコミュニケー
ションなどソフト面の支援はできると思うが、受け入れにあたっての住
居だったり、生活インフラについての支援の役割について、その他の団
体で担えるものを整理して記載したほうがよいのではないか。

① ご意見を受けて、2-1-2の「現状と課題」を修正しました。 ○

29
第３回

スタッフ会議
意見 道路管理課 2-2 2-2-3 安全安心で快適な道路環境づくり ○

道路に関する情報を整理し、市で発信する情報の検討を進めて欲し
い。例えば、維持管理の計画や使用許可手続きの方法など、どのよう
なニーズがあるのか、現在はどういう情報が発信されているのかなど
総合的な発信方法の検討。また、withコロナ、afterコロナの観点か
ら、道路を活用した賑わい創出を促すような情報発信ができればよ
い。
道路に関する総合的な情報を発信するような取り組みの検討を施策
の展開に盛り込んでほしい。

③

まずは、市政全体の戦略的な情報発信のあり方を2-4-2
（地域情報化）で盛り込み、盛り込んだ内容に沿う形で、道
路についても情報発信を行っていきたいと考えてます。

30
第３回

スタッフ会議
意見 道路管理課 2-2 2-2-3 安全安心で快適な道路環境づくり ○

道路の草刈は誰が行うのかなど、今後長期的な視点で道路の維持
管理について検討する土台作りの後期基本計画の期間であってほし
い。
これから先の道路の維持管理を検討していくような取り組みを施策の
展開に盛り込んでほしい。

④ 修正した2-2-3の「施策の展開」の②の「道路環境の適正な
維持管理」に含まれるものと捉えています。 ○

31
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-3 2-3-1 公共交通機関の充実 ○

運行時刻や路線の見直しを通じた利便性の向上、一ノ関駅を中心に
市役所や病院、商業施設を循環するバスの導入を施策の展開に盛り
込んでほしい。

④ 2-3-4の「施策の展開」の①に同内容を含んでいます。 ○

32
第１回
審議会

意見
都市整備課
政策企画課

2-3 2-3-2 一ノ関駅周辺の整備

一関商工会議所で開催している100人委員会でまちづくりを考える中
で、駅東口の開発を市がどう考えているのかが専らの関心である。後
期基本計画5年間の間、ＮＥＣ跡地が放置されたら、一ノ関駅の玄関
口が幽霊屋敷のようになってしまう。駅東口について、ＩＬＣに絡んでい
るから先送りということではなく、理想としている姿について提示して欲
しい。

③

一ノ関駅周辺の施策については、分野横断的な対応が必要
となることから、分野別計画ではなく、重点プロジェクト１「ま
ち・ひと・しごとの創生」の施策の展開（１）人が集うまちづくり
の内容を基本として取り組んでいきます。

33
第１回
審議会

意見
都市整備課
政策企画課

2-3 2-3-2 一ノ関駅周辺の整備

東口開発、まちづくりプランを市民に早く示していけるよう検討に着手
していただきたい。現状を３年間も放置すれば痛みも進み、まちの玄
関口が廃れた顔になることは市の印象を悪化させ、市民の落胆に繋
がる。夢のある東口プランこそが後期基本計画の命題となっていくと
期待している。

③

一ノ関駅周辺の施策については、分野横断的な対応が必要
となることから、分野別計画ではなく、重点プロジェクト１「ま
ち・ひと・しごとの創生」の施策の展開（１）人が集うまちづくり
の内容を基本として取り組んでいきます。

34
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-3 2-3-3 生活交通の維持確保 ○

１便平均利用者が２人未満のバス路線について、デマンド型乗合タク
シーの導入を含めた再編の検討を施策の展開に盛り込んでほしい。
デマンドバス（タクシー）であれば、無駄は少なくなるので、全国の事例
等も収集して活用して欲しい。 ④ 2-3-3の「施策の展開」の③に同内容を含んでいます。 ○

35
第３回

スタッフ会議
意見 広聴広報課 2-4 2-4-2 情報の受発信と共有の促進 ○

行政情報を市の広報媒体（広報紙、ホームページ、市政情報番組な
ど）で受発信することのほかに、これがあれば、市内の情報が手に入
るようなツール、仕組みをつくることを施策の展開に盛り込んでほし
い。

③

既に市からは広報誌の他にＳＮＳ（ホームページ、Ｔｗｉｔｔｅｒ
及びｆａｃｅｂｏｏｋ）による情報発信を行っているほか、ＦＭあす
もによる市政情報番組での周知を行っている。このことから、
新たな情報発信の仕組みの構築ではなく、既存の情報発信
ツールに対する認知度を高めていく。

4 ページ



第1回総合計画審議会及び第３回まちづくりスタッフ会議の意見・質問に対する対応 【各課対応番号】
①施策の展開に反映　②市民の参画に反映　③意見に対するコメント
④既に分野別計画に記載している　⑤既に事業として実施している

【資料№25-2】
令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

№ 提出 質問・意見区分 担当課 施策 単位施策番号 後期単位施策

重要意見
（スタッフ会議で
決めた特に反映
して欲しい意見）

意見内容 各課対応 備考
分野別計画

へ
反映済

36
第３回

スタッフ会議
意見 広聴広報課 2-4 2-4-2 情報の受発信と共有の促進 ○

市民の情報収集手段が年代別にどうなっているのか、どういう情報を
入手しているのかを分析し、情報の種類によって、どう発信しているの
かをまとめること。そして、情報が欠けている部分に対して、情報を伝
える手段、仕組みを作ることを施策の展開に盛り込んでほしい。

③

ご意見のとおり市民の情報収集状況の把握は必要であると
考え、アンケートによる広報の購読状況、ホームページのタ
イトル別閲覧数及びｆａｃｅｂｏｏｋのリーチ数などの把握を行っ
ている。市からの様々な情報を効果的に市民と共有していく
ためには、広報や既存のＳＮＳ（ホームページ、Ｔｗｉｔｔｅｒ及び
ｆａｃｅｂｏｏｋ）による情報発信ツールに対する認知度を高め
ていく。

37
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-5 2-5-１ 地域づくり活動の啓発と意識醸成 ○

地域づくりは、話合いの場を作ること。市全体、各地域全体のほか、
自治会などの小さなコミュニティにおいても場を作る必要がある。場を
作っていくような取り組みを施策の展開に盛り込んでほしい。 ⑤

以下の事業を現在取り組んでいます。
　・市民活動推進事業 ○

38
第３回

スタッフ会議
意見 まちづくり推進課 2-5 2-5-2 地域づくり活動の支援 ○

ハードの整備や団体への補助金ではなく、人材や風土を育てるため
の支援（ソフト面）の充実を施策の展開に盛り込んでほしい。

⑤
以下の事業を現在取り組んでいます。
　・市民活動推進事業 ○

39
第１回
審議会

意見 まちづくり推進課 2-5 2-5-2 地域づくり活動の支援

コミュニティの基盤となる自治会等の果たす役割が重要であり、具体
的にどう進めるのかのイメージが大事である。コミュニティ活動の拠点
整備を支援し　自主的な地域づくり活動を支援するという施策の指標
項目が補助金の活用団体数となっているのはイメージがないからでは
ないか。補助金を出すことがゴールではなく、地域自治会そのものが
活性化することが求められているので、補助金を使わない自治会の
自主的な活動をどう促進するかを考えないと地域が終わってしまう。
補助金があるから活動するのではなく、自主的に活動するようなこと
を考えて、その数値を指標項目として拾っていかないといけないので
はないか。

③ 2-5-2地域づくり活動の指標について見直しを検討します。

40
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 2-6 2-6-1 移住定住の促進 ○

良縁をつくるために金銭的な支援や物理的な場所の提供などの支援
を充実すること。定型・定例にならず実証的で柔軟な支援体制をつ
くっていくことを施策の展開に盛り込んでほしい。
関連して、 移住者を受け入れる側と、移住する側の相互の気持ちが
分かり合える場があると、よりよい関係が作れると思う。マッチング、話
し合う場は必要である。

③

・現状では、いちのせき暮らし体験ツアーなどを通じてマッチ
ングを行っているが、移住希望者個々に地域を絞っての受
入れ側との交流は行っていません。
・移住者が交流する機会などを作る取組や移住者を受け入
れる体制づくりについて、他の事例の研究を行いながら取り
組んでいきます。

41
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 2-6 2-6-1 移住定住の促進 ○

空き家について把握調査することと、空き家バンク制度を周知していく
ことが必要。

⑤

今後も、空き家相談会を実施し、空き家の把握や所有者の
相談に応じていきます。
また、空き家バンク制度については、今後も周知を徹底して
いきます。 ○

42
第１回
審議会

意見 いきがいづくり課 2-6 2-6-1 移住定住の促進

移住定住の促進は、住んでいる住民が住み続けたいと思えるように、
移住者や関係人口などの新しい視点を取り入れることを目的として指
標項目を出していくのに対して、結局、移住者の数が何人でしたで終
わる指標はもったいないと思った。移住した人の中で何人が満足して
いるのか、住み続けたいと思っているのか、良い市だと思っているのか
というところまで掘り下げた指標としてはどうかと思う。

③

・満足度を測る項目の決定が必要であり、客観的に状況を
把握するためにどのような内容とするかなどの検討も行う必
要があると捉えます。今後の指標検討の意見として承りま
す。

43
第３回

スタッフ会議
意見 子育て支援課 3-1 3-1-1

妊娠、出産、子育て支援の充実と
環境づくり ○

市の子育て支援施策全体を見て横のつながりを作る人が欲しい。
様々な分野の間を細やかに動けるコーディネーターがいれば繋がりや
すいと思う。コーディネーターを育成するような取り組みを施策の展開
に盛り込んでほしい。 ⑤

以下の事業を現在取り組んでいます。
　こどもセンター設置 ○

44
第３回

スタッフ会議
意見 子育て支援課 3-1 3-1-1

妊娠、出産、子育て支援の充実と
環境づくり

ＩＣＴを使う情報発信について、施策の情報、手段はたくさんあるが、こ
れさえ見れば良いというような情報の一元可的な取り組みを施策の
展開に盛り込んでほしい。

⑤
現在、「いちのせき子育てガイドブック」電子ブック版を市ホー
ムページに掲載しております。 ○
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45
第３回

スタッフ会議
意見 学校教育課 3-2 3-2-1 教育内容の充実 ○

学校のレベル（学力、部活、スポーツ等）が市内どこでも同じ水準（小
規模、大規模かかわらず）であれば良いと思う。教育水準の統一化を
施策の展開に盛り込んでほしい。
学校の教育レベルの差を無くす方向でいって欲しい。

⑤

・学習面については、市作成の「授業改善パンフレット」を活
用した「わかる授業づくり」の推進や、市全体で「 山メソッド」
を取り入れた活動を推進することで、市内どこでも最低限同
じ水準の学習活動の機会と保障がなされるよう取り組みを進
めております。また、算数・数学の研修会や各校の校内研修
に指導主事を派遣して教員の授業力向上に努めています。
・部活動等については、心身の健全な育成を目標に、地域
住民の協力を得ながら推進しています。
・ただし、学校の教育レベルについて具体的に何を指し示す
かにより違うとともに、地域や子どもの実態も関係することで
あり、数値等で単純に比較できるものではありません。

○

46
第３回

スタッフ会議
意見 学校教育課 3-2 3-2-1 教育内容の充実 ○

時代が変わってきているので考え方を変えないといけない。これから
の時代に合った学校活動（部活、学童、送迎、教育水準）の見直しを
していくことを施策の展開に盛り込んでほしい。

③

持続可能な開発目標の理念をふまえ、子どもたちに生きる
力（資質・能力）を高める質の高い教育を提供する必要があ
ります。その実現のためには学校教育の内容の精査及び充
実、教員の指導力の向上が必要と考えます。また、同時に
教員の働き方改革も推進する必要があります。これらのこと
が、これからの時代にあった学校活動に結び付くよう研究を
進めていく予定です。

47
第１回
審議会

意見 教育総務課 3-2 3-2-3 教育環境の整備充実

「現状と課題」で学校規模の最適化が必要、老朽校舎の改修が必
要、バリアフリー化が必要などの記載があるが、その課題に対する指
標項目を見ると、なぜか教育用コンピュータ1台当たりの児童数だった
り、小中学校の数となっている。これでは、現状と課題の説明がつか
ないのではないか。

④ 3-2-3の「施策の展開」で課題については取り組んでいきます ○

48
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 3-3 3-3-2 青少年の社会参加機会 ○

子どもの個性を含めて多様性を重視していくような取り組みとしていく
ことを施策の展開に盛り込んでほしい。

③

今年度、一関市教育振興基本計画後期計画の策定を予定
しており、その中で検討をしていく予定です。

49
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 3-4 3-4-1 生涯学習環境の充実 ○

リモート受講できるような講座を実施して欲しい。そのためにも、市民
センターの設備（ハード面、ソフト面、人材育成）の拡充をしていくこと
を施策の展開に盛り込んでほしい。 ③

分野別計画に反映できないが、実施計画等で事業として事
業を計画する際に取り入れていく予定です。

50
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 3-4 3-4-1 生涯学習環境の充実

市民センターの指定管理者が充実した生涯学習プログラムを組める
ような人材育成をしていくことを施策の展開に盛り込んでほしい。 ④

3-4-1の「施策の展開」の③に同内容を含んでいます。

○

51
第１回
審議会

意見 博物館 3-4 3-4-4 博物館機能の充実

博物館機能の充実について大変期待している。今まで博物館、美術
館は、額縁やガラスケースに入ったものを観る形の観賞であったが、
光の芸術、音楽を取り入れてその日その日の文化を楽しむものになっ
てきている。これからの一関の文化をどう築くかというところで、公設美
術館や博物館に隣接する美術部門を造っていかないと廃れていくと
思う。分野別計画には博物館の改修という記載もあり、変化はみられ
ると思うが、収蔵庫の拡張のほかさらに全国的に展開している種々の
企画展示を招致できる施設条件を完備できるようにできないか、歴史
資料館としての役割を継承しつつ美術館機能も兼ね備えた、歴史・
美術館としての機能の拡大への検討はできないものか。 ③

　博物館は地域の歴史・文化に関する５つのテーマとともに、
「地域の美術工芸」を資料の収集・保存、調査・研究、企画
展示の主要テーマの一つとして活動方針に位置付けており、
毎年展示会を開催しております。
　 さらに、地域の美術工芸に関する展覧会開催に際して
は、展示内容の理解をより深めていただくために、多彩な関
連行事を計画・開催しており、音楽会や映像上映等の実績
もございます。
　また、当館は、県内で２館しかない国宝や重要文化財の公
開に適した施設として文化庁から承認を受けた公開承認施
設となっており、平成29年度には全国的な巡回展である「新
たな国民のたから－文化庁購入文化財資料展－」を開催し
ております。
　引き続き館の魅力的な取り組みを多岐にわたり検討してい
くとともに、館の機能を維持・充実していくための施設改修に
つきましては、実施計画等で事業を計画する際に具体的に
検討していく予定です。

52
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 3-5 3-5-1 文化芸術活動の振興 ○

文化芸術活動にお金をかけていく街にしてほしい。ワクワク感があるよ
うに４年に１回ルーヴル美術展を開催したり、２年に１回はアートフェス
ティバルを開催したり、文化芸術を感じれるような充実した施策を展
開してもらいたい。

③

財政的負担も大きく、予算との兼ね合いもあり、後期基本計
画５年間での対応は難しいと考えられます。
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53
第１回
審議会

意見 いきがいづくり課 3-5 3-5-1 文化芸術活動の振興

芸術文化の振興の一つとして、公設美術館の設置と音楽堂（ホー
ル）の検討に本腰をいれていただきたい。
市民に潤いと豊かな文化を提供することは本市発展の基礎である。
以下、方策を選択肢として例示する。
①かわまちづくり計画の基本計画推進にあたり、水辺の森美術館・水
辺の自然公園など
②ＮＥＣ跡地に公園・美術館・音楽ホールの建築とＪＲ東日本と連携
したアミューズメント施設及び文化施設
③市庁舎前の駐車場に市庁舎と隣接する美術館、音楽ホールの建
設

③

財政的負担も大きく、予算との兼ね合いもあり、後期基本計
画５年間での対応は難しいと考えられます。

54
第３回

スタッフ会議
意見 いきがいづくり課 3-6 3-6-2 男女共同参画社会の推進 ○

大きな枠組み、軸は「多様性」を受け入れることだと思う。
多様性（ＬＧＢＴなど）、個性などを尊重し、重視していくことを施策の
展開に盛り込んでほしい。

①

・多様性を認めることについては、男女共同参画推進で取り
組んでいます（全ての取組みに共通する位置付けとして）。
・今年度策定している第４次男女共同参画プランの中で検
討することとしています。 ○

55
第３回

スタッフ会議
意見 文化財課 3-1 3-7-1 文化財の保存、活用 ○

文化財を記憶に残していくことをが大事。文化財保護をテーマにした
漫画を作るなど、文化財を記憶に残していくような取り組みを施策の
展開に盛り込んでほしい。

③

教育振興基本計画後期計画と整合を図り、実施計画等で
事業として事業計画を検討していく予定です。

56
第３回

スタッフ会議
意見 文化財課 3-7 3-7-2 地域文化の伝承 ○

後継者育成よりも地域文化を記憶に残していくことが必要。地域文化
を記録（映像、漫画など）していく取り組みを施策の展開に盛り込んで
ほしい。 ③

教育振興基本計画後期計画と整合を図り、実施計画等で
事業として事業計画を検討していく予定です。

57
第３回

スタッフ会議
意見 骨寺荘園室 3-8 3-8-1 骨寺村荘園遺跡の保護 ○

骨寺村荘園遺跡を市民が財産として知っていくことが大事。骨寺村
荘園遺跡の価値を市民に知ってもらうような取り組みを施策の展開に
盛り込んでほしい。

①
ご意見を受けて、1-5-4と3-8-1の「施策の展開」を修正し
ました。 ○

58
第３回

スタッフ会議
意見 生活環境課 4-1 4-1-2 環境教育の充実

子ども達の田植体験などはやっているが、山、川遊びなどの遊びの機
会は昔より制限されている。禁止するだけではない環境教育が必要。
そのためにも、市内のグリーンツーリズム団体と連携した環境教育をし
ていく取り組みをしていくことも有効と考えられるので、関係団体との連
携による取組を施策の展開に盛り込んでほしい。

③

従来から市が窓口となって実施している県事業の「水生生
物調査」について、より一層周知を図り、川に触れる機会の
増加に努めるとともに、既存の環境教育事業への山や川で
遊ぶプログラムの採用について検討します。

59
第３回

スタッフ会議
意見 生活環境課 4-1 4-1-3 環境保全対策の充実 ○

現状と課題に「環境保全協定の締結が増加しています」とあるが、協
定を結んだだけではダメで、実際にメガソーラーが完成した後に、土
砂の流出、ため池、市道の損傷などの課題が発生したときに協定のと
おりに対応されずに困っている、協定の内容を順守するような取り組
みを施策の展開に盛り込んでほしい。

① ご意見を受けて、4-1-3の「施策の展開」を修正しました。 ○

60
第３回

スタッフ会議
意見 都市整備課 4-2 4-2-1 公園、緑地の整備 ○

使われていない山林（林業）の整備と併せて森林公園の整備につい
て、施策の展開に盛り込んでほしい。

③
ハードの整備ではなく、体験学習など自然を生かしたソフト事
業を引き続き展開し、森林に親しむ風土の醸成を図って参り
ます。

61
第３回

スタッフ会議
意見 都市整備課 4-2 4-2-1 公園、緑地の整備 ○

施策の展開で地元自治会など地域の連携と記載されているが、地元
自治会に限らず、「関連団体」との連携としたほうが有効な管理、活
用がなされるのではないか。記載を検討してもらいたい。
（釣山公園の野草園の維持管理に係る民間団体との連携のような取
り組みを想定）

①

　第２回まちづくりスタッフ会議の「管理の仕方も、地域（地元
自治体）と連携をしていきながら管理していくことを施策の展
開にいれて欲しい。」との意見を踏まえて地域との連携を明
記したところですが、関係団体等についても追記しました。

○

62
第３回

スタッフ会議
意見 生活環境課 4-3 4-3-1 地球環境にやさしいまちづくり ○

大規模な開発行為を行う場合、再生可能エネルギーと環境保全の
バランスが大事。本末転倒にならないようにするために、そういったこ
とのバランスを取っていく対策のことを施策の展開に盛り込んでほし
い。

① ご意見を受けて、4-1-3の「施策の展開」を修正しました。 ○
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63
第３回

スタッフ会議
意見 生活環境課 4-3 4-3-3

廃棄物の発生抑制、再使用、再
生利用の推進 ○

ゴミの分別をもっと細かくできればよいが、ゴミの出しやすさなど高齢
者への配慮も必要であるので、リサイクルへの取組なども高齢者へ配
慮した取り組みとしてほしい。

③
現在、一関地区広域行政組合において、新しい廃棄物処理
施設の整備に向けての検討作業の中で、ごみ出しが負担と
ならない仕組みづくりについても検討しております。

64
第１回
審議会

意見 生活環境課 4-3 4-3-5 環境自治体のシステムづくり

環境に関することで、３Ｒ運動など取り組んでいるが、なにか指標項目
で設定できるのではないか。

④
「１人１日当たりの排出量（一般廃棄物」及び「リサイクル率
（一般廃棄物）」を主な指標目標として掲げております。 ○

65
第３回

スタッフ会議
意見 総務管理課 4-5 4-5-1 安全な水の安定供給 ○

民間委託も進んでいるが、施設の改修など大事な部分は市で責任を
もってやってもらいたい。

④

4-5-1の「施策の展開」に同内容を含んでおります。

また、「一関水道事業ビジョン」において安全・持続・強靭の
将来像を掲げ水道施設等の更新を行うこととしています。

○

66
第３回

スタッフ会議
意見

総務管理課
生活用水対策室

4-5 4-5-2 未普及地域への対応

市で井戸への補助制度があればよい。

④ 4-5-2の「施策の展開」に同内容を含んでおります。 ○

67
第３回

スタッフ会議
意見 下水道課 4-6 4-6-1 処理施設の整備と普及促進 ○

公共下水道、浄化槽での処理も含め、適切な情報提供をしていくこと
を施策の展開に盛り込んでほしい。浄化槽について、正しい理解を促
していくことも大事。 ①

ご意見を受けて、４-6-1の「施策の展開」に「下水道や浄化
槽による汚水処理の必要性について、住民周知を行う」旨を
追記します。

○

68
第３回

スタッフ会議
意見 健康づくり課 5-1 5-1-1 地域医療体制の充実 ○

市民の参画に「かかりつけ医を持ち」とあるが、かかりつけ医について
定義を明確にして周知していくべきではないか。かかりつけ医について
市民と医療関係者が納得するようなル―ルづくりをしていくことを施策
の展開に盛り込んでほしい。

①
「かかりつけ医ガイドブック」を活用し市民に周知を図っていき
ます。
5-1-1の「施策の展開」に市民への周知を追記しました。

○

69
第３回

スタッフ会議
意見 健康づくり課 5-1 5-1-2 緊急医療体制の充実

指標項目がないが、休日当番医の受診率、救急搬送車の入院率な
ど何らかの指標が示せないものか。

③
休日・夜間当番医については、夜間、休日での初期救急医
療の確保のために実施しているものであり、入院率や受診率
などを指標に設定することはなじまないものと考えます。

70
第１回
審議会

意見 健康づくり課 5-1 5-1-2 救急医療体制の充実

指標項目として緊急を要して運ばれた入院した方の入院率や休日の
当番医の受診率など、何か指標で示せるものがあるのではないか。

③
休日・夜間当番医については、夜間、休日での初期救急医
療の確保のために実施しているものであり、入院率や受診率
などを指標に設定することはなじまないものと考えます。

71
第３回

スタッフ会議
意見 長寿社会課 5-2 5-2-2 共に支え合う地域づくり ○

福祉サービスが必要な人に対して適切なサービスが受けられるよう
に、アプローチの仕方を工夫する形で情報の周知を施策の展開に盛
り込んでもらいたい。 ④

制度の周知や情報の発信方法について、パンフレットだ
けでなく広報やSNSを活用し、より多くの市民に情報を
伝わるよう働きかけてまいります。 ○
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72
第１回
審議会

意見 長寿社会課 5-2 5-2-2 共に支え合う地域づくり

介護保険法に基づく「生活支援体制整備事業」における「協議体」を
「地域協働体」が担うと、市民活動センターから説明されたと聞きまし
たが、現状の職員体制では専門的知識を持たないため判断を下せ
ず、混乱を生むばかりで制度の活用は無理だと思います。
　5-2-2の現状には、「人と人とのつながりが希薄になり、お互いの支
え合いや助け合いの機能が低下してきています」とし、課題として「地
域に適したサービスの構築が求められています」と追加されました。し
かし、ネットワークづくりなど多くの課題が削除されています。施策には
「地域全体での支え合いを推進します」とあり、指標には「権利擁護や
成年後見制度に関する研修会に参加した人数」とありますが研修の
対象者は限られると思います。

①

生活支援体制整備事業を推進するため、生活支援
コーディネーターが各地区の地域協働体等を定期的に
訪問し、地域の社会資源を把握し、地域の住民のニー
ズに合わせた新しい福祉サービスについての助言や他
の協働体の事例紹介を行っております。なお、協議体
は、地域協働体だけが担うものではなく、地域の実情に
より協議体を形成します。
ネットワークづくりについては、地域協働体の福祉部会
等の取り組みや住民が各種制度を理解することがネット
ワークづくりにつながって行くと考えていることから、指標
に「権利擁護や成年後見制度に関する研修会に参加
した人数」としております。なお、認知症への理解も高齢
者が地域で暮らしていくためには必要なことから5-3-2
の指標項目で「認知症サポーターの養成者数」も指標
に追加します。

○

73
第１回
審議会

意見 長寿社会課 5-3 5-3-2 地域包括ケアシステムの構築

共助をいかに実現するのか、日頃の交流機会を創り出す取り組みが
必要であり、総合事業を活用するには地域のリーダーの発掘と活動・
学習支援が不可欠です。5-3-2地域包括ケアシステムの構築では、
指標に「生活支援コーディネーターの配置人数」とありますが、ＳＣの
人数を増やし自治会に密着して相談、指導する体制を組織すること
で、共助を持続できる、セーフティーネットからこぼれる人が出ない地
域社会構築を模索しなければならないと思います。

③

新しい総合事業を推進するためには、地域のリーダー
の発掘や活動・学習への支援は必要と考えています。
生活支援コーディネーターの活動が地域や関係機関で
の新たなリーダーの発掘につながるよう努めてまいりま
す。
生活支援コーディネーターの増員については、一関地
区広域行政組合と協議し進めていきます。

74
第３回

スタッフ会議
意見 防災課 5-6 5-6-2 災害に強いまちづくり ○

ペット同伴での避難所での訓練をしたり、寝たきりや障がい者が避難
所に来ることが想定されるので、あらゆるケースでの実地訓練をしてい
くことを施策の展開に盛り込んでほしい。

⑤

各地域ではさまざまな状況を想定した訓練として、消
防・防災セミナーや避難所運営訓練を実施してます。
また、令和2年4月より市内各地域にペット受入れ避難
所を選定し市広報誌で周知を図っています。
さらに令和2年8月に避難所における新型コロナウイル
ス感染症対策ガイドラインを策定したことから、これらの
内容も含め訓練を実施していきます・。

○

75
第３回

スタッフ会議
意見

消防総務課
消防課

5-7 5-7-1 消防力の強化 ○

消防団員の確保について、いつも足りないと言われるがなぜ足りない
のか分からない。困っているのであれば、優遇措置（定年を設けて若
い人の報酬を増やすなど）のような仕組みを取ったら良いと思う。そう
いった内容を施策の展開に盛り込んでほしい。

⑤

消防団員の確保は、地域防災力を維持するために必
要不可欠であります。
団員確保のため「一関市学生消防団員認証制度」や
「一関市消防団協力事業所表彰制度」の推進を図り、
消防団活動を行いやすい環境の整備に取り組んでいま
す。
また、消防団員に対する優遇措置として、「いわて消防
団応援の店」登録事業を実施し、消防団員が様々な
サービスを受けられるような環境をづくりに取り組んでい
ます。

○

76
第３回

スタッフ会議
意見 生活環境課 5-8 5-8-2 交通安全対策の推進 ○

ドライバーへの呼びかけや、ＰＴＡや住民との協力体制が重要だと思
う。そういった連携を施策の展開に盛り込んでほしい。

④

・ドライバーも含めた市民一人ひとりへ呼びかけを行ってい
る。
→5-8-2の「施策の展開」の③で同内容を含んでいます。
・交通安全推進団体にＰＴＡや住民も含まれている。
→5-8-2の「施策の展開」の②で同内容を含んでいます。

○
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77
第３回

スタッフ会議
意見 全般

スタッフ会議での意見に対して、「検討する」、「意見として伺う」という
回答が多く、行政では意見を施策に反映したがらない感じがするの
で、もう一度検討してもらいたい。

第１回、第２回まちづくりスタッフ会議の意見について再度見
直しを実施し、今回の分野別計画に修正を反映しておりま
す。
しかし、意見によっては、全般的な総合計画に対するもので
はなく、具体的な施策に対する意見もあり、そういった意見は
今後の部門別の各計画での取り込みや事業を実施していく
際に活用させていただきます。

78
第１回
審議会

意見 全般

まちづくりスタッフ会議で出された意見に対して、市民はもっと計画に
反映されることを期待して意見している。各課対応で③今後の施策の
展開の意見として承るという部分が結構な項目数ある。まちづくりス
タッフ会議で市民から出た意見への対応についてもう一度検討しても
らいたい。

第１回、第２回まちづくりスタッフ会議の意見について再度見
直しを実施し、今回の分野別計画に修正を反映しておりま
す。
しかし、意見によっては、全般的な総合計画に対するもので
はなく、具体的な施策に対する意見もあり、そういった意見は
今後の部門別の各計画での取り込みや事業を実施していく
際に活用させていただきます。

79
第１回
審議会

意見 全般

まちづくりスタッフ会議の意見に対する各課の対応を再考してほしい。
第１回、第２回まちづくりスタッフ会議の意見について再度見
直しを実施し、今回の分野別計画に修正を反映しておりま
す。
しかし、意見によっては、全般的な総合計画に対するもので
はなく、具体的な施策に対する意見もあり、そういった意見は
今後の部門別の各計画での取り込みや事業を実施していく
際に活用させていただきます。

80
第１回
審議会

意見 全般

指標の項目について、単なる数を出して終わりの指標ではなく、もっと
踏み込んだ指標項目の設定が必要ではないか。課題に対して、具体
的な指標を設けないと、数を出して終わりという結果になってします。

指標については、全体を通して再度見直しをする予定です。

81
第１回
審議会

意見 全般

指標項目が設定されていないものがある。ちょっと工夫すれば、何か
指標設定できるものもあると思うので、検討してもらいたい。

指標については、全体を通して再度見直しをする予定です。

82
第１回
審議会

意見 全般

現状と課題、施策の展開、指標の設定が合っていないところが多い。

指標については、全体を通して再度見直しをする予定です。

83
第１回
審議会

意見 全般

総合計画を読んでいて、非常に読みづらい。「現状と課題」の項目
が、現状と課題を同じ文章で書いているからではないかと思う。現状
が何で、課題が何か明確に読み取れないので、分かりづらいのではな
いか。現状と課題が明確になれば、施策も指標も明確になると思う。
現状と課題を分けてしまえば分かりやすくなると思う。

項目や文言の整理について、引き続き検討いたします。

84
第１回
審議会

質問 全般

各まちづくり協働体で地域づくり計画を作っているが、その計画が総合
計画に反映されていないように思う。各地域づくり計画を踏まえた、こ
の分野別計画になっているのか教えてもらいたい。

総合計画は、全市的な現状や、課題をもとに市の進むべき
方向を定めたものです。
一方、地域づくり計画は、各地域における将来像（ビジョン）
や、課題、またはその解決の方向性などを盛り込んだ地域の
将来構想ともいえる計画です。
平成31年４月に策定した「第２次地域協働推進計画」にお
いて、多様化する住民ニーズに対して、市民、地域、行政等
が連携し、お互いが支えあい、補完しながら解決するという
「補完性の原則」の考え方を基本に進めていくこととしており、
各地域で作成した地域づくり計画は、市の総合計画を補完
する計画でもありますことから、それぞれの地域づくり計画に
盛り込まれた事項のすべてを、総合計画に盛り込んでいくと
いうものではありません。
しかしながら、地域づくり計画に盛り込まれた事項の中で、全
市的に共通する課題については、積極的に総合計画に取り
入れてまいります。
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85
第１回
審議会

意見 全般

まちづくりスタッフ会議の意見でも、前期基本計画で達成できたことで
きなかったことを可視化して次の手を考えたほうがよいという意見や、
前期基本計画５年間で何ができなかったのか見えないという意見が
あるのは問題だと思う。

前期基本計画は令和２年度末までとなっており、まだ計画途
中ですが、
令和元年度末現在の評価と、前期基本計画4年間（平成
28年度～令和元年度末）での成果を、指標で評価しており
ます。

86
第１回
審議会

意見 全般

人口減少・少子高齢化による社会の大きな変化は、市民に不自由な
生活を強いられることを意味すると考える。今、重要なことは、市とし
て市民に対して、人口減少が市民生活にどのような影響が今後生じ
るのかを明確に示し、市民自身が人口減少社会でどう生きていくかを
考えることが必要と考える。

人口減少・少子高齢化などの地域課題に対応していくため、
第１部重点プロジェクト１「まち・ひと・しごとの創生」を掲げて
取り組んでいきます。

87
第１回
審議会

質問 健康づくり課

市民が健康でいることが、一関市を元気な明るい市にするのではない
か。
「健康いちのせき21計画（第２次）」について、どれだけ市民の皆さん
に周知され実践されているのか。
また、市民の健康を考えるなら、様々な市で行っているような「健幸
都市宣言」を健康施策の旗印として施策に取り入れてもいいのでは。

⑤

健康いちのせき21計画（第二次）策定に合わせ、市民に「健
康長寿のまちづくり」を広く周知するため、一関保健センター
に「健康長寿」モニュメントを設置しました。
その後、市民健康講座や各集会所等で開催している地区
健康相談等において、健康いちのせき21計画（第二次）の
周知に努めるとともに、計画に基づき健康教育を実施してい
ます。

○

88
第１回
審議会

意見 全般

ＳＤＧｓの推進を基本に据えた計画推進について後期計画がどのよう
に実行されていくか注目と期待を持ってみております。施策推進にあ
たってＳＤＧｓを有効な武器にするには、各分野横断的な制度設計が
工夫されなければならないと思います。持続可能な社会の構築のた
めにはそれぞれの分野の持つ特性を生かし合い響き合わせて達成さ
れていくものと考えます。例に挙げれば国交省の支援制度を活用した
「一関地区かわまちづくり基本計画」の推進について、私からも都市
整備課に対して「水辺の森公園」構想の提言をしておりましたが、どう
しても推進上、各課横断的な計画と共通認識が必要と思われます。
観光振興・まちづくり・自然保護・景観活用・教育や文化芸術、生涯
学習など総合的な見地からの実行計画の策定が重要になって来る
のではないかと思われます。立案の段階から分野を相互に連携した
横断的な検討がなされますようにお願いいたします。

ＳＤＧｓの視点については、第１部重点プロジェクト１「まち・ひ
と・しごとの創生」の施策を進めるうえで重視する視点の一つ
として掲げております。また第３部まちづくりの進め方の中でも
「ＳＤＧｓの推進」を項目として掲げており、市の施策において
ＳＤＧｓの理念を踏まえて分野横断的に取り組んでいきます。

89
第１回
審議会

意見 全般

一関市を中東北というくくりで見ると今まで見えてこなかったものが見
えてくる。通勤・通学・医療・防災・教育・文化・歴史・芸術・産業全て
において周辺市町村と関連しあっているということです。これは生活圏
の広がりであり、文化圏の広がりでもあるので、積極的に他地域の情
報とマッチングさせながら計画作りをお願いします。
例示すると、観光分野一関東口交流センターへ平泉文化広報室や
芦東山歴史コーナー、ジャンルは異なるが大谷翔平、菊池雄星、地
元の阿部寿樹紹介など、また、なのはなプラザには２階も活用した魚
市場、テラス席レストラン、カフェ、アミューズメントなど周辺自治体か
らの参画や民間活力を駆使した空間設計が可能かどうか。

第１部重点プロジェクト１「まち・ひと・しごとの創生」において、
施策を進めるうえで重視する視点を記載しています。
その中で、「協働・公民連携」を掲げており、行政の力だけだ
はなく、新たな公共の担い手として民間と連携し、稼ぐ地域
や豊かな暮らしを作っていく視点をもって施策を展開してい
きます。

90
第１回
審議会

質問 政策企画課

一関市の最上位計画が総合計画であるが、どの様に（分野別の）個
別計画と総合計画がリンクしているのか（リンクさせていくのか）を具体
的に説明願いたい。

総合計画と個別計画の体系図（別図）を参照。
総合計画は最上位計画として、体系図のとおり項目ごとに各
個別計画とリンクしています。
総合計画では、大枠での施策の方向性を示し、より具体的
な事業や取り組みを個別計画に記載しております。

11 ページ



第1回総合計画審議会及び第３回まちづくりスタッフ会議の意見・質問に対する対応 【各課対応番号】
①施策の展開に反映　②市民の参画に反映　③意見に対するコメント
④既に分野別計画に記載している　⑤既に事業として実施している

【資料№25-2】
令和２年９月２日（水）

第２回一関市総合計画審議会

№ 提出 質問・意見区分 担当課 施策 単位施策番号 後期単位施策

重要意見
（スタッフ会議で
決めた特に反映
して欲しい意見）

意見内容 各課対応 備考
分野別計画

へ
反映済

91
第１回
審議会

質問 政策企画課

課題解決のため、部課を越えて横断的に進めていく必要があると思
う。
特にも、最近の国の施策展開においては地域づくりと地域福祉の課
題解決(生活・介護・健康・子育て）と社会教育（家庭教育・学校教
育）は一体的な対応を進める必要がある。
総合計画に盛り込まないと個別計画の展開にも影響がある。高齢、
障がい、子ども子育て、介護、健康を横断する計画としての地域福祉
計画であり、市の協働推進、教育振興、地域防災、公共交通、男女
共同参画などの個々の計画と連携していくという位置づけであるは
ず。そしてその上位計画の位置づけが総合計画となっているので、本
計画が横断的でなくてはいけないと考える。
総合計画の中で、横断的対応をどのように進めていくのか教えて欲し
い。

第２部分野別計画は、各分野で展開する方向を明確にする
ため、それぞれ分野ごとの記載となっていますが、施策を展
開していく際は、関連する分野や施策で連携を取りながら進
めていきます。
また、横断的な連携が必要な事項ついては、第１部重点プ
ロジェクト及び第３部まちづくりの進め方に記載しており、特に
も人口減少社会への対応に対しては、より分野横断的な連
携が必要となります。そこについては、重点プロジェクト１「ま
ち・ひと・しごとの創生」の項目に分野横断的な内容として計
画しており、部署の垣根を越えて連携して進めていく予定で
す。

92
第１回
審議会

質問 政策企画課

まちづくりスタッフ会議の場で指標項目が無い施策について、担当職
員に質問したところ、指標を示せないと断言された。直接業務に携わ
る職員の生の声が聞ける良い機会であった。
しかし、他の分野において指標を数値化するのが困難であると思われ
る施策についても指標を示しています。様々な観点を鑑みても容易に
数値化できない現状は理解できますが、他の市町村は同じような施
策で数値を出しています。指標数値を細分化し分析することは、他の
施策においても何らかの形で反映されていくものと思われます。
そもそも、指標数値を導き出すにあたり、どのような流れ（業務）で数
値化するのか具体的にお示しいただきたい。

指標項目については、毎年数値結果を出していくため、継続
性がある数値であり、現状で容易に把握可能（過度な作業
や費用がかからない）な項目を設定しています。
各指標によって数値を取得する方法は異なりますが、「主な
指標」の前期基本計画令和元年度末時点の状況における
「現状把握の方法」に各項目の数値把握について記載して
おります。
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各分野横断的な計画（全体的な計画）

３－２　（仮）「新しい日常」への対応

３－３　協働のまちづくりの推進

３－４　健全な行財政運営

　計画名（策定年度：計画期間）
○ 過疎地域自立促進計画（R2:R3～R7）

○ 辺地に係る公共的施設の総合整備計画（R2:概ね５年）

第
三
部

まちづく
りの進め
方

○ 一関市教育に関する大綱（R2:概ね５年）

一関市避難行動要支援者の避難支援計画（H26:期間定めなし）
一関市公共施設等総合管理計画（H28:H29～R28）

○ 一関市集中改革プラン（R2:R3～R7）
一関・平泉定住自立圏共生ビジョン（H30:R1～R5）

新市建設計画（H16（H27延長）:合併後～R7） ★印:令和元年度に策定した計画　　○印:令和２年度に策定予定の計画

○ 一関市行政改革大綱（R2:R3～R7）
３－５　広域連携の推進

一関市耐震改修促進計画（H28:H28～R2）
○ 一関市定員適正化計画（R2:R3～R7）

一関市国民保護計画（H18:期間定めなし、必要に応じて見直し） ○ 一関市障がい児福祉計画（R2:R3～R5）
３－１　ＳＤＧｓの推進

一関市健康いちのせき21計画（H28:H29～R8）

５－６　防災（治水・治山を含む） 一関市交通安全計画（H28:H28～R2） 一関市障がい者福祉計画（H29:H30～R5）

５－７　消防・救急・救助
一関市地域防災計画（H19:期間定めなし、毎年度見直し） ○ 一関市障がい福祉計画（R2:R3～R5）

５－８　防犯・交通安全・市民相談体制

５－３　高齢者福祉 ○ 一関市地域福祉計画（R2:R3～R7） ★ 一関市子ども・子育て支援事業計画（R1:R2～R6）

５－４　障がい者福祉
○ 一関市災害廃棄物処理計画（R2:期間定めなし、必要に応じて見直し） ○ 一関市高齢者福祉計画（R2:R3～R5）

５－５　健康づくり

基本計画　５．みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち 本寺地区景観計画（H17:期間定めなし）

５－１　医療
一関市住宅政策基本計画（H29:H30～R9） 一関市公営住宅等長寿命化計画（H23:H23～R2）

５－２　地域福祉

４－５　上水道
一関市都市計画マスタープラン（H20:概ね20年） 一関市バイオマス産業都市構想（H28:H28～R7）

４－６　下水道

一関市景観計画（H30:期間定めなし）

４－２　公園
一関市水道事業ビジョン（H27:H28～R7） 一関市一般廃棄物減量基本計画（H28:H29～R3）

４－３　資源・エネルギー循環型社会

４－４　住環境、景観 一関市汚水処理計画（H28:H29～R8） ○ 一関市資源・エネルギー循環型まちづくりビジョンアクションプラン（R2:R3～R7）

○ 一関市資源・エネルギー循環型まちづくりビジョン（R2:R3～R7） ○ 地域新エネルギービジョン（R2:R3～R7）
基本計画　４．郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち

４－１　自然環境・環境保全 一関市空家等対策計画（H28:H28～R2） ○ 地域省エネルギービジョン（R2:R3～R7）

３－６　人権・男女共同参画 一関市本寺地区の農村景観保存計画（H17:期間定めなし）

３－７　文化財の保護・地域文化の伝承
一関市環境基本計画（H28:H29～R8） ○ 一関市地球温暖化対策地域推進計画（R2:期間は未定）

３－８ 「骨寺村荘園遺跡」の保護

３－３　青少年の健全育成 ○ いちのせき男女共同参画プラン（R2:R3～R7） 一関市文化財の調査及び保存・活用に関する基本計画（H28:H28～R7）

３－４　生涯学習
史跡骨寺村荘園遺跡保存管理計画（H17:期間定めなし）

３－５　文化芸術・スポーツレクリエーション 骨寺村荘園遺跡整備活用基本計画（H29:H29～R3）

基本計画　３．自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち 一関市教育振興基本計画（H27:H28～R7） 一関市図書館振興計画（H27:H28～R7）

３－１　子育て
○ 一関市生涯スポーツ振興計画（R2:R3～R7） ★ 一関市子ども健全育成プラン（R1:R2～R5）

３－２　義務教育・高等教育等

一関市まち・ひと・しごと創生総合戦略（R2:R3～R7）

プロジェクト３　東日本大震災からの復旧復興 一関市除染実施計画（H24:H28で終了）

２－４　地域情報化
一関市トンネル長寿命化修繕計画（H28:概ね30年間）

２－５　地域づくり活動

２－６　移住定住・関係人口・結婚支援 一関市大型カルバート長寿命化修繕計画（H28:概ね30年間）

まちづくりの基本計画　２．みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち 一関市協働推進アクションプラン（H22:期間定めなし） 一関市地域協働推進計画（H30:R1～R5）

２－１　都市間交流・国際交流
一関市地域公共交通網形成計画（H30:R1～R5）

２－２　道路 一関市橋梁長寿命化修繕計画(橋長15m以上)（H24:概ね10年間）
　　　　　　　〃　　　　　(橋長15m未満)（H27:概ね10年間）２－３　公共交通

第
二
部

分
野
別
計
画

まちづくりの基本計画　１．地域資源をみがき生かせる魅力あるまち 一関市農業振興計画（H28:H28～R2） 一関農業振興地域整備計画（H28:H28～R2）

１－１　農林水産業
一関市森林整備計画（H24:H25～R4）

体系図

一関市総合計画基本計画の体系 各分野において市が目指すべき基本的な方針や考え方を示す計画 各分野の施策を推進するための実施計画で行動指針となる計画等

第
一
部

重点プロ
ジェクト

プロジェクト１　まち・ひと・しごと　の創生

★

一
関
市
国
土
強
靭
化
地
域
計
画
（

R
1
:
R
2
～

R
7
）

一関市人口ビジョン（H27:H27～R22）

プロジェクト２　ＩＬＣを基軸としたまちづくり

経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想（H28:概ね５年）
１－２　工業

１－３　商業・サービス業 一関市工業振興計画（H28:H29～R3）

１－４　雇用
一関市観光振興計画（H28:H29～R3）

１－５　観光

○

別図



総合計画前期基本計画「主な指標」の令和元年度末 進捗概要 

総合計画前期基本計画期間（平成 28～令和２年度）における施策の進捗度合いを示すため、達

成目標として「主な指標」を設定しています。 

 令和元年度末実績について「主な指標」全体でみると、全 133 指標のうち、進捗率 100％以上が

41 指標（30.8％）、進捗率 80％以上が 44指標（33.1％）、進捗率 50％以上が 34指標（25.6％）、

進捗率 50％未満が７指標（5.3％）となりました。 

「主な指標」全体の状況 

進捗率 100％以上 ４1 指標（30.8％） 

進捗率 80％以上 ４4 指標（33.1％） 

進捗率 50％以上 ３4 指標（25.6％） 

進捗率 50％未満  ７指標（5.3％） 

※集計中 7 指標 （令和２年８月時点） 

指標項目ごとに、令和２年度目標値及び令和元年度実績値により、 

（実績値／目標値）※を進捗率としました。 

※減少を目指す指標については（目標値／実績値） 

進捗率100％以上

（41指標）

進捗率80％以上

（44指標）

進捗率50％以上

（34指標）

進捗率50％未満

（7指標）

集計中（7指標）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１ 地域資源をみがき生かせる魅力あるまち（35指標）

２ みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち（18指標）

３ 自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち（32指標）

４ 郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち（12指標）

５ みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち（29指標）

まちづくりの進め方（７指標）

7
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12
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1

1

分野別「主な指標」の目標達成状況

100％以上 80％以上 50％以上 50％未満 集計中

■目標数値（R2 年度末時点）に対して進捗率が高い指標（進捗率 120％以上） 

№ 指標 分野 目標数値 R１年度末 進捗率 

７ ６次産業化事業化件数 農林水産業 66 件 85 件 128.8%

17 県南技研試験分析件数 工業 900 件 1,125 件 125.0%

32 外国人観光入込客数 観光 10,000 人回 42,785 人回 427.9%

36 姉妹都市・友好都市等の交

流回数 

都市間交流・

国際交流 

31 回 48 回 154.8%

38 異文化交流事業回数 都市間交流・

国際交流 

25 回 57 回 228.0%

45 公衆 Wi-Fi 利用件数 地域情報化 11,000 件 90,142 件 819.5%

51 空き家バンクの登録件数 移住・定住 20 件 37 件 185.0%

66 情報通信技術を活用して

学習指導を行った小学校

の割合 

義務教育・高

等教育等 

70.0％  89.3% 127.6%

67 情報通信技術を活用して

学習指導を行った中学校

の割合 

義務教育・高

等教育等 

60.0% 75.0% 125.0%

93 長期優良住宅認定率 住環境 9.2% 20.06％ 218.0%

106 シニア活動プラザ利用者

数 

高齢者福祉 3,423 人 9,615 人 280.9%

126 消費者講座の参加者数 市民相談体制 1,200 人 1,598 人 133.2%

132 市の公式twitterのフォロ

ワー数 

健全な行財政

運営 

3,200 人 5,075 人 158.6%

■目標数値（R2 年度末時点）に対して進捗率が低い指標（進捗率 50％未満） 

№ 指標 分野 目標数値 R１年度末 進捗率 

10 振興作物（果樹）の出荷量 農林水産業 1,891t 797t 42.1%

14 間伐実績 農林水産業 600ha 213ha 35.5%

15 燃料用チップ生産量 農林水産業 25,900BDt 7,194BDt 27.8%

57 ファミリーサポートセン

ター利用者数 

子育て 1,600 人 704 人 44.0%

79 人権啓発事業を実施した

小中学校の割合 

人権・男女共

同参画 

100% 46.7% 46.7%

112 胃がん検診受診率（市実施

分） 

健康づくり 50.0% 23.5% 47.0%

128 マイナンバーカード交付

枚数 

健全な行財政

運営 

78,000 枚 15,668 枚 20.1%

1

　　　　　　　　　　【資料№26】
　　　　　令和２年９月２日（水）
　　第２回一関市総合計画審議会



○総合計画前期基本計画（平成28年度～令和２年度）

まちづくりの目標 1地域資源をみがき生かせる魅力あるまち
施策項目 1-1 農林水産業

42

40.6

53.6

19,368

85

4,277

8,509

797

3,190

680

12,638

213

7,194
木質資源循環活
用事業費

27.8% Ｄ
前年度の実績を下回るものの、R1年度は東山小学校のチップボイラーが稼働し、今後も市
内の需要増加が見込まれる。
また、県内外のバイオマス発電所やパルプ用の需要が継続して見込まれる。

25,793 25,793 16,793 25,900
管内チップ工
場データによ
る

14 間伐実績 森林の整備状況を示す指標
農地林
務課

ha /年

おおむね４％増
を目指す

1,014 74312
肉用肥育牛出荷頭
数

農業の生産規模（出荷量）を
示す指標

ｔ/年 13,754

15
燃料用チップ生産
量

地域木材の利活用状況を示す
指標

農林部
BDｔ/

年
25,000

一関農林振興
センターデー
タによる

おおむね６％増
を目指す

公有林整備事
業、森林整備総
合事業費補助
金、岩手県合
板・製材・集成
材生産性向上・
品目転換促進対

35.5% Ｄ

計画的な間伐の実施に努めているものの、木材価格の低迷や、林業事業体の労務班の高齢
化・不足等により間伐が進まない状況にあり、予定していた間伐を実施することができ
ず、計画を下回った。
広報誌や市HPを活用し、間伐による環境への効果や間伐作業に対する支援内容について、
市民に対し周知を図る。

566
誤　297
正　338

誤　290
正　441

誤　264
正　314

600

13,200
ＪＡいわて平
泉データによ
る

減少傾向である
ことから減少率
を４％程度に止
める

酪農振興総合対
策事業

95.7% Ｂ13,417 13,254

Ｃ
肥育農家の高齢化や担い手不足が顕著である中で、肥育素牛価格の高騰が続き素牛導入が
進まず、飼養頭数・出荷頭数が減少している。頭数の維持・拡大が急務である。

酪農家の高齢化や担い手不足が顕著であり、担い手を中心とした規模拡大による生乳生産
量の維持・拡大が急務である。

14,15413 生乳の出荷量
農業の生産規模（出荷量）を
示す指標

農政課

662 1,100
ＪＡいわて平
泉データによ
る

減少傾向である
ことから減少率
を10％程度に止
める

肥育素牛地域内
保留対策事業

61.8%農政課 頭/年 1,213

978 1,89110
振興作物（果樹）
の出荷量

農業の生産規模（出荷量）を
示す指標

農政課 ｔ/年

減少傾向である
ことから減少率
を10％程度に止
める

繁殖牛生産振興
対策事業

99.7% Ｂ
和牛繁殖農家の高齢化や担い手不足が顕著であり、担い手を中心とした規模拡大による子
牛の出荷頭数の維持・拡大が急務である。

3,383 3,357 3,401 3,200
ＪＡいわて平
泉データによ
る

Ｃ
千本/

年
12,790 10,722 10,018 8,616

Ｂ

新規就農者や生産農家１戸あたりの作付面積の拡大、市場評価の向上などから、出荷（販
売）量は横ばい傾向を堅持しているが、前年を若干下回る結果となった。
この状況下で目標達成は厳しいものの、今後も新規就農者や新規栽培者の確保に取り組
み、産地規模の維持拡大と安定生産を図るための支援策を展開する。

高齢化や担い手不足による生産農家数の減少に伴い、栽培面積も年々減少傾向にある。令
和元年度は天候不順による病害虫の発生、高温障害や連作障害、台風などの自然災害によ
り生産状況が安定せず、出荷量は前年を若干下回る結果となった。
この状況下で目標達成は非常に厳しいものの、今後も新規就農者や新規栽培者の確保に取
り組み、産地規模の維持拡大と安定生産を図るための支援策を展開する。

11 和牛子牛出荷頭数
農業の生産規模（出荷量）を
示す指標

農政課 頭/年 3,577

ＪＡいわて平
泉データによ
る

ＪＡいわて平泉
「販売計画」の
目標の伸び率を
目指す

果樹経営支援対
策事業（産地協
議会事業）

42.1% Ｄ

高齢化や担い手不足による生産農家数の減少に伴い、栽培面積も年々減少傾向にある。令
和元年度は天候不順による肥大が不均衡な果実の発生、台風などの自然災害により生産状
況が安定せず、出荷量は前年を大きく下回る結果となった。
今後も新規就農者や新規栽培者の確保に取り組み、産地規模の維持拡大と安定生産を図る
ための支援策を展開する。

1,836 830 796

9
振興作物（花き）
の出荷量

農業の生産規模（出荷量）を
示す指標

農政課

4,310 5,056
ＪＡいわて平
泉データによ
る

ＪＡいわて平泉
「販売計画」の
目標の伸び率を
目指す

野菜花き生産振
興事業

84.6%農政課 ｔ/年 4,596 4,491 4,2908
振興作物（野菜）
の出荷量

農業の生産規模（出荷量）を
示す指標

13,685
ＪＡいわて平
泉データによ
る

ＪＡいわて平泉
「販売計画」の
目標の伸び率を
目指す

りんどう優良品
種緊急新植事業

62.2%

毎年２件の増を
目指す

農商工連携開発
事業費補助金

128.8% Ａ
一関産の農畜産物を使った加工品開発に取り組む事業者が増加している方で、商品を売り
込む（販路拡大）ことについては課題がある。

71 74 79 66
加工販売して
いる施設を対
象とする。

7
６次産業化事業化
件数

生産・加工・販売を実施して
いる生産者・団体等を示す指
標

農林部 件 54

一関農業振興
地域整備計画
農用地利用計
画による

国の定める確保
すべき農用地等
の面積の目標に
準ずる

農業振興地域整
備計画策定事業

98.3% Ｂ
平成29年度の定期見直しにより農用地は大きく減少した。令和元年度は、農用地区域内の
開発要望が多く、花泉地域統合小学校用地を除外したことにより大きく減少している。今
後、中山間地域等直接支払制度の対策移行時期であるため、農用地の増減が見込まれる。

19,803 19,824 19,372 19,373 19,705

平成26年度から開始した農地中間管理事業により、基盤整備地区を中心に利用集積が進ん
だものの、中山間地域は受け手の確保が難しい状況である。今後は、基盤整備事業と連携
した利用集積を進めるほか中山間地域の受け手の掘り起しに努める。

6
農業振興地域内の
農用地

農地が有効に利用されている
かの指標

農政課 ha

45.7
担い手の農地
利用集積状況
調査による

岩手県「農地集
積の現状と目
標」の伸び率に
準ずる

機構集積協力金 117.3% Ａ％ 39.1 42.0 49.4 53

Ｂ

国公表の最新の数値はH29年度末のものとなっている。
 目標の年1％の整備率向上に対し、R元年度末（H29年度末）は0.25%の結果であった。整
備対象箇所が中山間地域が多く、大区画整備が難しく工事費の面積当たり単価が割高とな
ることや、相続未登記農地への対応に時間が掛かる事などで整備率が伸びず、併せて事業
完了が長期化している。今後は、基盤整備実施地区において事業促進を図るため、実施主
体の県に対し引き続き事業費確保の要望を行うとともに、地元推進協議会等とも連携を図
り早期完了に向け取り組む。また、新規希望地区においては、地元の整備構想を取りまと
め住民の合意形成が早期に図られ、測量調査計画が進むよう説明会等を通じ促進してい
く。

5
農用地の利用集積
率

農用地の担い手への流動化を
示す指標

農政課

40.4 46.1
一関農村整備
センターの情
報による

毎年１ポイント
の増を目指す

県営経営体育成
基盤整備事業、
県営中山間地域
総合整備事業

88.2%
農地林
務課

％ 40.1
誤 40.6
正 40.3

誤 40.6
正 40.3

4 水田整備率
農業基盤整備の状況を示す指
標

毎年２件の増を
目指す

地域農業マス
タープラン作成
支援事業

97.7% Ｂ

新規分は、マスタープランの実質化の取組の中で、新しく法人組織を立ち上げた集落が作
成したもの。
令和２年度は、多くの地域でマスタープランの話合いを行う予定であり、マスタープラン
の登録件数も大幅に増加する予定。

39 40 41 43
地域農業マス
タープランの
登録数

3
地域農業マスター
プランの登録件数

地域の将来農業の計画策定状
況を示す指標

農政課 件 31

地域ごとの農
業法人の積み
上げ

毎年４件の増を
目指す

87.1% Ｂ
既存の任意の営農組合については、集落内での合意が得られないなど法人化への動きが鈍
くなっている。基盤整備事業実施地区については、事業進捗に合わせて引き続き法人化へ
の支援を行っていく。

61 67 70 72 85

目標を下回る数値となったが、新規就農ワンストップ相談窓口による就農相談をはじめ、
新規学卒者等就農促進支援事業による雇用研修を活用したH30年度研修者3人がR1年度に新
規就農した。首都圏からの移住を伴う研修者にはいちのせき新規就農応援事業（家賃補
助）を1件実施。各種制度を組み合わせながら、新規就農に向けた支援を行った。

2 農業法人数
農業の担い手の確保状況を示
す指標

農政課 件

493

一関地方新規
就農者育成・
確保対策チー
ム調査による
（累計）

毎年20人の増を
目指す

新規学卒者等就
農促進支援事業

92.1% Ｂ人 373
誤 414
正 411

427 441 454

74

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

1 新規就農者数
農業の後継者、担い手の確保
の状況を示す指標

農政課

⑫
Ｈ30年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑬
R1年度末

現在
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

目標を下回る数値となったが、新規就農ワンストップ相談窓口による就農相
談をはじめ、新規学卒者等就農促進支援事業による雇用研修を活用したH30
年度研修者3人がR1年度に新規就農した。首都圏からの移住を伴う研修者に
はいちのせき新規就農応援事業（家賃補助）を1件実施。各種制度を組み合わ
せながら、新規就農に向けた支援を行った。

基盤整備地区を中心に、集落営農型の法人組織は順調に増えているが、当
初、この期間内に法人化を目指していた任意の営農組合の中には、集落の合
意形成がまとまらず、法人化を延期又は断念している組織が出てきている。

基盤整備地区を中心に、マスタープランの作成地区は順調に増えてきてい
る。

国公表の最新の数値はH29年度末のものとなっている。H29年度末の整備状況
（公表）では、国平均（64.7％)、東北（67.5%）、県(52.4％)に比べ市
（40.64％）と大幅に低く、整備率の向上を目指し積極的に整備を推進してき
た。
目標数値46.1%の整備率対し、R元年度末（H29年度末）で40.64%の結果で
あった。整備対象箇所が中山間地域が多く、大区画整備が難しく工事費の面
積当たり単価が割高となることや、相続未登記農地への対応に時間が掛かる
事などで整備率が伸びず、併せて事業完了が長期化している。

平成26年度から開始した農地中間管理事業により、基盤整備地区を中心に利
用集積が進んだものの、中山間地域は受け手の確保が難しい状況である。今
後は、基盤整備事業と連携した利用集積を進めるほか中山間地域の受け手の
掘り起しに努める。

平成29年度の定期見直しにより農用地が大きく減少している。
高齢・担い手不足等により農地としての維持継続が課題となっている中で、
日本型直接支払制度等を利用して組織ぐるみで農用地を保全していることで
農地が高い水準で維持されている。

目標数値の６６件は上回った。
農商工連携開発事業費補助金を活用し、農商工連携のもと当市の農林畜産物
を活用した新商品開発に取り組む事業者が増えている一方で、商品の販路拡
大につながっていないことが課題となっている。

目標数値には達しなかったものの、新規就農者や生産農家１戸あたりの作付
面積の拡大、市場評価の向上などから、出荷（販売）量は横ばい傾向を堅持
している。
トマト、ピーマン、なす、きゅうりといった夏秋野菜を中心に産地の維持・
拡大を図っているが、高齢化などに伴う生産農家数の減少により出荷（販
売）量の確保が懸念される状況にある。

花き生産農家の高齢化や担い手不足により、年々生産農家数が減少傾向にあ
る中で、出荷量も目標値を大きく下回る結果となっている。
加えて、天候不順による病害虫の発生、高温障害や自然災害の発生等により
生産状況が安定しないことも出荷量の減少の一因となっていることから、Ｊ
Ａ等関係機関からの適切な指導のもと、生産者個々が適切な栽培管理に努
め、高品質安定生産を図る必要がある。

果樹生産農家の高齢化や担い手不足により、年々生産農家数が減少傾向にあ
る中で、出荷量も目標値を大きく下回る結果となっている。今後は、担い手
を中心とした新規就農や規模拡大による安定生産に努め、産地規模の維持拡
大を図る必要がある。

和牛繁殖農家の高齢化や担い手不足により、和牛子牛の出荷頭数は年々減少
し、令和元年度には目標値を下回った。今後は、担い手を中心とした規模拡
大による子牛の出荷頭数の維持・拡大が急務である。

H29に大規模経営(企業)がJA部会を脱退し、出荷頭数が大幅に減少したことに
加え、肥育農家の高齢化や肥育素牛価格の高騰により目標値を大幅に下回っ
た。頭数の維持・拡大が急務である。

酪農家の高齢化や担い手不足が顕著である中で、廃業や経営転換等により農
家数が減少し、令和元年度の生乳生産量は目標値を下回った。今後は、担い
手を中心とした規模拡大による生乳生産量の維持・拡大が急務である。

間伐事業量減小の要因である労働力不足については、事業体への高性能林業
機械の導入や林業アカデミーのＰＲ等を行っており、今後の効果を期待する
ものである。市民への所有森林の間伐推進については、機会を捉えてＰＲに
努めているが、施業を実施する上で必要となる森林集約化が森林の所有者不
明等により進まず、停滞している。

パルプ用の木質チップ需要増に反比例する形で燃料用チップの生産量が減少
し、指標値を下回る結果となったものの、市内小学校へのチップボイラーの
導入（２基）により、市内の燃料用チップの需要拡大と、燃料用チップのの
供給の流れを構築できたことから、地域木材の利活用を前進させることがで
きた。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

2



まちづくりの目標 1地域資源をみがき生かせる魅力あるまち
施策項目 1-2 工業

まちづくりの目標 1地域資源をみがき生かせる魅力あるまち
施策項目 1-3 商業・サービス業

まちづくりの目標 1地域資源をみがき生かせる魅力あるまち
施策項目 1-4 雇用

25

-

⑬
R1年度末

現在

362

28

88

⑬
R1年度末

現在

46.7

2,133

⑬
R1年度末

現在

-

1,125

789

370

28.04

82.7

2,095

1,273

755

2

24

250

2,052
おおむね５％増
を目指す

職業訓練協会補
助金

117.2% Ａ

職業訓練校との連携により、求職者の職業訓練等を実施し施設利用者数は増加し目標数値
は達成しているが、長期訓練者数は年々減少傾向にあり、ものづくりの人材育成と確保、
さらには、ものづくりの技術、技能の伝承が課題である。今後は、関係機関との連携によ
る企業ニーズに合った職業訓練事業の実施、職業訓練施設における技能取得及び職業能力
開発訓練の実施をしていく。

1,730 1,849 1,945 1,820
各施設報告に
より集計

関係機関との連携や各種施策の実施に努めているものの、県内就職率は59.5％と、昨年度
62.4％から2.9ポイント減少、管内就職率については46.7％、50％以下が続いており目標数
値の達成には至らなかった。

26
職業訓練施設にお
ける訓練受講者数

職業訓練施設を活用した労働
者の技能習得及び職業能力開
発訓練の機会の拡充を示す数
値

工業労
政課

人/年

60.0
ハローワーク
の職業紹介状
況により集計

8.2ポイントの増
を目指す

若者就業定着支
援事業

77.8% Ｃ
工業労
政課

 ％ 51.8 48.5 47.925
新規高卒者の管内
就職率

若者の地元定着状況を示す数
値

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

47.2

⑪
Ｈ30年度
末現在

平成30年度に一度商店街低炭素街路灯導入事業補助金が終了し、その後、各商店街等に
LED化要望調査を行い、一関銀座会より要望があったことから一関銀座会でLED化工事を行
い、LED化率が上昇した。今後も各商店街に要望調査を行いLED化率100％を目指してい
く。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

100.0 実績による 100％を目指す
商店街低炭素街
路灯導入事業補
助金

87.8% Ｂ商政課 ％ 55.4 73.0 82.024
商店街の街路灯の
ＬＥＤ化率

商店街の省エネルギー化を表
す指標

2.59ポイントの
減を目指す

空き店舗入居支
援補助金

83.2% Ｂ
空き店舗入居支援により空き店舗への入居者は例年より多いものの、閉店する店舗も多
く、空き店舗率の改善には至らなかった。一関商工会議所、一関信用保証協会と連携し新
規起業者相談、事業承継相談を行っていく。

○25.9 26.0 27.6 23.3 空き店舗調査

市制度以外に岩手県小規模小口資金制度等の有利な制度資金があるため、現状では利用者
及び利用率が低調である。新型コロナウイルス感染症に係る新たな資金制度が創設されて
おり、今後の資金の流れを注視していく。新型コロナウイルス感染症に係る新たな利子及
び保証料補給補助金を創設。

23 商店街空き店舗率
中心市街地の活性化対策の効
果を示す指標

商政課 ％

620 実績による
おおむね10％増
を目指す

中小企業振興資
金利子補給補助
金

58.4% Ｃ商政課 件/年 564 409 37222
市等制度資金利用
件数

中小企業の経済活動の活発さ
を表す指標

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑪
Ｈ30年度
末現在

市内の事業所数は、ほぼ横ばいとなっている。一関商工会議所の中小企業支援室等と連携
し、事業承継等の支援に力を入れるとともに、起業支援による事業所数増加を図る。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

280 工業統計調査

東日本大震災前
（Ｈ22）の水準
を目指す※現状
はＨ25

地域内発型産業
創出事業

(89.3%) (Ｂ)
工業労
政課

社 263 248 25221
製造業事業所数
（従業員４人以
上）

就労の場の確保を示す指標

毎年２社の増を
目指す

企業誘致推進事
業

75.8% Ｃ

企業訪問、物件視察対応等により誘致折衝を行ったほか、展示会出展など多様な誘致活動
を展開し、１社の新規立地があったが、立地場所や土地の面積などの条件が合致しなかっ
たため目標数値の達成には至らなかった。HPや展示会等により市の立地環境や各種優遇制
度を広く情報発信する。また、関係機関等との連携を強化し、物件情報の収集、提供を行
うとともに企業訪問活動を推進する。

21 22 23 33 実績による

令和元年度は、既存の市単独補助（上限50万円）による共同研究が1件であった。
市内研究機関（一関高専・県南技研）と市内企業との共同研究及び開発支援（継続研究
含）については９件あった。工業相談員による訪問や企業アンケートなどを通じて、企業
の動向などをより深く把握し、共同研究の取組みがさらに促進されるよう取り組んでい
く。

20 誘致企業数 就労の場の増加を示す指標
工業労
政課

社

5
研究機関等へ
の実績調査に
よる

2.5倍を目指す
地域内発型産業
創出事業

160.0% Ａ
工業労
政課

件/年 2 11 319
研究機関等との共
同研究数

技術力、研究開発力の向上等
を目指す姿勢の高まりを読み
取る指標

毎年90人の増を
目指す

ものづくり産業
振興事業

73.1% Ｃ

市内製造業からの受験者数は目標を下回ったが、岩手県内や宮城県北から多くの受験者が
あった。資格取得の支援講座も継続して実施したが、全国の合格率も低く、目標を達成す
ることができなかった。
（Ｒ２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により一関会場での開催を中止したことか
ら増加は見込めないが、次年度以降も引き続き、企業訪問やHP等により、広く周知し、受
検者の増加を図る。）

541 677 727 1,080 実績による

8
計画目標を上回る件数となった年度は２年であったが、企業と研究機関等と
の共同研究の件数は24件と一定の成果があった。

H28年度に新たに整備した機器により、企業等からの分析依頼が増加。また、技術員が増
員したことにより、処理能力も増加した。企業のニーズを把握し、必要とされる分析機器
の導入及び技術員の配置を検討する。

18
品質管理検定合格
者数

人材育成の成果を読みとる指
標

工業労
政課

人

900

（公財）岩手
県南技術研究
センター実績
調査による

毎年、同程度の
試験分析件数を
目指す

（公財）岩手県
南技術研究セン
ター運営費補助
金

125.0% Ａ
工業労
政課

件/年 910 1,099 1,14617
（公財）岩手県南
技術研究センター
試験分析件数

高い品質を求める姿勢の高ま
りを読みとる指標

市内製造業からの受験者数は目標を下回ったが、岩手県内や宮城県北から多
くの受験者があった。資格取得の支援講座も継続して実施したが、全国の合
格率も低く、目標を達成することができなかった。

2,016 2,036 2,092 2,200 工業統計調査

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

16
製造業の製造品出
荷額

企業の生産状況を示す指標
工業労
政課

億円/
年

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
(H29年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑪
Ｈ30年度
末現在

東日本大震災前
（Ｈ22）の水準
を目指す※現状
はＨ25

地域内発型産業
創出事業

(95.2%) (Ｂ)
製造品出荷額及び粗付加価値額総額は年々増加しており、付加価値の高い製品出荷につな
がっていると考えられる。また、令和元年度においては企業の設備投資が増えており、堅
調な生産が継続していることから、設備投資などの企業活動を引き続き支援していく。

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

計画目標を上回る件数となった年度は２年であったが、企業と研究機関等と
の共同研究の件数は24件と一定の成果があった。

H28年度に新たに整備した機器により、企業等からの分析依頼が増加。ま
た、技術員が増員したことにより、処理能力も増加した。

毎年度１社の誘致企業数と目標の２社/年を達成することはできなかったが、
展示会等に積極的に参加することにより市の立地条件等を発信することがで
きた

一関商工会議所と連携し、起業支援や事業承継等の支援に力を入れ、事業所
数の確保を図ってきたが、28年度に事業所が減少し、それ以降はほぼ横ばい
となっており、目標には届いていない状況である。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

市制度以外に岩手県小規模小口資金制度等の有利な資金制度があり、利用者
及び利用率が低調であった。

空き店舗入居支援、起業者経営安定化支援事業補助金等の支援を行い空き店
舗の利用を促しているが、各店舗の経営不振や、事業承継等の問題により商
店街空き店舗率は年々増加している。

平成28年度から各商店街よりLED化への移行工事を行っていたが、平成30年
度で終了した。その後も各商店街に要望調査を行い、要望があれば移行工事
を行うことで、100％に近づけることができた。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

地元就職率は50％以下と年々減少傾向にあるが、関係機関との連携による求
人要請活動等により新規高卒希望者の就職率は連続100％を達成することが
できた。

職業訓練校との連携により、求職者の職業訓練等を実施し、スキルアップと
早期就職を支援することができた。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

3



まちづくりの目標 1地域資源をみがき生かせる魅力あるまち
施策項目 1-5 観光

⑬
R1年度末

現在

221

7

21

9,478

75

42,785

27,638

25

10,885

25,194

28,183

毎年80人の増を
目指す

ニューツーリズ
ム推進体制整備
事業

59.0% Ｃ

学校単位での受入で受入校数と生徒数が影響したが、継続的に受け入れを予定し今後も積
極的に周知活動を行うほか、一関市を旅行先に選んでもらえるように、学校の要望を把握
していく。
受入校数の増加に向けた周知活動を行うほか、一関市を旅行先に選んでもらえるように、
学校の要望を把握していく。

830 601 1,191 1,310
県教育旅行実
績調査

745 773

高齢化等の理由で登録から離脱する農家が２戸あり、受け入れを希望する農家を新規に３
戸確保しながらも差引１戸の増に留まった。
今後は、退職者など新たな取組の可能性のある人に広く情報を提供し、近隣農家の連携を
働きかけるなどして参画を募っていく。

35
ニューツーリズム
等による交流人口

体験型旅行の受け入れの状況
を示す指標

農政課 人

198

いちのせき
ニューツリズ
ム協議会農家
民泊受入登録
数

毎年10件の増を
目指す

ニューツーリズ
ム推進体制整備
事業

72.2% Ｃ農政課 件 138 156 14034
ニューツーリズム
実践件数

体験型観光の受け入れ態勢の
状況を示す指標

142 143

毎年おおむね
５％増を目指す

学びの里・骨寺
村荘園遺跡事業

75.7% Ｃ

行楽客が増えるゴールデンウイークや紅葉シーズンには、今まで同様休館日を設けず、利
用者の利便性の向上を図った。
また、交流施設を活用し、年間を通して体験交流イベント等を開催し、市内外に本寺の魅
力発信に努めている。
今後は、本寺らしさを打ち出したリピーターの確保やより一層の情報発信を行う。
またイベント等を通じて地元住民と来訪者の交流を図り、本寺の魅力を市内外に発信して
いく。

27,482 29,162 26,868 36,500
施設からの報
告による

台湾、中国、香港やタイといったアジア圏からの団体ツアー客の増により、対前年比
69.8％の大幅増となった。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、年度末には
外国からのツアー中止が相次いだことから、３月は対前年比95.2％減と、平成26年３月以
来となる２桁台（52人）となった。
令和２年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響によって著しく減少しているた
め、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行うなど、終息後に外国人観光客を呼び込めるよう
受入環境の整備を進める。

33
骨寺村荘園交流施
設利用者数

骨寺村荘園遺跡の活用の状況
を示す指標

観光物
産課

人/年

10,000
各施設などか
らの報告によ
る

おおむね倍増を
目指す

インバウンド推
進事業

427.9% Ａ
観光物
産課

人回/
年

5,867 13,565 20,02532
外国人観光入込客
数

観光客の受け入れ態勢の状況
を示す指標

現状維持を目指
す

観光ガイド事業
費

100.0% Ａ

観光の最前線に携わっている従事者や観光関係者等を対象に「観光客おもてなし向上セミ
ナー」を開催し、観光客のリピーター獲得につながるおもてなしの心構えやインバウンド
の受入について学んだ。
観光ボランティアガイド団体においては、会員の入れ替わりにより登録者数が減少したた
め、令和２年度は、「一関市観光ボランティアガイド養成講座」を実施し、観光ボラン
ティアガイド登録者数の拡大と育成活動等の取組を行っていく。

70 78 78 75
各団体の会員
数

81

猊鼻渓地域を中心に、アジア圏からの団体ツアー客が年々増加している。一
関市観光協会や世界遺産平泉・一関ＤＭＯなどと連携して展開したインバウ
ンド事業が功を奏した結果と見込む。

伊達な広域観光推進協議会と連携し、SDGSをキーワードとした体験学習を通して、モニ
ターツアーやエージェント訪問を行った。
教育旅行における農家民泊においては、大型校（200名規模）の受入れが困難なため、奥
州市や平泉町と連携し受入れを行っていく。

31
観光ボランティア
登録者数

観光客の受け入れ態勢の状況
を示す指標

観光物
産課

人

10,300
各施設などか
らの報告によ
る

おおむね10％増
を目指す

伊達な広域観光
推進協議会

92.0% B
観光物
産課

人回/
年

9,392 10,007 9,59430 教育旅行入込客数
体験型観光の振興対策の状況
を示す指標

隔年で実施している「一関市観光ボランティアガイド養成講座」と毎年実施
している地域観光案内人スキルアップ研修事業の「観光客おもてなし向上セ
ミナー」をとおして、観光客を受入れるおもてなしの心構え等を学び、継続
して観光ガイドの育成活動を行ってきた。

おおむね10％増
を目指す

一関温泉郷宣伝
費

65.6% Ｃ

大型温泉施設の休業などの影響によりＨ28からの減少が続いており、今年は観光最盛期で
ある10月に台風などの悪天候が続いたことで、例年に比べても大きく減少した。
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により著しく減少しているため、終息後に
利用者を呼び込めるよう温泉施設への支援を行う。
今後は、一関温泉郷協議会と連携しながら、各種イベントなどでＰＲを行うとともに、多
言語パンフレットの作成や受入れ環境整備を実施しインバウンド誘客拡大に努める。

29 27 26 32
温泉郷各施設
からの報告に
よる

旅行形態が団体旅行から個人旅行に変化していることなどから、国内の宿泊者数は減少傾
向にあり、今年は観光最盛期である10月に台風などの悪天候が続いたことで、例年に比べ
て大きく減少した。
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により著しく減少しているため、終息後に
宿泊客を呼び込めるよう宿泊施設への支援を行う。
今後は、現在の通過型観光から滞在型観光への転換を進められるよう、朝・夜に楽しめる
コンテンツの掘り起こしや、エージェントやメディアへのセールスを行うなど、（一社）
一関市観光協会や（一社）世界遺産平泉・一関ＤＭＯと連携して宿泊客の誘致に努める。

29
一関温泉郷入込客
数

観光業の振興対策の状況を示
す指数

観光物
産課

万人回
/年

11
各施設などか
らの報告によ
る

10％増を目指す 観光振興事業費 63.6% Ｃ
観光物
産課

万人/
年

10 9 928 宿泊者数
観光業の振興対策の状況を示
す指標

東日本大震災前
（H22）の水準を
目指す

観光振興事業費 96.1% B

４月と１月を除いた月が対前年比で減となっており、特に観光最盛期である10月は、台風
19号の影響によりイベントが中止となったことなどから、対前年比51.0％の大幅減となっ
た。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、外出自粛が求められた３月には、全
体で22.6％の減となった。
令和２年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響によって著しく減少しているた
め、終息後に観光客を呼び込めるよう、新たな施策を検討する。

210 210 215 230
各施設などか
らの報告によ
る

262

8

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

27 観光入込客数
観光業の振興対策の状況を示
す指標

観光物
産課

万人回
/年

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑪
Ｈ30年度
末現在

主に関東や関西方面を中心にエージェント訪問やモニターツアー及び誘客セ
ミナー等を行い、誘致活動を行った。現状は、猊鼻渓を中心とした体験型観
光が主だが、今後は宿泊型の教育旅行の誘致に努めていく。

地域活性化の活動拠点施設として交流施設を活用し、年間通して体験交流イ
ベント等を開催し、都市農村交流を図っている。
栗駒焼石ほっとラインが開通した平成27年度をピークに利用者数は減少傾向
にあったが、各種イベントの開催により一定の利用者数で推移している。令
和元年５月29日には交流館の入館者数が20万人を突破した。

農家民泊を受け入れるうえで生徒数が多い学校への対応が難しいほか高齢化
等の理由で登録から離脱する農家も毎年あり、受け入れを希望する農家を新
規に確保しながらも微増に留まっている。

学校単位での受入で受入校数と生徒数が実績に影響し、継続的に受入可能な
農家の確保も課題である。今後も積極的に周知活動を行うほか、一関市を旅
行先に選んでもらえるように、学校の要望を把握していく。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

令和元年度の観光入込客数は、観光最盛期の天候に恵まれずに減少したもの
の、平成30年度は、道の駅むろねの開業やイベントの盛況により、大幅に増
加している。（一社）一関市観光協会や、平成30年４月に発足した（一社）
世界遺産平泉・一関ＤＭＯの取り組みも好影響を及ぼした結果と見込む。

（一社）一関市観光協会や（一社）世界遺産平泉・一関ＤＭＯと連携し、
エージェントやメディアへのセールスなど、滞在型観光への転換に向けたＰ
Ｒを行った。引き続き、関係団体と連携して宿泊客の誘致に努める。

ＨＰやイベントなどでのＰＲを行うとともに、多言語パンフレットの作成や
受入れ環境整備を実施しインバウンド誘客拡大に努めた。引き続き、一関温
泉郷協議会と連携して誘致に努める。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 2みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち
施策項目 2-1 都市間交流、国際交流

まちづくりの目標 2みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち
施策項目 2-2 道路

まちづくりの目標 2みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち
施策項目 2-3 公共交通

48

1

57

⑬
R1年度末

現在

55.9

92.5

54.3

92.6

⑬
R1年度末

現在

4,312

135,981

45

1

30

4,398

154,560

92.4

54.0

５％増を目指す

バス運行事業費
補助金
市営バス運行事
業特別会計

69.7% Ｃ

デマンド型乗合タクシーの導入、バス路線の経路、時刻の見直しなどに取り組んだが、沿
線人口の減少や車社会の進展などにより、指標の目標値を下回る結果となっている。今後
も利用者ニーズを踏まえ、利便性と効率性の向上を図っていく。
また、一関市地域公共交通網形成計画に基づき、公共交通の利用状況を踏まえながらデマ
ンド型乗合タクシーの導入やバス路線の見直しを進めていく。

185,906 170,270 160,802 195,201 実績による

列車とバスの乗継改善や、利用促進事業を行ったが、沿線人口の減少や車社会の進展など
により、指標の目標値を下回る結果となった。今後も乗継改善を進めるとともに、ＪＲ、
拠点駅推進協議会と連携を図り、利用者の確保につながる取組を推進していく。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により、市民号が中止となったが、乗継改善を進
めるとともに、拠点駅推進協議会と連携を図り、利用者の確保につながる取組を推進して
いく。

44
市営バスの年間利
用者数

市営バスの利用を示す指標
まちづ
くり推
進課

人/年

4,855
ＪＲ東日本公
表データによ
る

毎年１％増を目
指す

第36回一関市民
号、JR大船渡線
における一関
市・気仙沼市観
光PR列車の運行

88.8% Ｂ
まちづ
くり推
進課

人/日 4,574 4,476 4,42843
一ノ関駅乗車数
（１日当たりの乗
車数）

公共交通の利用を示す指標

一ノ関駅停車の「はやぶさ」の増便、市民号の実施、列車とバスの乗継改善
などを行ったが、指標の目標値を下回る結果となった。今後も乗継改善や市
民号などを実施するとともに、ＪＲ、拠点駅推進協議会と連携を図り、利用
者の利便性の確保と乗車人数の維持につながる取組を推進していく。

一関市地域公共交通網形成計画をH30に策定し、デマンド型乗合タクシーの
導入、バス路線の経路、時刻の見直しなどに取り組んだが、指標の目標値を
下回る結果となった。今後も同計画に基づき、且つ利用者ニーズを踏まえ、
利便性と効率性の向上を図っていく。

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑪
Ｈ30年度
末現在

順調に推移している。今後も交付金等を活用した予算確保に努め、達成を目指す。
今後は、実施計画に基づいて事業推進を図る。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

92.7
市道台帳デー
タによる

0.5ポイント増を
目指す

道路舗装新設事
業

99.9% Ｂ
道路建
設課

％ 92.2 92.3 92.442
市道舗装率（１、
２級市道）

主要な市道の整備状況を示す
指標

1.4ポイント増を
目指す

道路舗装新設事
業

101.3% Ａ
順調に推移している。今後も交付金等を活用した予算確保に努め、事業を推進する。
今後は、実施計画に基づいて事業推進を図る。

52.2 52.6 53.8 53.6
市道台帳デー
タによる

92.4 目標数値を概ね達成している。

順調に推移している。今後も交付金等を活用した予算確保に努め、事業を推進する。
今後は、実施計画に基づいて事業推進を図る。

41
市道舗装率（全路
線）

市道の整備状況を示す指標
道路建
設課

％

92.4
市道台帳デー
タによる

0.4ポイント増を
目指す

道路新設改良事
業、広域基盤整
備事業

100.1% Ａ
道路建
設課

％ 92.0 92.1 92.440
市道改良率（１、
２級市道）

主要な市道の整備状況を示す
指標

目標数値を既に達成している。

目標数値を既に達成している。

1.0ポイント増を
目指す

道路新設改良事
業、広域基盤整
備事業

101.6% Ａ
順調に推移している。今後も交付金等を活用した予算確保に努め、事業を推進する。
今後は、実施計画に基づいて事業推進を図る。

54.0 54.6 55.6 55.0
市道台帳デー
タによる

55.7

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

39
市道改良率（全路
線）

市道の整備状況を示す指標
道路建
設課

％

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

おおむね５％増
を目指す

国際交流推進事
業
国際交流事業補
助金

228.0% Ａ

各団体が実施している日本語教室や外国人との交流事業は、年度末において新型コロナウ
イルス感染症の影響により、一部中止になったが、室根地域で太極拳教室の実施回数が増
えたことなどにより指標の目標値を満たす結果となった。今後、旧団体の事業は一関市国
際交流協会が継承するとともに、全市的な事業として広げていく。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により、人的交流事業が中止、延期になっている
が、これまで各国際交流団体が行ってきた事業は一関市国際交流協会が継承して実施して
いく。また新たに、外国人の相談窓口の開設や通訳支援ボランティア制度の創設などを進
める。

24 26 41 25
市が支援して
いる異文化交
流事業の回数

⑪
Ｈ30年度
末現在

仮称･一関市国際交流協会設立検討準備会を設置し、全市的な協会設立に向けての協議、検
討を行った。令和２年２月２日に一関市国際交流協会を設立し、指標の目標値を満たす結
果となった。今後は、この協会と市が連携し、全市的な国際交流、多文化共生の取組を推
進していく。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により、人的交流事業が中止、延期になっている
が、これまで各国際交流団体が行ってきた事業は一関市国際交流協会が継承して実施して
いく。

38
異文化交流事業の
回数

市民の異文化交流を示す指標
まちづ
くり推
進課

回

1 実態による
国際交流団体の
連携組織の設立
を目指す

一関市国際交流
協会設立検討準
備会の設置
国際交流推進事
業
国際交流協会補
助金

100.0% Ａ
まちづ
くり推
進課

団体 0 1 137
国際交流団体の連
携組織数

国際交流団体の連携状況を示
す指標

おおむね５％増
を目指す

姉妹都市、友好
都市との相互交
流、国際姉妹都
市オーストラリ
アセントラル・
ハイランズ市へ
の市内中学生派
遣など

154.8% Ａ

例年の交流事業に加え、令和元年度は、田辺市での熊野古道ウォーキング、岩沼市での職
員歴史学習会の開催などを行い、指標の目標値である交流回数は増加した。今後さらに市
民レベルでの交流を推進していくと共に、経済交流に結びつく取組を行っていく。また、
新型コロナウイルス感染症の影響により、人的交流事業が中止、縮小になっているが、交
流都市との連絡を取りながら、今後の交流のあり方について検討を進める。

29 43 45 31
交流事業の回
数

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

36
姉妹都市、友好都
市等の交流回数

市民の都市交流を示す指標
まちづ
くり推
進課

回

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑬
R1年度末

現在

田辺市と姉妹都市締結を結ぶなど都市間交流を推進した。また、人的な交流
のみならず、観光ＰＲや物産展への参加など経済交流に結びつく取組にも着
手し、指標の目標値を満たす結果となった。今後さらに市民レベルでの交流
を広げると共に、経済交流に結びつく取組を推進していく。

市内国際交流団体が連携した取組を進める中で、連絡会議の設置（H27）、
仮称･一関市国際交流協会設立検討準備会の設置（R1）、一関市国際交流協会
の設立（R2）に至り、指標の目標値を満たす結果となった。今後はこの協会
と市が連携し、全市的な国際交流、多文化共生の取組を推進していく。

各団体に対して支援を行うことで、日本語教室や外国人との交流事業が継続
的に実施され、事業の開催回数も増加し、指標の目標値を満たす結果となっ
た。今後、旧団体の事業は一関市国際交流協会が継承するとともに、日本語
教室などは現在開催していない地域での開催を進めるなど、さらなる交流事
業の取組を推進していく。

目標数値を既に達成している。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

5



まちづくりの目標 2みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち
施策項目 2-4 地域情報化

まちづくりの目標 2みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち
施策項目 2-5 地域づくり活動

まちづくりの目標 2みんなが交流して地域が賑わう活力あるまち
施策項目 2-6 移住定住、結婚支援

⑬
R1年度末

現在

90,142

2,122

33

468

36

120,316

2,357

1,963

23

3

329

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

おおむね50％増
を目指す

めぐりあいサ
ポート事業

64.4% Ｃ

Ｒ元年度中に53人が新規登録となったが、活動履歴の無い会員が多かったことから、継続
の意思確認を行った結果、会員が減少した。今後は、時勢に合わせたオンラインイベント
や、魅力あるイベントを開催するとともに、情報発信を充実し、結婚活動サポートセン
ターへの登録を促す。

324 885 987 500 実績による

Ｒ元年度の実績は３件となっており、目標数値の５件には達していないが、各種事業の取
組により効果が出てきている。今後も継続的に縁結び支援事業やイベントを実施し、出会
いの場を充実を図る。また、結婚支援事業に係る周知を行い、事業への参加を促す。

53
いちのせき結婚活
動サポートセン
ターの会員登録数

結婚活動支援状況を示す指標
いきが
いづく
り課

人

5 実績による ５倍を目指す
ハッピーブライ
ダル応援事業

60.0% Ｃ
いきが
いづく
り課

件/年 1 2 252 結婚祝金交付件数 結婚活動支援状況を示す指標

2.5倍を目指す
移住定住環境整
備事業

185.0% Ａ

チラシやホームページ等を通じた周知活動により、空き家バンクの登録件数が増えてきて
いる。また、当バンク制度の利用や問い合わせも増えてきており、制度が浸透してきてい
る。
今後は、空き家バンク制度の周知を行い、空き家となっている物件の登録を促進するとと
もに、関係団体と連携し、空き家物件の情報提供の充実に努める。

8 22 23 20 実績による

移住者住宅取得補助金制度や空き家バンク制度などによる移住者は、年150人を超えてい
るが、転入者数の全体を底上げするまでには至っていない。
今後は、移住定住施策による当市への移住促進のほか、UIJターンや関係人口を増やす取組
などにより転入者数の増加を図る。

51
空き家バンクの登
録件数

移住者受け入れのための体制
整備を示す指標

いきが
いづく
り課

件

2,800 実績による
おおむね５％増
を目指す

移住定住環境整
備事業

90.3% B
いきが
いづく
り課

人 2,697 2,584 2,60350 転入者数 移住状況を示す指標

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

指標の目標値には届いていないが、市民による地域おこし事業の取組により、活力ある地
域づくりに繋がっている。今後は、現要綱での事業実施はR2年度が最終年となっているこ
とから、制度内容の見直しを行い、R３年度以降、引き続き市民による地域おこし事業を
支援する。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

38 実績による 10％増を目指す
地域おこし事業
費補助金

92.1% Ｂ
まちづ
くり推
進課

団体 34 27 3049
地域おこし事業実
施団体数

市民による地域おこし活動の
状況を示す指標

自治会登録団体
全ての活用を目
指す

自治会等活動費
総合補助金

94.0% B

指標の目標値を下回っているが、当該補助金を活用して、地域課題の解決や地域の交流促
進など地域の実情に応じた取組が進められている。今後は、補助金を活用していない自治
会に対し、補助金制度の周知を行い、理解を深めていただくき、活用団体を増やす。

410 444 440 468 実績による

市内のほとんどの市民センターの管轄区域内で地域協働体が設立され、特色ある地域づく
り活動に取り組んでいる。
地域協働体が未設立の地域に対しては、引き続き、組織化に向けた支援を行っていく。

48
自治会等活動費総
合補助金活用団体
数

自治会活動の状況を示す指標
まちづ
くり推
進課

団体

34 登録数による

全市民センター
の管轄区域内で
の地域協働体の
設立を目指す

地域協働体支援
事業
市民活動推進事
業
地域協働体活動
費補助金

97.1% Ｂ
まちづ
くり推
進課

団体 18 32 3347
地域協働体の設立
数

地域づくりの推進役を担う組
織の設立状況を示す指標

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

33

前年度と比較しアクセス数が減少したため、目標数値は未達成となった。、
全庁的に積極的な情報発信に取り組んで行く。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

2,300 実績による
毎年おおむね
１％増を目指す

市政情報発信事
業

92.3% B
広聴広
報課

千件/
年

2,186 1,782 2,26846
市の公式ホーム
ページのアクセス
件数

市の公式ホームページの閲覧
状況を示す指標

⑬
R1年度末

現在

市民センター利
用者目標数
（541,112人）の
２％を目指す

地域情報化推進
事業

819.5% Ａ
目標達成済
（当初の想定を超える利用があったため）
今後は、公衆Wi-Fiのセキュリティ対策を維持しながら、サービスを提供していく。

0 67,752 101,636 11,000 実績による

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

45
公衆Ｗi－Ｆi利用件
数

市民センター等の公共施設に
設置した公衆Ｗi-Ｆiの利用を
示す指標

総務課  件

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

440

35

⑬
R1年度末

現在

2,529

37

3

322

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

公衆Wi-Fiの整備・普及により、ブロードバンドサービスの活用が市民に浸透
した。

報道機関へプレスリリースした情報は積極的にホームペ－ジにも掲載するな
ど全庁的に情報発信について共通理解に努めたが、恒常的に目標値を達成す
ることが出来なかった。

協働推進アクションプラン、地域協働推進計画に基づき、地域協働体の設立
を支援した結果、33の地域協働体が設立され、地域づくりの主体として活動
している。

指標の目標値を下回っているが、当該補助金を活用する団体は増えてきてお
り、地域課題の解決や地域の交流促進など地域の実情に応じた取組が進めら
れている。

指標の目標値には届いていないが、市民による地域おこし事業の取組によ
り、地域の特性を生かした活力ある地域づくりに繋がっている。

移住者補助金など移住定住施策を利用した移住者数は年150人（平均）を超
え、当市への移住促進に繋がっているが、転入者は全体として減少傾向にあ
る。

空き家バンクの登録件数は増加してきており、制度が浸透してきている。

めぐりあいサポート事業を通じて婚姻したカップルが、毎年２～３組程度と
なっており、事業の継続により効果が出てきている。

会員の継続意思の確認を行た結果、会員が減少したが、活動意欲のある会員
により活動が行われている。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-1 子育て

39

0

966

3

⑪
Ｈ30年度
末現在

新規で開設した教室はあるが、活動場所が離れている等の理由により、４か所の実施にと
どまっている。今後は、放課後児童クラブと放課後子ども教室の活動場所について、学校
の余裕教室の活用も含めて、地区のニーズを聞き取りながら検討を行う

8 実績による
各地域で１箇所
以上の実施を目
指す

放課後子ども教
室事業

50.0% C
いきが
いづく
り課

箇所 2 3 361

放課後児童クラブ
と放課後子ども教
室が一体的又は連
携して事業を行う
箇所数

放課後児童クラブの児童が放
課後子ども教室の教育活動プ
ログラムに参加できることを
示す指標

利用登録が見込
まれる児童全員
分の定員確保を
目指す

放課後児童健全
育成事業

107.4% A 利用者のニーズに応じて施設整備等を行ったことから目標を達成している。807 827 893 993 実績による

開催する場所の問題などから４か所の実施にとどまり、目標値を下回った。

令和２年度においても、４月１日時点の待機児童は０人となり目標を達成している。 ○

60
放課後児童クラブ
登録児童数

放課後児童クラブの利用児童
数を示す指標

子育て
支援課

 人/年

0 実績による
子ども・子育て
支援事業計画に
基づく

利用者支援事業 100.0% Ａ
子育て
支援課

人 43 51 059 待機児童数 待機児童の状況を示す指標

各地域で１園以
上の設置を目指
す

施設型給付費等
支給事業

100.0% A
令和２年度において、私立の保育園の３園が認定こども園へ移行したことから、認定こど
も園は計16園となっている。

6 10 10 13 実績による11

登録会員数は増加していることから、利用者の増加は見込まれる。引き続き登録会員の募
集に努め、会員を増やしていくとともに、事業の周知を図る。

58 認定こども園数
認定こども園の設置状況を示
す指標

子育て
支援課

園

1,600 実績による
おおむね25％増
を目指す

一関ファミリー
サポートセン
ター事業

44.0% D
子育て
支援課

人/年 1,285 2,075 86957
ファミリーサポー
トセンター利用者
数

ファミリーサポートセンター
の利用状況を示す指標

５倍を目指す
発達支援相談・
発達支援教室

105.4% Ａ
子育て支援センターが開設5年目となり、相談機関として認知されてきたことにより目標
達成となった。今後も関係機関と連携し、引き続きアドバイスをするなど市民に寄り添っ
た相談事業に取り組む。

168 763 993 840 実績による825

978

　未受診者や遅い妊娠届出のほか、入院や予定日より早い出産などで妊娠36週目以降の受
診率が低く、また、令和元年度は転出者が例年に比べ多かったこともあり目標達成とはな
らなかった。しかし、35週目までの受診率は平均90％を超えている。入院や出産はコント
ロールできるものではないが、該当期間内の受診について、今後も積極的に指導し、受診
率向上につなげていく。
（※受診票は妊娠届出時に14回分一括交付）
今後も、妊娠届出時に積極的に指導し、該当期間内の受診を指導していく。

56 子育て相談件数 子育て相談の状況を示す指標
子育て
支援セ
ンター

件/年

90.0 実績による
3.8ポイントの増
を目指す

妊婦健康診査事
業

90.3% Ｂ
子育て
支援課

％ 86.2 85.9 83.355
妊婦健康診査受診
率

出産までに必要な妊婦健康診
査を受ける人の割合を示す指
標

87.4

おおむね６％増
を目指す

不妊に悩む方へ
の特定治療支援
事業費

70.0% Ｃ

県の助成金交付決定者を対象としており、申請者数はその年により波があるため目標達成
とならなかったと考える。また、今後についても、申請者数により目標達成となるかどう
かは見通しをたてることが難しいところである。今後も事業を継続し、引き続き制度の周
知に努める。

66 65 43 70 実績による

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

54
特定不妊治療を受
けている方への助
成件数

特定不妊治療を受けている方
への助成を示す指標

子育て
支援課

人

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑬
R1年度末

現在

49

81.3

885

704

13

0

1,066

4

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

　目標達成は、申請者数に左右されるところではあるが、直近３年間の実績
は高いものとは言えないことから、周知方法等について検討が必要と考え
る。

妊娠35週目までの受診率は平均90％を超しており、目標値に届いているもの
の、36週目以降の受診率は、予定日より早い出産等で受診率が低くなってし
まう。妊娠届出時に受診について、今後も積極的に指導していく必要がある
と考える。

土曜日開催事業及び新規事業を創設したこと、子育て支援センターで相談が
できることが認識され目標達成となった。

子育て支援が必要な人と子育てボランティアが会員登録し、会員内でサービ
スの利用調整を行うことにより子育て支援の一助を担ってきたが目標達成に
は至らなかったことから、引き続き登録会員の募集に努め、会員数を増やし
ていくとともに事業の周知を図る必要がある。

認定こども園は、幼稚園、保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況の変
化等によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設であることから、積極的に
認定こども園への移行を支援することにより、待機児童の減少等に寄与し
た。

保育ニーズに的確に対応し、教育・保育施設、地域型保育事業の確保に努
め、平成29年度から３年連続で４月１日時点の待機児童ゼロを達成するなど
待機児童の解消に努めた。

利用者のニーズに応じて施設整備等を行い、待機児童の抑制に努めた。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

7



まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-2 義務教育・高等教育等

100.9

93.8

100.0

100.0

85.7

62.5

95.9

⑪
Ｈ30年度
末現在

目標数値を達成することはできなかったが、前年度数値を上回ることができた。受信可能
な通信機器を保有している家庭には引き続き登録を促していく。

99.0 実績による
ほぼ全ての保護
者の登録を目指
す

学校緊急情報相
互連絡システム
運用事業

97.3% Ｂ
教育総
務課

％ 96.0
誤 118.0
正  97.5

98.068
学校緊急情報相互
連絡システム登録
率

メール配信サービスの利用状
況を示す指標

10ポイントの増
を目指す

ＰＣ教室の更新
整備
デジタルコンテ
ンツの整備
教育研究所ＩＣ
Ｔ部会による研
究

125.0% Ａ

市で整備しているデジタルコンテンツ（デジタル教科書等）が児童生徒の課題把握や思考
の整理に有効なツールであることが教師に理解されてきている。教職員の年齢層が年々下
がっており、デジタルネイティブ世代の若手教員がICT機器を積極的に活用している。
また、教科書等の多くに、授業支援ソフトが付随されており、それらを活用することが、
実績値の増加につながっていると考えられる。

50.0 35.3 70.6 60.0
全国学力・学
習状況調査

市で整備しているデジタルコンテンツ（デジタル教科書等）が児童生徒の課題把握や思考
の整理に有効なツールであることが教師に理解されてきている。小学校においては、外国
語活動において、デジタルコンテンツ活用に有用感があり、必然的に高い数値に帰結して
いる。
また、教科書等の多くに、授業支援ソフトが付随されており、それらを積極的に活用する
ことが、実績値の増加につながっていると考えられる。

67

情報通信技術を活
用して学習指導を
行った中学校の割
合

ＰＣ等の活用による学習指導
状況を示す指標

学校教
育課

％

70.0
全国学力・学
習状況調査

5.3ポイントの増
を目指す

ＰＣ教室の更新
整備
デジタルコンテ
ンツの整備
教育研究所ＩＣ
Ｔ部会による研
究

127.6% Ａ
学校教
育課

％ 64.7 54.5 66.766

情報通信技術を活
用して学習指導を
行った小学校の割
合

ＰＣ等の活用による学習指導
状況を示す指標

全小学校での実
施を目指す

・テキスト「言
海」による先人
ページの取り組
み。
・「ことばの先
人」出前講座の
実施。

100.0% A

「ことばの先人」学習に取り組んだ小学校は、28校中28校。
「ことばの先人」出前講座【対象校６校】の実施とあわせ、ことばのテキスト「言海」を
使用した取組が各校で確実に実施された。

41.2 75.8 90.9 100.0 実績による

全小学校において、テキスト「言海」を用いて「ことばの時間」を実施し、日本語の美し
さを感じたり、声に出す感覚を楽しんだりすることができた。
引き続き、全小学校においてことばのテキスト「言海」を活用しながら、「ことばの時
間」を実施し、日本語の美しさを感じたり、声に出す感覚を楽しんだりするようにする。

65
「ことばの先人」
の学習に取り組ん
だ学校の割合

「ことばの先人」の学習への
取り組み状況を示す指標

学校教
育課

％

100.0 実績による
全小学校での実
施を目指す

「ことばの時
間」の設定と実
施

100.0% Ａ
学校教
育課

％ 0.0 9.1 18.264

「ことばの時間」
を設定し、ことば
の学習に取り組ん
だ小学校の割合

「ことばの時間」を設定し、
ことばに親しむ活動への取り
組み状況を示す指標

全国の平均正答
率を目指す

岩手県学習定着
度状況調査
ＣＲＴ

92.0% Ｂ

全国平均を下まわっている。（県平均に対しては僅かに下まわっている）領域では「関
数」の落ち込みが大きく、正答率が３割台である。
Ｒ元年度から、Ａ（知識）Ｂ（活用）問題ではなく、知識活用一体型の出題となったた
め、時間内に問題を読み込んで解く総合的な力が必要である。あわせて、基礎力の定着と
向上が必要である。

92.9 90.9 93.9 100.0
全国学力・学
習状況調査

100

ことばのテキスト「言海」を作成し、市内全小学校に配布することにより、
全校共通で「ことばの時間」を設定し取り組むことができた。各校において
は、音読・素読・暗唱・発表など、さまざまな工夫を図りながら、子どもた
ちと「ことばの時間」に取り組むことができた。また、子どもたちに様々な
ことばや作品にであえるよう、テキスト「言海」の改訂を行い、内容の充実
を図った。

全国平均を僅かに下まわっている。（県平均とは同等）領域では「図形」のみ全国平均を
上まわり、他の「数と計算」「量と測定」「数量関係」は平均を僅かに下まわっている。
Ｒ元年度から、Ａ（知識）Ｂ（活用）問題ではなく、知識活用一体型の出題となったた
め、時間内に問題を読み込んで解く総合的な力が必要である。

63

全国学力・学習状
況調査の中学校数
学Ａ（主として
「知識」に関する
問題）の正答率
（全国平均を100と
したときの割合）

学力定着状況を示す指標
学校教
育課

％

100.0
全国学力・学
習状況調査

全国の平均正答
率を目指す

岩手県学習定着
度状況調査
ＣＲＴ

97.6% B
学校教
育課

％ 98.6 99.3 102.362

全国学力・学習状
況調査の小学校算
数Ａ・Ｂの正答率
（全国平均を100と
したときの割合）

学力定着状況を示す指標 97.6

92

算数・数学に特化した学力向上の取組を実践し、全国平均を上回る年度も
あったが、年度によってばらつきがみられる。今後一層、基礎力を身につけ
ながら、社会や生活の中で活用できる総合的な学力が必要である。

算数・数学に特化した学力向上の取組を実践してきているが、全国平均に及
ばない状況である。特にも、基礎力を身につけることが必要である。授業力
の改善、家庭学習の充実などを一層図る必要がある。

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

⑬
R1年度末

現在

100

89.3

75.0

96.29

市内全小学校での取り組みである「ことばの時間」において、テキスト「言
海」を活用しながら「ことばの先人」学習に取り組むことができた。また、
「ことばの先人」出前講座については、計画的に実施校を決定し、博物館と
連携しながら取り組むことができた。

通信技術の急速な進化により、年単位におけるICTの浸透していくスピードが
急加速している中、過去5年間の中で、教育現場におけるICT環境も劇的に変
化を遂げている。特にも、様々なデジタルデバイスの教育現場への普及は、
教員のICT活用を促進している。また、その活用をとおして、児童の学習内容
理解や、学力向上につながることを教師自身が実感することで、学習指導の
充実が図られるなど、相乗的な効果を生んでいる。

通信技術の急速な進化により、年単位におけるICTの浸透していくスピードが
急加速している中、過去5年間の中で、教育現場におけるICT環境も劇的に変
化を遂げている。特にも、様々なデジタルデバイスの教育現場への普及は、
教員のICT活用を促進している。また、その活用をとおして、生徒の学習内容
理解や、学力向上につながることを教師自身が実感することで、学習指導の
充実が図られるなど、相乗的な効果を生んでいる。

登録率97％程度を維持していることから、利用が定着し、一家庭で複数の家
族が登録するようにもなり、緊急情報伝達手段の確立が図られたと評価して
いる。
令和２年度から新システムへの移行が決定していることから、利用方法など
の周知徹底を図り、前システム同様に受信可能な通信機器を保有している家
庭には引き続き登録を促していく。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

8



まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-3 青少年の健全育成

まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-4 生涯学習

272,564

53,989

8.0

12,550

29,808

⑪
Ｈ30年度
末現在

月平均1,000人の
入館を目指す

博物館機能の充
実

116.4% Ａ
企画展・テーマ展に、市内、県内だけでなく、他県の方々にも入館いただき実績を伸ばし
た。今後も広い層の方々に興味を持ってもらえる企画に取り組みたい。

10,775 14,834 23,331 12,000 実績による

微増微減を繰り返し、貸出冊数が停滞しがちである。
多様な読書ニーズに対応できるよう蔵書資料の充実に努めるとともに、電子的資料の導入
やデータベースの拡充、配本所や移動図書館車などの館外サービスの充実によって、早急
に潜在的利用者の掘り起こしを図る。蔵書資料をさらに充実させ、電子的資料の新規導入
やデータベース拡充を早急に行う。また、郷土資料についても電子化を行い、読書だけで
はなく、調査研究がスムーズに行える情報館を目指す。

73 博物館入館者数
文化・歴史に触れ学ぶ機会を
示す指標

博物館 人/年

10.0 実績による
市民一人当たり
年間３冊・点の
増を目指す

図書館機能の充
実

79.0% C
一関図
書館

冊・点
/人

7.0 7.9 7.972 図書貸出冊数
市民の読書環境の充実を示す
指標

人口ビジョンで
展望したＨ32人
口のおおむね
50％を目指す

図書館機能の充
実

101.4% A

目標数値を達成することができた。
乳幼児健診での利用者登録案内と、広報やＳＮＳでの情報発信にの結果が出たと思われ
る。今後も力を入れていく。引き続き健診時の登録案内に力を入れるものとし、広報やＳ
ＮＳ等での情報発信の充実にも努め、さらなる利用登録者増加へつなげる。

38,314 47,326 50,729 56,000 実績による

社会教育団体会員の高齢化が進むとともに、新規会員となる年齢層の余暇に対する多様性
から会員が増えず、利用者数は減少している。今後は、生涯学習に対する市民の意識を高
め、若年層の利用促進に向けた事業を検討していく。

71
図書館利用登録者
数

読書意欲を図る指標
一関図
書館

人

310,000

市民センター
における社会
教育事業及び
生涯学習活動
利用者数

人口減少を踏ま
え現状維持を目
指す

市民センター事
業

83.5% Ｂ
いきが
いづく
り課

人/年 233,929 303,356 279,99770
市民センターにお
ける生涯学習活動
利用者数

市民の生涯学習活動状況を示
す指標

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑪
Ｈ30年度
末現在

利用者の高齢化等の課題はあるが、市民ニーズにあった事業を実施すること
により、現状を維持している。

少子化により参加者数が減少し、目標値を下回っている。事業内容等を見直し、現状を維
持していく。今後は、地域・学校等との連携により、活動への参加を促進し、利用促進に
向けた取り組みを検討していく。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

31,000 実績による
少子化を踏まえ
現状維持を目指
す

市民センター事
業

85.8% Ｂ
いきが
いづく
り課

 人/年 30,866 30,468 28,76269 少年事業参加者数 学びの意欲化を図る指標

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

長期休暇等を活用し、各種事業を開催したが、少子化により年々参加者数が
減少している。

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

⑬
R1年度末

現在

26,586

⑬
R1年度末

現在

258,826

56,798

7.9

13,970

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

順調に利用登録者数を伸ばし、1年早く目標としていた数値を達成することが
できた。
特に健診時の登録案内が効果的であった。今後も乳幼児期をはじめ、今後青
年期へ入る子どもへも継続した働きかけを積極的に行い、読書に対する興味
を高めていく。

利用登録者数が順調に増えている中、市民一人当たりの貸出冊数が伸び悩ん
でいる。Ｈ25年度の新花泉図書館、Ｈ26年度の新一関図書館開館の盛り上が
りが落ち着いたためと思われる。
今後は、利用者の定着と増加を図るため、「いつでも、どこでも、だれで
も、知り、学び、楽しめる図書館」を目指し、従来の図書館サービスに加え
て電子図書館システムなどの新たなサービスの充実に努め、利用しやすい環
境を整えていく必要がある。

広い層の方々に興味を持ってもらえる企画に取り組み、入館者数は目標を上
回る数値で推移している。
地域の文化・歴史に触れ学ぶ機会を多く提供し、理解を深めたといえる。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

9



まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-5 文化芸術、スポーツレクリエーション

まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-6 人権・男女共同参画

28,473

1,246

⑪
Ｈ30年度
末現在

9

33.3 44.4 44.8 60.0 実績による
おおむね倍増を
目指す

岩手県男女共同
参画サポーター
養成講座

81.5% Ｂ

男女それぞれの委員数が委員定数40％以上である審議会などの数は、増えてきているが目
標値には至っていない。男女共同参画推進の上位組織である、男女共同参画推進本部の設
置要綱を改正し、女性委員の増加を図った。同様に、委員を選定する際に目標に達する取
組を行うように各課に要請する。

48.9

67 73 7780
男女共同参画サ
ポーター認定者数

男女共同参画意識の醸成を示
す指標

48.9
目標値に近づいてきているが、委員を選定する場合の充て職の規定がある審
議会では、男女それぞれ40％以上の構成とすることが難しい状況が続いてい
る。

人権の花運動として、令和元年度は中学校６校に花の苗などを贈呈した。
平成29年度までに全中学校への贈呈が終了しているため、数値の増減はない。
今後は、小学校へも贈呈することを人権擁護委員協議会と検討し、人権啓発活動に努め
る。

14.0 26.0 41.2 100.0
実施状況の把
握による

46.7

75 76

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

新たにサポーター１名が増え、Ｒ元年度は76人となったが、サポーター希望者があまり増
えず、目標の87人(令和元年度末まで）には届いていない。
今後は、男女共同参画サポーターによる任意団体の設立を支援するとともに、サポーター
の活動に理解を深めていただき、サポーター希望者を増やす。

81

男女それぞれの委
員数が委員定数
40％以上である審
議会等の数の全審
議会等に対する割
合

女性の市政への参画を示す指
標

いきが
いづく
り課

％

91
岩手県からの
認定者通知に
よる

毎年４人の増を
目指す

人権啓発活動地
方委託事業

83.5% Ｂ
いきが
いづく
り課

人

79
人権啓発事業を実
施した小中学校の
割合

子どもへの人権教育・啓発の
取り組みを示す指標

長寿社
会課

％

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑬
R1年度末

現在

46.7
全小中学校での
実施を目指す

人権啓発活動地
方委託事業

46.7% Ｄ

おおむね10％増
を目指す

一関国際ハーフ
マラソン、全国
高等学校選抜
フェンシング大
会北海道・東北
予選会など

116.5% A

台風や新型コロナウイルス感染症の影響による大会等の中止もあり、参加者は前年度より
減少したが、目標値を上回っている。
今後は、学会等開催補助金の制度の見直しを検討する。
また、制度の周知に努めることにより、スポーツ大会の開催増加を図り、交流人口の拡大
に努める。

17,928 24,745 25,997 20,000 実績による

人口減少や台風の影響によるイベントの中止、さらに新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のための利用制限等により、利用者数が減少している。
今後は、新型コロナウイルス感染症の予防対策を徹底し、市民が安心して気軽にスポーツ
を楽しめる環境整備に努める。

令和２年度、(仮称)一関市スポーツ推進計画を策定することから、

78
市外の選手も参加
するスポーツ大会
参加者数

市営スポーツ施設で行う大会
への参加状況を示す指標

スポー
ツ振興

課
人/年

1,000,000 実績による
おおむね10％増
を目指す

体育施設管理推
進

75.4% C
スポー
ツ振興

課
人/年 924,520 887,606 860,75877

市営スポーツ施設
利用者数

市営スポーツ施設の利用状況
を示す指標

人口減少を踏ま
え現状維持を目
指す

エアロビクス、
ヨガ、ピラティ
ス、水泳、ス
ケート等の教室

100.0% Ａ

一関市体育協会へ委託し、水泳やヨガなどのスポーツ教室を行っている。参加者の少ない
教室があり、市民ニーズの把握に努め、開催時期などを考慮しながら事業展開を行う必要
がある。
　今年度実施する市民へのアンケート調査を基に、市民のニーズを反映したスポーツ教室
等を開催し、市民が気軽にスポーツに親しむ機会を提供していく。

38 38 38 38 実績による38

859,732
施設の環境整備や大会誘致、合宿誘致などにより利用者の増加を図ったが、
人口減少などにより、利用者数は減少している。

10事業の開催を予定していたが、1事業は新型コロナウイルス感染症の影響により中止と
なった。
今後は、市民が優れた芸術文化に親しむ機会を充実させるため、各種補助事業等を活用し
ながら事業の実施を検討していく。

76
市が関わるスポー
ツ教室開催回数

市民のスポーツへの取り組み
状況を示す指標

スポー
ツ振興

課
回/年

10 実績による
人口減少を踏ま
え現状維持を目
指す

芸術文化振興事
業

90.0% Ｂ
いきが
いづく
り課

回/年 9 5 975
芸術鑑賞事業の開
催回数

優れた芸術文化に親しむ機会
の提供を示す指標

ヨガなど人気が高い教室については、各地域で開催するなど、ニーズを捉え
ながら、市民が気軽にスポーツに親しむ機会を提供した。

人口減少を踏ま
え現状維持を目
指す

文化センター管
理運営事業

96.7% Ｂ

一関文化センターの大ホール吊物装置更新工事により、施設が利用できない期間があっ
た。また、新型コロナウイルス感染症の影響により年度末の利用が減少した。文化芸術団
体においては、構成員の減少や高齢化などの課題を抱えており、若年層の参加や利用促進
に向けた取り組みを検討する。

1,115 1,145 1,193 1,200 実績による

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

74
文化センター利用
件数

芸術文化活動の活動状況を示
す指標

いきが
いづく
り課

件/年

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑬
R1年度末

現在

1,160

9

38

754,406

23,294

利用件数は、目標値に近い状況となっており、市民の芸術文化活動の促進が
図られている。

幅広いジャンルの公演を計画実施しており、市民が優れた文化芸術を鑑賞す
る機会が確保されている。

大会開催補助・学会等開催補助事業の実施により、大規模大会等の誘致や開
催を支援し、市外の方々にも当市のスポーツ大会に参加していただき、交流
人口の拡大につながった。

人権擁護委員と連携し、中学生に対して人権尊重の理念に関する理解を深め
てもらうことができた。
今後は小学生に対しても実施できるよう、人権擁護委員と協議する。

サポーターの認定者数は、Ｈ26現状値67人と比較すると、10人増の76人とな
り、目標値87人（令和元年度末まで）は届かなかったが、男女共同参画の活
動が促進されている。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

10



まちづくりの目標 3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-7 文化財の保護・地域文化の伝承

まちづくり3自ら輝きながら次代の担い手を応援するまち
施策項目 3-8 平泉関連資産「骨寺村荘園遺跡」の保護

まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち
施策項目 4-1 自然環境・環境保全

⑪
Ｈ30年度
末現在

順調であり、今後も事業者等に対し締結への協力を求めていく。169 実績による
おおむね10％増
を目指す

水質検査事務 101.8% Ａ
生活環
境課

 件 154 166 16987
環境保全協定締結
件数

環境汚染の未然防止及び環境
保全に関する取組状況を示す
指標

すべての類型指
定河川で水質基
準（ＢＯＤ値）
の達成を維持す
る

水質検査事務 (100%) (Ａ)
下水道の整備や合併処理浄化槽の普及等に引き続き努めた結果、基準値を超過した河川は
なかった。

0 0 0 0
県河川水質測
定結果による

0

誤　169
正　171

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

86

環境基準の類型指
定河川における基
準値未達成河川数
（ＢＯＤ値）

国・県が指定する類型河川
（北上川、磐井川、千厩川、
砂鉄川、有馬川、金流川、久
保川、猿沢川、黄海川）の水
質状況を示す指標

生活環
境課

河川

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

毎年おおむね
５％増を目指す

学びの里・骨寺
村荘園遺跡事業

75.7% Ｃ

行楽客が増えるゴールデンウイークや紅葉シーズンには、今まで同様休館日を設けず、利
用者の利便性の向上を図った。
また、交流施設を活用し、年間を通して体験交流イベント等を開催し、市内外に本寺の魅
力発信に努めている。
今後は、本寺らしさを打ち出したリピーターの確保やより一層の情報発信を行う。
またイベント等を通じて地元住民と来訪者の交流を図り、本寺の魅力を市内外に発信して
いく。

27,482 29,162 26,868 36,500
骨寺村荘園交
流館、休憩所
の利用者数

⑪
Ｈ30年度
末現在

28,183

厳美小・中学校の協力を頂き、これまで同様に児童生徒に参加してもらえている。参加者
数が減少傾向にあるので、米オーナーをはじめとする支援者の拡充を図っていきたい。
今後は、地域住民とともに、小区画水田の保全・活用を継続して行う。

85
骨寺村荘園交流施
設利用者数（再
掲）

骨寺村荘園遺跡への来訪者数
を示す指標

骨寺荘
園室

人/年

500
田植え、稲刈
り体験交流会
の参加者数

おおむね50％増
を目指す

田植え体験交流
会・稲刈り体験
交流会

65.8% Ｃ
骨寺荘
園室

人/年 331 407 39684
小区画水田を活用
した体験交流会へ
の参加者数

骨寺村荘園遺跡の支援者数の
状況を示す指標

地域活性化の活動拠点施設として交流施設を活用し、年間通して体験交流イ
ベント等を開催し、都市農村交流を図っている。
栗駒焼石ほっとラインが開通した平成27年度をピークに利用者数は減少傾向
にあったが、各種イベントの開催により一定の利用者数で推移している。令
和元年５月29日には交流館の入館者数が20万人を突破した。

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

364

骨寺村荘園交流施設を核とし、骨寺村荘園遺跡を活用した各種体験交流イベ
ント等を通して都市住民と地域住民との交流促進も図られ、地域活性化にも
繋がっている。
また、地元住民が主体的に行っている景観保全活動により、伝統的農村景観
が良好に保全されている。

活動を再開した団体、休止した団体があったが、活動の支援を継続し、Ｒ２年度の目標値
を上回る団体数を維持することができた。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

57
民俗芸能団体
調査

民俗芸能が途絶
えず伝承される
ことを目指す

民俗芸能の調査
及び保存会等の
活動を支援

103.5% Ａ
文化財

課
 団体 57 56 5683

市内民俗芸能団体
数

神楽・鹿踊りなど民俗芸能の
伝承状況を示す指標

民俗芸能団体に対し聞き取り調査などを実施。上演会の開催や活動事業補助
など、民俗芸能の普及と活動支援を行い、保存伝承活動を実践している。

82
標柱・解説板の設
置数

文化財保護意識の啓発に関す
る情報発信状況を示す指標

文化財
課

 基
毎年15基の増を
目指す

指定文化財や埋
蔵文化財包蔵地
に標柱や解説板
を設置

102.4% A
順調に進められており、Ｒ元年度末の設置数がＲ２年度の目標値を上回った。今後も計画
的に整備を進めていく。

154

59

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑬
R1年度末

現在
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

76 121 137 166
標柱・解説板
設置数による

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

支所と連携し、計画的に整備をすることができた。解説板の設置について
は、英文併記とするなど、市民、来訪者がより地域の歴史・文化を知ること
ができた。

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑪
Ｈ30年度
末現在

170

59

⑬
R1年度末

現在

329

27,638

⑬
R1年度末

現在

-

172

類型指定河川における基準値はすべて達成され良好な状態にあり、今後も継
続し維持するよう監視を続ける。

環境保全協定の締結を行うことにより、事業者の環境保全に関する意識が高
まり、環境汚染の未然防止が図られている。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満

11



まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち
施策項目 4-2 公園、都市緑化

まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち
施策項目 4-3 低炭素社会

まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち
施策項目 4-4 循環型社会

⑪
Ｈ30年度
末現在

828

16.8

10％減を目指す
※Ｈ26は速報値

⑦
目標設定の考え方

食品ロス対策事
業、生ごみ減量
機器購入事業補
助金

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

15.1 15.092
リサイクル率（一
般廃棄物）

廃棄物の再資源化への取組状
況を示す指標

16.9
廃棄物処理実
態調査による

1.5ポイントの増
を目指す※Ｈ26
は速報値

資源リサイクル
事業（有価物集
団回収事業）

(99.4%) （Ｂ）
生活環
境課

 ％ 15.4

800 827 832 720
廃棄物処理実
態調査による

清掃センターにおいて平成30年度から焼却灰のセメント原料化を図ったことや紙類の回収
方法を見直したことが要因となり、リサイクル率が上昇したと考えられる。

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

91
1人1日当たりの排
出量（一般廃棄
物）

廃棄物の減量化の取組状況を
示す指標

生活環
境課

ｇ/日

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

(87.0％) （Ｂ）
廃棄物の総排出量は減少している。清掃センターにおいて平成30年度から事業系の廃棄物
の受け入れを規制したことも一因と考えられる。

○

省エネルギービ
ジョン消費量目
標値による※H24
推計値

資源・エネル
ギー循環型まち
づくり推進事業

(95.2％) （B）
民生、産業、運輸の各部門中、最も大きな排出量割合を占める産業部門での減が全体の削
減をけん引した。この削減ペースが維持できれば目標達成できる見込み。

○795,400 771,531 748,653 684,101
統計データに
よる

718,637

FIT（固定価格買取制度）価格の低下により、導入件数の大幅増とはならなかったものの、
目標は概ね達成した。

90 CO2排出量
地球温暖化対策の取組状況を
示す指標

生活環
境課

tCO2/
年

3,500
資源エネル
ギー庁による

新エネルギービ
ジョン導入目標
値による

住宅用新エネル
ギー設備導入促
進費補助金

81.8% Ｂ
生活環
境課

件 1,980 2,386 2,51289
太陽光発電システ
ム（10kw未満）導
入件数

設置状況を示す指標 2,700

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑪
Ｈ30年度
末現在

新たな公園の整備は行われなかったが、人口の減少により、１人当たりの公園面積が増加
している。今後は、令和３年度に（仮称）新高梨地区公園の整備が予定されている。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

16.7

市が管理する
都市公園、市
公園の開設面
積／住基人口

人口減少を踏ま
え現状維持を目
指す

公園整備事業 96.4% Ｂ
都市整
備課

㎡/人 14.9 15.3 15.588
１人当たりの公園
面積

公園の整備状況を示す指標

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑪
Ｈ30年度
末現在

15.9

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

⑬
R1年度末

現在

16.1

⑬
R1年度末

現在

2,864

-

⑬
R1年度末

現在

-

-

計画的な公園整備が行われ、目標数値に近づいているが、人口減少により１
人当たりの公園面積が増加している面もある。

導入件数は一定のレベルで安定して増加してきたものの、目標数値の達成の
ためには、補助金制度の更なる周知に加え、補助メニューの拡充を図る必要
がある。

家電機器の省エネ性能の向上や、産業、民生、運輸の各部門における努力に
加え、再生可能エネルギー発電の導入などにより、CO2排出量は順調に減少
した。

一般廃棄物減量基本計画の目標に向けて廃棄物減量の取組を行っているが、
１人１日当たりの廃棄物量は横ばいの状態が続き、目標を達成することがで
きなかった。

平成30年度に焼却灰のセメント原料化を図ったことや紙類の回収方法を見直
したことが要因となり、リサイクル率が上昇したと考えられる。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち
施策項目 4-5 住環境、市営住宅、景観

まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち
施策項目 4-6 上水道

まちづくりの目標 4郷土の恵みを未来へ引き継ぐ自然豊かなまち

施策項目 4-7 下水道

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

65.7

80.9

88.5

15.65

4

⑦
目標設定の考え方

50％増を目指す

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

景観形成事業

73.0
汚水処理施設
整備状況によ
る

13.1ポイントの
増を目指す

公共下水道事業 92.3% Ｂ
下水道

課
 ％ 59.9 63.1 64.697

汚水処理人口普及
率

下水道等による生活排水処理
が可能な状況を示す指標

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

水洗化率の向上に向けては、ＦＭあすもの普及ＣＭ放送や下水道広報紙の作成、出前講座
の開催など、普及活動に力を入れた。また、令和元年度から３年間、汚水処理人口普及率
の目標達成に向けて、宅地化が進行し、事業所や商業施設が密集する地域において下水道
の集中整備を行っていることから、前年度比1.7ポイントの増となった。

67.4

給水済み人口は101,243人で、人口減少等のため前年度比1,695人の減となった。行政人口
に対する給水済み人口の割合である水道普及率は、行政人口も114,438人と前年度比1,929
人減少したため前年と同率となった。
接続促進のため、給水装置設置資金融資あっせん利子補給補助金制度を実施しているが、
近年の低金利ではほとんど申請がない状況である。
また、未接続の理由は世帯の高齢化と後継者の不在、接続費用の負担が困難なことなどで
あり、一律に接続を促進することは困難であるが、水道の安全性をPRすることにより既存
区域内の普及促進を図っていく。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

90.0
水道普及状況
による

2.1ポイントの増
を目指す

給水装置設置資
金融資あっせん
及び利子補給補
助金

98.3% Ｂ水道課  ％ 87.9 88.4 88.496 水道普及率 水道の使用割合を示す指標 88.47

⑬
R1年度末

現在

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

3.5ポイントの増
を目指す

漏水防止事業 99.0% Ｂ

漏水調査による漏水箇所の修繕及び老朽管更新事業により、前年度比0.33ポイントの増と
なった。引き続き漏水事故の多い老朽管を優先に計画的な布設替を行うとともに、漏水調
査の実施により漏水箇所の修繕に努め、また、施設規模の見直しについても検討してい
く。

78.5 80.4 80.4 82.0
決算統計によ
る

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

95 有収率
水道水の安定供給への取り組
みを示す指標

総務管
理課

 ％

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

66.7% Ｃ

景観まちづくり団体数を増やすことはできなかったが、景観まちづくり賞で10団体を表彰
及び景観バスツアーの実施により、景観に対する関心を深めることができた。
今後も、　景観まちづくりの普及・啓発する活動を行う景観まちづくり団体を増やすた
め、関係団体への周知を行う。

4 4 4 6

一関市景観ま
ちづくり条例
に基づき認定
されている団
体数

94
景観まちづくり団
体数

景観まちづくり活動状況の指
標

都市整
備課

団体

⑬
R1年度末

現在

市内の住宅着工件数は微減であるが、長期優良住宅の認定件数は平年並みである。
今後も、　長く住み続けられる住宅として認定する長期優良住宅認定制度について、引き
続き周知に努める。

9.2 実績による
1.3ポイントの増
を目指す

長期優良住宅建
築等計画認定申
請手数料

218.0% Ａ
都市整
備課

 ％ 7.9
誤 21.9
正 8.65

15.293
長期優良住宅認定
率

良好な住環境の促進を示す指
標

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

4

⑬
R1年度末

現在

20.06

81.2

ホームページでの周知や地元工務店へのPRにより、目標を達成することがで
きた。また、税制優遇措置にも後押しされた。

　多くの人が景観まちづくりに関心を持ち、様々な形で関わっていく意識づ
くりを進めるための取り組みとして、景観まちづくり賞の表彰及び景観バス
ツアーの実施は有効であった。

漏水調査による漏水箇所の修繕及び老朽管更新事業等により、H28年度より
0.78ポイント増の81.18％であり、目標数値（82.0％）に達していない状況に
ある。漏水調査と布設替工事を積極的に進めているものの、配水管の老朽化
に伴う漏水件数は増加傾向にあり、有収率の大幅な改善に至っていない。

水道普及率の増加には、整備済み区域における接続促進を図る必要がある
が、未接続の要因は世帯の高齢化と後継者の不在、接続費用の負担が困難な
ことなどであり、水道への接続が利用者の選択によるものであることを踏ま
えると大幅な向上は見込めないところである。尚、水道施設整備によっての
み生活用水をまかなうことは極めて困難であることから、給水区域の拡張予
定がない地域においては、令和元年度から令和５年度までを集中実施期間と
して、これまでの飲用井戸等整備事業を大幅に拡充した生活用水確保対策事
業を実施しているところであり、同事業の普及に努めていく。後期基本計画
においては「未普及地域の水質検査受検率」 を指標として検討している。
※参考
　　給水済人口　　101,234人
　＋井戸補助済人口　2,169人
　　　　　　　計　103,403人
　行政人口に対する割合は90.4%。

　平成28年度～令和元年度で平成27年度末と比較し、5.8ポイントの増と
なった。しかし、平成28年度に策定した施設整備計画の区域の中には人口減
少と高齢化の進行が影響し、費用を投じて整備を行っても、接続費用の捻出
や後継者がいないこと等の理由から接続に至らないと想定される地域がある
ことから、住民懇談会等を開催しながら、整備計画の見直しが必要となって
きている。今後は新たな整備方針のもと目標達成に向けた事業を進めてい
く。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-1 医療

まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-2 地域福祉

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

5

84.4

3.4

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

0.9ポイントの増
を目指す

自立支援プログ
ラム

55.2% Ｃ

生活保護世帯は令和元度は減少しており（平成29年度末763世帯、平成30年度末770世
帯、令和元年度末760世帯）、一般的に就労が困難といわれる高齢者及び障がい者世帯数
の保護世帯全体に占める割合が増加している状況にある（平成29年度末524世帯
（68.6％）、平成30年度末547世帯（71.0％）、令和元年度末553世帯（72.7％））。目
標値には到達しないものの、就労が困難な世帯割合が増加している中で、就労に伴う収入
で自立した世帯が増加したことは一定の評価ができる。
今後、就労支援員による支援については、支援対象者の掘り起こしや継続的な支援やを行
うとともに、若年層については、いちのせき若者サポートステーションとの連携を一層進
める。

4.1 3.0 2.6 5.0 実績による

令和元年度は人権教室を中学校１校、小学校３校、スマホ教室を中学校１校、小学校１校
の計６校で行った。また、ボランティア協力校に小学校６校、中学校８校が指定された。
児童生徒への人権啓発を図ることができた。
今後も一関市社会福祉協議会実施の福祉教育事業と共に計画的に教室を開催し児童生徒へ
の人権啓発活動に努める。

100

就労開始や就労収
入増により生活保
護世帯から自立し
た世帯の割合

就労支援の取り組みによる生
活保護世帯の自立割合を示す
指標

福祉課 ％

100.0 実績による
全小中学校での
実施を目指す

人権啓発活動地
方委託事業

93.1% Ｂ
長寿社
会課

％ 20.0 33.3 62.799
福祉教育に関する
講座を実施した小
中学校の割合

子どもへの福祉教育や相互理
解への取り組みを示す指標

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

93.1

様々に周知、啓発に取り組んできたが、応募者がなかった。
今後は、高等学校や附属中学校に加え、市外の高等学校に対する一層のアプローチなど、
周知の機会を増やし、修学生の確保に努める。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

8 実績による
毎年１人の増を
目指す

進路選択セミ
ナー（保健所と
の共催）
医療職セミナー
（保健所との共
催）

62.5% Ｃ
健康づ
くり課

人 2 4 598 医師修学資金貸付
将来の医療従事者の確保を示
す指標

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

5

⑬
R1年度末

現在

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑬
R1年度末

現在
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

2.76

30年度、令和元年度と２か年度連続で「貸付希望者なし」が続いている状況
であり、制度そのものの見直しが迫られている。

一関市社会福祉協議会実施の福祉教育事業と共に計画的に教室を開催し児童
生徒への人権啓発活動に努めることができた。

各年度において20～30世帯が就労開始や就労収入の増加により生活保護から
の自立が図られた。これは就労支援員が被保護世帯員に求人情報の提供、面
接や履歴書の記入の仕方など寄り添い支援した結果である。指標に至らな
かった理由は保護世帯の構成の変化（生活保護世帯の高齢化）によるものが
大きいと考えられるが、引き続き、就労支援員を中心に支援を行い生活保護
世帯からの自立を目指していく。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-3 高齢者福祉

⑪
Ｈ30年度
末現在

19.0

9,424

１ポイントの増
を目指す

法改正による増
員（Ｈ29に
20,000人）を含
め、おおむね
３％増を目指す

老人クラブ活動
等補助金交付事
業、老人クラブ
連合会補助金交
付事業、高齢者
の生きがいと健
康づくり事業

介護予防・生活
支援サービス事
業

長寿社
会課

 人/年 2,223 4,879 7,056106
シニア活動プラザ
利用者数

シニア世代の社会参加、社会
貢献活動の状況を示す指標

9,615
シニアフェスタやいきがいづくりの事業を多く開催し、会員及び利用者の増加に努めた。
今後、主催事業の充実を図るとともに、施設利用について効果的なPRに取組み、新規利用
者の増加を目指す。

3,423 実績による
毎年200人の増を
目指す

シニア活動プラ
ザ運営事業

280.9%

22.0 20.6 20.0 23.0 実績による

Ａ

広域型特別養護老人ホーム（１施設50床）が整備されたため、今後、待機者数の解消に一
定の効果が生じると考えている。Ｒ２年度は認知症グループホーム（３施設27床）、看護
小規模多機能型居宅介護（１施設25床）の施設整備補助を目指す。

○

105 老人クラブ加入率 高齢者の社会参加を示す指標
長寿社
会課

 ％

0

特別養護老人
ホーム入所待
機者実態調査
（岩手県保健
福祉部長寿社
会課）

一関地区広域行
政組合が策定し
た第６期介護保
険事業計画に基
づく※Ｈ27.４.１
現在

第７期介護保険
事業計画に基づ
き、広域型特別
養護老人ホーム
（１施設50床）
の施設整備補助
を行った。

0.0% （Ｄ）
長寿社
会課

 人 167 132 103104
特別養護老人ホー
ム入所待機者数

介護サービス（居宅及び施
設）の充実度を測る指標

77.5% Ｃ
シニアフェスタ等の会場で老人クラブの周知・加入促進のためのPRを行ったが、会員の高
齢化や新規加入者の減少により加入率は低下している。今後、単位クラブを中心に、イベ
ントなどの周知や勧誘活動の推進により、若手会員の増加と活動の活性化に取り組む。

毎年20人の増を
目指す

介護担い手育成
支援事業

90.4% Ｂ
Ｈ30年度から変更した定員数20人→30人を継続したことにより、20人以上の受講者につ
ながった。引き続き、20人以上の受講者となるよう、講座内容等の充実と効果的な周知を
行う。

15 49 68 135 実績による98

122

登録事業所の現状を確認し、廃止事業所の加除を行った。そのため事業所の廃止や廃業に
より４事業所の減となった。今後は、広報いちのせきを活用し、協力事業所の募集を行
い、協力事業所の増を目際し、幅広い見守りネットワークの構築を推進する。

103
介護担い手育成講
座受講者数

高齢者を支える多様な介護担
い手の育成状況を示す指標

長寿社
会課

 人

50

高齢者見守り
ネットワーク
事業協定締結
事業所数によ
る

宅配サービスを
行っている全事
業所との協定締
結を目指す

高齢者見守り
ネットワーク事
業

102.0% Ａ
長寿社
会課

事業所 ― 35 36102
高齢者見守りネッ
トワーク協力事業
所数

地域の見守り体制の充実を示
す指標

55

92.6% Ｂ

平成29年度から介護予防・日常生活支援総合事業を実施しており、実績集計の方法が従来
と変わっている。①介護予防・生活支援サービス事業10,440人、②一般介護予防事業
23,603人、③みなし事業（平成28年度まで介護予防給付事業であった訪問介護予防、通所
介護予防）16,862人の①～③の合計50,905人。住民主体による介護予防への移行を目指し
地域への働きかけを行っているが、地域資源やニーズ、これまでの介護予防の経過等、地
域間で差が発生している。

33,711 33,991 38,910 55,000 実績による54,253

企業訪問、文書通知など積極的な広報活動を行い、企業の理解を得て、新規
事業者の参画が図られた。

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

101
介護予防事業延べ
参加者数

介護保険制度の理解と介護予
防の推進状況を示す指標

長寿社
会課

 人

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

平成29年度の介護予防・日常生活支援総合事業の開始に合わせ、住民主体に
よる介護予防の必要性や効果等を含めた方向性を地域へ示したことにより、
一定程度の移行はなされた。住民主体の介護予防へ移行するため活用してい
る「いきいき百歳体操」についても、高齢者間で広く認識され、参加者も増
加している。ただし、取組状況についてはまだ地域間で差が生じているのが
現状であり、更なる取り組みが必要と思われる。

⑬
R1年度末

現在

50,905

51

122

-

17.8

多様な介護ニーズに合わせた人材の育成を支援し、介護のすそ野の拡大が図
られた。

第６期・第７期介護保険事業計画に基づき施設整備補助を行っており、待機
者数の減少に一定の効果はあったものと思われる。
今後も介護保険事業計画に基づいた施設整備に対する補助を行い、待機者数
の減少に取り組む。

老人クラブへの加入促進を図っているが、加齢による退会者の増加や新規加
入者が見込めないことによる解散や活動停止などにより、会員の減少が続い
ている。

開所当初は高齢者本人のスキルアップのための講座がメインだったが、徐々
にシニア世代の社会参加や社会貢献活動へつなげるための取組みに移行して
きている。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-4 障がい者福祉

3

1,073

1,800

⑪
Ｈ30年度
末現在

3.6
0.4ポイントの増
を目指す

障害児通所等給
付

平成30年度は「健康まつり」「健康スポーツフェア」と合同開催した効果で前年度より参
加者数が増大したが、令和元年度は同程度の参加人数にとどまってしまった。多くの市民
に興味を持ってもらえるようイベント内容やＰＲ方法などの見直しを図る必要がある。令
和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため中止とした。

2,895 実績による
毎年20人の増を
目指す

障害者社会参加
支援事業

62.2% Ｃ福祉課  人 2,775 1,000 1,500111
障がい者福祉まつ
りの参加者数

障がい者との交流イベントへ
の参加状況を示す指標

毎年25人の増を
目指す

自立支援介護給
付

112.5% Ａ サービス利用者は順調に増加しており、今後も増加が予想される。836 872 1,042 986 実績による

広域障害者就業・生活支援センターやハローワークなど関係機関が取り組みを進め、前年
度実績３名から６名と倍増できたが、平成26年度末時点の数値に届かない状況が続いてい
ることから、今後も関係機関と連消して取り組む必要がある。
また、広域障害者就業・生活支援センターやハローワークなど関係機関と連携して就業支
援を進めるとともに、自立支援協議会しごと部会と連携して事業主の障がいへの理解促進
を進め、雇用機会の拡大に努める。

110
障がい福祉サービ
ス（日中活動系）
の利用者数

障がい者への地域支援を示す
指標

福祉課 人

12 実績による 20％増を目指す
障害者地域生活
支援事業

50.0% Ｃ福祉課  人 10 4 7109
福祉施設から一般
就労への移行者数

障がい者の就労支援を示す指
標

95.0% Ｂ

10 10

児童発達支援事業所と連携して療育の必要性の高い児童を優先的に通所できるよう調整を
行っており、年々児童数が減る中でも平成26年度実績より2ポイントアップの実績であっ
たことは、必要な児童に必要なサービスを支給できていることを示している。

3.6 5.0 3.9 4.0

実績による
（児童発達支
援サービス利
用者数／未就
学児数）

108
児童発達支援サー
ビス利用者の割合

児童発達支援サービス利用者
数

福祉課  ％

障害者地域生活
支援事業

90.9% Ｂ福祉課 事業所 7 10 10107 相談支援事業所数 相談状況を示す指標
概ね目標に近い数値を達成していることから、市内の障がい者の相談に対応できていると
思われる。今後も基幹相談支援センターを中心に現体制を維持していく。

11

実績による
（一般相談件
数／障がい者
数）

おおむね50％増
を目指す

⑬
R1年度末

現在
№

①
指標項目

②
指標の説明

担当課
③

単位
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

3.8

6

1,109

1,800

概ね目標に近い数値を達成しており障がい者の適切な支援につながっている
と評価できるが、一関地域に比べて旧東磐井地区に相談支援事業所が少ない
状況が続いているので、事業所の偏在の解消について対策をとる必要があ
る。

目標数値には届いていないが、行政と児童発達支援事業所が連携を図りなが
ら、療育が必要な児童が確実に児童発達支援サービスを利用できる体制がで
きている。

関係機関とともに障がい者の一般就労に向けた取り組みを進めたが、障がい
者個人ごとの適性や能力の把握に時間がかかることや、企業の障がい者受け
入れについて理解が進まないことなどから、福祉施設から一般就労への移行
は厳しい状態が続いている。

市内の相談支援事業所が増加し相談支援体制が強化されたことに伴い、障が
い者の適切なサービス利用につながっている。

平成28年度は岩手国体の開催時期に重なったこともあり前年度より大幅に参
加者が減ったが、前期基本計画期間中は順調に参加者が増加していったと思
われる。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち

施策項目 5-5 健康づくり

⑪
Ｈ30年度
末現在

29.2
がん対策推進基
本計画に基づく

⑦
目標設定の考え方

子宮がん検診

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

　特定健診の未受診者への受診勧奨通知の送付や追加健診の実施により、健診受診率の向
上は図られた。また、平成30年度と比較すると、特定保健指導の実施率も向上したが、目
標を達成することはできなかった。特定保健指導該当者の中には、特定保健指導を利用せ
ず、自分なりに生活習慣の改善に取り組みたいという人もいる。そのような方へ、取組の
役立つような資料や情報の提供を検討したい。
　今後は、特定保健指導を受講しやすい環境を整えていくとともに、特定保健指導を利用
しないが、生活改善に取り組むという意思のある方に対し、取組に役立つ資料や情報提供
を行っていく。

○22.0 実績による
一関市保健事業
実施計画に基づ
く

特定保健指導 74.1% Ｃ
健康づ
くり課

％ 25.8 25.3 27.0118

メタボリックシン
ドローム該当者及
び予備群該当者の
割合（市実施分）

一関市保健事業実施計画にお
ける目標値を達成し、維持す
る

0.4ポイントの減
を目指す

週イチ倶楽部応
援事業

88.4% Ｂ

　要支援１及び２は、平成30年と比べると1.2ポイント増加しているが、要支援1及び2は
0.4ポイント減少した。高齢者が週１回、集会所等に集まって「いきいき百歳体操」などを
行う住民主体の介護予防活動「週イチ倶楽部」を引き続き実施していくことで、要支援者
が要介護になることを予防し、ひいては要介護者の減少が期待できる。
新型コロナウイルスに感染することが心配で、介護予防活動を自粛する傾向がある。高齢
者の介護予防のためには、週１回程度集まり、継続的に運動等を行うことが有効であるこ
とから、介護予防活動での感染症対策のポイントを周知し、住民主体の介護予防活動の継
続を支援していく。

○15.7 16.3 16.8 15.3 実績による16.9

27.8

117
65歳以上の人口に
占める要介護認定
者の割合

介護度の低い要介護1及び2の
認定者の割合を減らすことに
より、全体の割合を減らす

健康づ
くり課

％

50.0
実績による
（受診者数／
対象者数）

がん対策推進基
本計画に基づく

乳がん検診 72.2% Ｃ
健康づ
くり課

％ 33.1 34.4 37.6116
乳がん検診受診率
（市実施分）

がんの早期発見への取り組み
状況を示す指標

36.2

 国の示すがん検診受診率50％を目指し、土日や夜間の検診、託児サービスの
実施、コールリコール（再度の案内）を行うなど、受診しやすい環境づくり
に努めた。また、保健推進委員による検診の周知活動などを継続的に実施し
た。
　これらの取組により、目標の受診率には達しなかったものの、現状値（平
成２６年受診率）より、すべてのがん検診において受診率が向上した。
　また、地域保健・健康増進報告（政府統計）によると、当市の受診率は、
全国平均、県平均の受診率よりも高い状況で推移している。

58.8% Ｃ29.2 26.6 29.1 50.0
実績による
（受診者数／
対象者数）

115
子宮がん検診受診
率（市実施分）

がんの早期発見への取り組み
状況を示す指標

健康づ
くり課

％

50.0
実績による
（受診者数／
対象者数）

がん対策推進基
本計画に基づく

肺がん検診 64.0% Ｃ
健康づ
くり課

％ 26.2 29.0 30.8114
肺がん検診受診率
（市実施分）

がんの早期発見への取り組み
状況を示す指標

がん対策推進基
本計画に基づく

大腸がん検診 65.6% Ｃ30.5 29.6 32.1 50.0
実績による
（受診者数／
対象者数）

32.1

31.5

113
大腸がん検診受診
率（市実施分）

がんの早期発見への取り組み
状況を示す指標

健康づ
くり課

％

50.0
実績による
（受診者数／
対象者数）

がん対策推進基
本計画に基づく

胃がん検診 47.0% Ｄ
健康づ
くり課

％ 22.5 22.2 23.7112
胃がん検診受診率
（市実施分）

がんの早期発見への取り組み
状況を示す指標

23.2

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評
⑬

R1年度末
現在

23.5

32.8

32.0

29.4

36.1

17.3

29.7

　がん検診の受診率向上のために有効と言われている「コール・リコール（再度の受診案
内）」を実施した。その際、案内文書を、文字数を減らし形態も一目でわかるように、封
書からハガキに変えるなどの工夫を行った。その結果、受診率は目標値には達していない
ものの、昨年度より受診率は維持または若干増加した。
今後は、がん検診の機会を可能な限り確保し、新型コロナウイルス感染症の感染予防に努
めながら、がん検診を実施する。

週イチ倶楽部応援事業等を実施し、住民主体の介護予防活動の取組を推進し
た。その結果、要介護認定者の割合の減少には至らなかったが、要支援１・
２の増加が抑制され、取組の一定の効果があったと考えられる。
今後は、レセプト情報を活用し保健指導を行うなど、要支援・要介護状態に
陥る可能性の高い方への保健指導を行う体制を整えていく必要がある。

特定保健指導の該当者を把握するために、特定健診の受診が必要であること
から、特定健診の受診勧奨に取り組み、受診率は毎年増加した。
受診者の65％以上が65歳から74歳であり、その年代がメタボリックシンド
ローム該当者の74.9%（H30)と多くを占めている。65歳から74歳の受診率
は、H28の66.0%からH30は69.6%と増加しており、メタボリックシンドローム
該当者の割合が高い年齢層の受診率が増加した。
メタボリックシンドローム予備群については、各年代の受診者の予備群の割
合においては、40歳から59歳が男性19.1%・女性7.2%（H30)と一番高かった
ことから、引き続き、特定健診の受診勧奨と働き盛り世代が参加しやすいよ
うな特定保健指導の実施方法を検討する必要がある。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-6 防災（治水、治山を含む）

まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-7 消防、救急・救助

まちづくりの目標 5みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち
施策項目 5-8 防犯・交通安全・市民相談体制

831

281

1,956

87,669

78.9

92.2

102

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

おおむね３％増
を目指す

⑦
目標設定の考え方

⑦
目標設定の考え方

一関市防犯協会
連絡協議会補助
金

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

おおむね５％増
を目指す

消費者保護事業 133.2% Ａ

H28年度をピークに参加者数は減少傾向にあるが、目標から見れば大きく上回っている。
成人年齢の引き下げやインターネットの普及に伴う、児童生徒を含む未成年を対象とした
講座の開催を呼びかけたことで、児童クラブや小中学校などでも開催されるようになっ
た。

1,150 2,435 1,778 1,200 実績による126
消費者講座の参加
者数

消費者保護の取組状況を示す
指標

生活環
境課

人/年

390 実績による
おおむね５％増
を目指す

交通安全指導事
業費

60.5% Ｃ
生活環
境課

回/年 365 340 287125
交通安全教室の開
催回数

交通安全の意識高揚の状況を
示す指標

1,598

100.8% Ａ 各地域防犯協会関係者の積極的な協力により目標は達成している。773 903 992 800 実績による

青パト車両の新規登録数は順調に増えている。

124
青色回転灯装着車
両によるパトロー
ル回数

地域ぐるみによる防犯活動へ
の取り組みを示す指標

生活環
境課

回/年

40 実績による
おおむね20％増
を目指す

一関市防犯協会
連絡協議会補助
金

97.5% Ｂ
生活環
境課

 台 33 35 36123
青色回転灯装着車
両数

防犯に対する意識高揚の状況
を示す指標

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

36 39

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

89,000 実績による

人口ビジョンで
展望したＨ32人
口のおおむね
80％を目指す

応急手当普及啓
発事業

102.5% Ａ
消防本

部
消防課

 人 71,987 80,081 84,000122
普通救命講習修了
者数

自動体外式除細動器（AED）
を含む心肺蘇生法の市民普及
を示す数値

91,224

⑬
R1年度末

現在

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

　耐震改修事業補助を１件実施した。耐震診断実施者は耐震改修工事の必要性を認識して
いるようだが、高額な改修費用等の要因で改修事業に繋がらない。大地震による住宅被害
を軽減するため、引き続き、FMあすも、広報及び地元工務店へのPRを行い事業の周知に努
める。

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

120 実績による
毎年５件を目指
す

木造住宅耐震改
修工事助成事業

85.8% Ｂ
都市整
備課

件 90 97 100121
木造住宅耐震改修
工事助成件数

防災への取組を示す指標

全行政区に自主
防災組織を結成
する

・消防・防災セ
ミナー指導者養
成講座
・一関市防災指
導員養成講習
・優良自主防災
組織等表彰式
・一関市防災
フォーラム

92.7% Ｂ

令和元年度は、自主防災組織の新規結成が２件であった。
まだ組織化されていない行政区については、組織結成を働きかけているが、高齢化による
人材不足などの課題を抱えている地域であることから結成に至らなかった。
引き続き、未結成行政区に対する組織結成を働きかけていき、自主防災組織に関する理解
を深めてもらう取組を実施していく。

90.9 92.0 92.0 100.0

実績による
（結成行政区
数/450）
（H28～結成
行政区数
/451）

120
自主防災組織の組
織率

防災への取組を示す指標
消防本
部　防
災課

％

100.0
抽出利用実態
調査による

100％を目指す
市政情報発信事
業

72.1% Ｃ
広聴広
報課

％ 54.0 81.4 79.3119
コミュニティＦＭ
番組を聴いている
世帯

情報提供及び伝達手段として
の利用状況を示す指標

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

№
①

指標項目
②

指標の説明
担当課

③
単位

⑬
R1年度末

現在

72.1

92.7

103

⑬
R1年度末

現在

806

236

聴取調査を毎年実施し専用ラジオの聴取及び設置状況を把握してきたが、聴
取率は横ばいで推移した。専用ラジオが災害時の緊急情報の取得に有効であ
ることを意識づける取り組みが必要。

目標数値には届かなかったが、市内全域でほぼ自主防災組織は結成されてい
ると考えられる。
今後も自主防災組織の結成に消極的である行政区に対し、組織結成をさらに
働きかける必要があるが、高齢化による人材不足などが課題である。

　目標数には達していないが、FMあすも、広報及び地元工務店へのPR及び建
築関係団体への指導、教育などの実施により、耐震改修工事の必要性は浸透
してきたと思われる。

市内の企業や学校及び自主防災組織などに対して、普通救命講習の開催の呼
び掛けや、広報活動を継続的に実施した結果、昨年度までに目標の数値を達
成した。
今後においても、継続して心肺蘇生法の普及に努めていく。

パトロール従事者の高齢化や担い手不足など課題はあるものの、地域安全に
対する積極的な取り組みにより目標は概ね達成された。

パトロール従事者の高齢化や担い手不足など課題はあるものの、地域安全に
対する積極的な取り組みにより目標は達成された。

学校等の統廃合が進み、子供の交通安全教室の開催回数は減少しているが統
廃合以外での減少はほとんどない。高齢者の交通安全教室の開催回数が大幅
に減少しており、高齢者の事故割合が高いことから、今後も継続して高齢者
の交通安全教室を積極的に開催していただけるよう周知が必要である。

様々な個人団体に消費者講座について周知活動を行った結果、高齢者を中心
とした団体に加えて、児童生徒や保護者を対象とした講座の開催に結びつい
た。

令和元年度はより正確な数値に近づけるため、調査対象者数を増やした。聴取率は前年度
調査と比べて若干低下したが、おおむね横ばいで推移している。
市広報紙などで専用ラジオ設置の周知を図り、聴取率を上げるための取り組みをしてい
く。
今後は、実態調査を継続するとともに、災害時の緊急情報や自動起動放送など、いざとい
う時に役立つ専用用ラジオについて、市広報紙などで周知する。

令和元年度末で目標数値を達成した。
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、現在、普通救命講習を実施できず、数値とし
て伸び悩むと考えられるが、パンフレットを活用した市民への周知、また、救命講習を再
開した際の、心肺蘇生法のさらなる普及を働きかけていく。

老人クラブや地域の会合等の開催回数が減少傾向である。老人クラブや地域協働体等への
積極的な働きかけを行っていく。今後は、高齢者が関わる事故の割合が年々増加傾向にあ
ることから、高齢者を対象とした交通安全教室の充実を図る。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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まちづくりの目標 まちづくりの進め方
施策項目 1 市民と行政の協働のまちづくり

まちづくりの目標 まちづくりの進め方
施策項目 2 健全な行財政運営

まちづくりの目標 まちづくりの進め方
施策項目 3 広域連携の推進

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

⑪
Ｈ30年度
末現在

誤　30
正　31

13,497

93.5

11.5

266,925

4,845

553,777

毎年１事業の増
を目指す

1.9ポイントの減
を目指す

10％増を目指す

成年後見制度利
用支援事業

市政情報発信事
業

市民センター管
理運営費（市民
センター施設等
改修事業）

110.3% Ａ
成年後見制度の普及及び利用促進を図り、関係機関との連携ネットワークを設立し、取り
組みを進めるため、成年後見制度利用支援事業を追加した。

23 29 30 29
定住自立圏共
生ビジョン掲
載事業数

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

133 広域連携事業数
平泉町との連携の状況を示す
指標

政策企
画課

事業

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

毎年おおむね
１％の増を目指
す

158.6% Ａ
災害時の投稿が主だが、フォロワー数は増加傾向にある。
目標数値はすでに達成しているが、引き続き発信を続け、新たなフォロワー獲得に取り組
んでいく。

3,011 4,115 4,599 3,200 実績による

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

132
市の公式ツイッ
ターのフォロワー
数

市の公式ツイッターへの投稿
に対する閲覧状況を示す指標

広聴広
報課

人

406,500 実績による
投稿１件当たり
の平均リーチ数
を倍増する

市政情報発信事
業

74.7% Ｃ
広聴広
報課

人 ― 583,741 638,716131
市の公式Facebook
のリーチ数

市の公式Ｆａｃｅｂｏｏｋへ
の投稿に対する閲覧状況を示
す指標

災害情報を主に投稿している。速やかな情報発信に努めたことでフォロワー
数は増加傾向にあると考えられる。
引き続き新しい情報発信を務めることが必要。

105.3% Ａ

 標準財政規模に算入された普通交付税額の縮減額が前年度より縮小し、また、基準財政需
要額に算入された公債費が増額となったことなどにより、H30年度末時点比で△0.1ポイン
トとなった。
 今後も元利償還金が増加する年度がある見通しである。

○13.9 11.8 11.6 12.0
健全化判断比
率報告書によ
る

 地方消費税交付金などの歳入が減少し、扶助費などの歳出が増加したため、H30年度比で
＋2.7ポイントとなった。
 今後においても、財政構造の硬直化が進む厳しい状況が続く見通しである。

○

130 実質公債費比率 市の財政の健全性を示す指標 財政課 ％

89.0
地方財政状況
調査（決算統
計）による

0.3ポイントの減
を目指す

92.5% Ｂ財政課 ％ 89.3 89.9 92.1129 経常収支比率 市の財政の弾力性を示す指標

人口ビジョンで
展望したＨ32人
口のおおむね
70％を目指す

国の施策とし
て、特別定額給
付金の交付申請
にマイナンバー
カードが用いら
れた。
市として高校３
年生向、取得促
進リーフレット
を配布した。

20.1% Ｄ

R２年度末の目標数値に対する進捗率は約20.1％にとどまっている。人口に対する交付枚
数率は全国平均、県平均より下回っている。
国の施策として令和２年７月からマイナンバーカードを活用した消費活性化策（マイナポ
イント事業）が展開され、令和３年３月からは健康保険証の利用が予定されていることか
ら、庁内の関係部署と協力しながら、市民への普及啓発に努める。

0 10,554 12,226 78,000
交付状況によ
る

96.2

減少目
標

128
マイナンバーカー
ド交付枚数

マイナンバーカードの利用を
示す指標

市民課 枚

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明
◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

101.4% A

地域づくり活動の拠点として利用が定着しつつあり、利用者は増加傾向にあるが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響もあり微減となった。
今後は、地域づくりに欠かすことのできない拠点施設として、引き続き、市民センターの
地域管理化を推進し、更なる利用人数の増加を図る。

491,920 509,471 542,839 541,112 実績による

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

減少目
標

127
市民センターの利
用者数

利用者の状況を示す指標
まちづ
くり推
進課

人/年

⑥
目標数値

（令和２年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの
（Ｒ１年度）

R１年度末
進捗率

※未確定の
ものはH30

年度末

Ｒ１年度
末達成度
※未確定
のものは

H30年度末

担当課
③

単位

④
現状数値
(平成26年
度末時点)

⑩
Ｈ28年度
末現在

⑪
Ｈ29年度
末現在

№
①

指標項目
②

指標の説明

⑬
R1年度末

現在

11.4

303,498

5,075

⑬
R1年度末

現在

32

548,894

⑬
R1年度末

現在

15,668

23の市民センターで指定管理者制度を導入し、地域づくり活動の拠点施設と
して定着してきており、また、地域のニーズに合った事業の実施などによ
り、利用人数の増加につながっている。

目標数値対比で20.1%の達成率にとどまった。
市独自の施策展開が難しいことから、関連部署と連携の上、国の施策の推進
を図っていく。

　普通交付税など経常的な歳入の減及び扶助費など経常的な歳出の増によ
り、財政の硬直度が進んだ。
　行政サービスを持続的に提供するため、内部事務費の削減など行財政改革
に一層の推進を図る。

　地方債の借入れに当たっては、交付税措置の有利なものを選択するなど、
公債費の実質的な負担を抑制する取組を進めた。
　プライマリーバランスの均衡を図りながら、同程度の水準確保を図る。

市の施策や市が関わるイベントなどについて、積極的に投稿し、広く情報発
信することでリーチ数の増加に繋がると判断し各課に呼び掛けた結果、令和
元年度は平成30年度に比較して増加となった。引き続き情報の発信を行って
いく。

◎前期基本計画（平成28年度～令和１年度末）4年間の取組に対する総評

◎Ｒ１年度末数値の状況に対する評価
（目標数値（Ｒ２年度末）に対する進捗状況及び今後の見通し）
※Ｒ１年度末実績が未確定のものはH30年度末実績に対する評価

令和元年度のリーチ数は前年度と比較し増加。また、投稿数も315件と前年度289件と比較
し増加した。今後も積極的に情報発信を進めていく。
市の施策や市が関わるイベントなどについて、積極的に投稿し、広く情報発信するよう各
課へ呼びかけていく。

達成度 Ａ 100％以上

Ｂ 180％以上

Ｃ 150％以上

Ｄ 150％未満
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